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序章

｢アカウンタビリティとい う概念は､緩められると同時に強められる必要

がある｡遠 く離れた管理部門が監査するとい う､儀式的で詳細なレベルに

おいては緩められる必要がある｡--しか しながら､このようなアカウン

タビリティ概念の緩和は､究極的には同僚間でのフェイス ･トウ ･フェイ

ス形式のアカウンタビリティの回復を目指すような業績概念や､階層的な

プロセスを取 り除き組織的な対話を可能にするような構造によって､補完

される必要がある｡

---私たちは､あらゆる種類のステイクホルダーが､『プ リンシパル』と

して自らの要求を主張できるような新 しい制度空間を､慎重に確保する必

要があるだろ う｡｣(Power,1994a,pp.43-44)

最近､いたるところでアカウンタビリティとい う言葉を見かけるようになっ

た｡財務アカウンタビリティを始め､環境アカウンタビリティや社会的アカウ

ンタビリティ､政府のアカウンタビリティや地方 自治体のアカウンタビリティ､

政策のアカウンタビリティや公共事業のアカウンタビリティ､NPOのアカウン

タビリティや学校のアカウンタビリティ､病院のアカウンタビリティ｡かつて､

これほどまでにアカウンタビリティとい う言葉が多様な用いられ方をしたこと

はなかったであろ う｡そ して､それぞれの文脈において､その言葉を中心に､

｢公開性｣や ｢透明性｣ とい う理想的状況が掲げられ､その理想を達成するた

めの具体的実践が学術研究の対象 となってきている｡ある 1つの言葉がこのよ

うに広 く用い られているか らには､そこにはそれぞれの文脈を超えた何 らかの

体系的な関連があるであろ う｡つま り､上記のさまざまな文脈におけるアカウ

ンタビリティは､単に言葉だけのものではなく､アカウンタビリティ社会 と呼

び うるほどに､何 らかの一貫 した説明をすることができるはずであるO

このようなアカウンタビリティ社会の体系的な説明を示すためには､アカウ

ンタビリティとい う概念がもつ特徴的な知識構造について多 くのことを論 じな

ければならない｡つま り､実際にはその効果がほとんど論証 されていないにも

かかわらず､アカウンタビリティは､｢公開性｣や ｢透明性｣といった理想的状
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況 と関連 させなが ら用い られることが多いのである｡たとえば､アカウンタビ

リティに関わる手段､すなわち会計技術は､ある行為者の活動を他の者に知 ら

せるあるいは開示するとい う意義をもち､詳細に開示 されればされ るほど ｢公

開性｣や ｢透明性｣に資するとい う構造をもっている｡そ して､財務諸表をは

じめ企業が公表する各種報告書の作成や､情報公開法に基づ く行政文書管理の

要請などが､その具体的な実践である｡

しか し､哲学や社会学を導入 してきた近年の会計研究では､その理想 とされ

る ｢公開性｣や ｢透明性｣とは反対に､その会計技術の ｢統治性｣や ｢儀式性｣

が提示 されている｡｢統治性｣とは､特定の思考スタイルや行動パターンが広ま

ることによって､私たちの生活が規定され､結果 として私たち自身が統治 され

る状況を意味 してお り､｢儀式性｣とは､そ うした思考や行動の意味が省み られ

ることなく､形式的に繰 り返 され続けるような状況を意味 している｡たとえば､

作成 された会計情報が､投資家や経営者 といった意思決定者に役立っていると

い うよりも､む しろ組織活動の正統性を確保することに役立っていると表現さ

れるとき､そこでは情報の開示によるコミュニケーシ ョンに開かれた社会 とい

うよりも､む しろコミュニケーションを阻害するような､いわば閉 じられた構

造が示 されているのである｡

アカウンタビリティとい う言葉がこれほど多様に用い られている現代社会に

おいて､このような ｢統治性｣や ｢儀式性｣ とい う提示に潜む閉 じられた構造

とは何を意味するのであろ うか｡アカウンタビリティを要求 しそれを履行する

ことは､本当に ｢透明性｣や ｢公開性｣につながっているのであろ うか｡

本論文の 目的は､こうした問いに答えること､つま り､一見矛盾 しているよ

うに思われるこのような状況に対 して､理論的な理解を提示することである｡

そこでは､会計技術の専門性について注 目し､アカウンタビリティ社会が孝む

構造的な問題を理解す るための分析視角 として確立 している｡

このような目的を達成するために､本論文は以下のような構成を採っている｡

まず第-に､分析対象 として､アカウンタビリティとい う言葉が広 く用いられ

るようになった現代社会 と､アカウンタビリティ概念 と会計専門知識の関係を

説明 している｡そこでは､アカウンタビリティによって会計技術が規定される

のではなく､む しろ会計専門知識によってアカウンタビリティ関係が規定され
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るとい う考え方を明示 し､アカウンタビリティ社会の構造的な問題 を理解する

ためには､会計専門知識そのものに注 目する必要があることを説明 している(節

1章)｡第二に､会計専門知識そのものに注 目し､それをアカウンタビリティ社

会の分析視角 として確立するためには､哲学的 ･社会学的前提 として､実在思

考ではなく､反実在思考を採用する必要があることを示 している｡ これには､

既存の会計研究がいかに実在思考に囚われていたか､そ して反実在思考に基づ

く会計研究 とはいかなるものかを対比的に説明することによって､その特徴を

示 している(第 2章)｡第三に､反実在思考 とい う哲学的 ･社会学的前提から､

専門知識そのものを分析するための枠組みを検討 している｡具体的には､科学

社会学者 B.ラ トウールの研究を採用 した会計研究を取 り上げ､その理論的な特

徴を整理 している(第 3章)｡第四に､反実在思考 とい う哲学的 ･社会学的前提

から､社会全体を分析するための枠組みを検討 している｡具体的には､社会学

者 N.ルーマンや法社会学者 G.トイブナ-が提唱 しているオー トポイエシス ･

システム論を紹介 し､異なる知識体系間における不適切な接合 とい う､構造的

問題の意味について説明 している(第 4章)｡以上､反実在思考 とい う哲学的 ･

社会学的前提､専門知識そのものを分析するための枠組み､社会全体を分析す

るための枠組み とい う3つの観点から､会計専門知識を中心にアカウンタビリ

ティ社会を分析するための視角が確立されることになる｡そ して第五に､その

ような分析視角からアカウンタビリティ社会を眺めた場合に､そこに貌われる

構造的問題を明らかに している｡ これ らの分析を通 じて､上記の ｢閉 じられた

構造｣を理論的に理解することが可能 とな り､最後に､こうした構造を ｢開く｣

可能性､つま り ｢公開性｣や ｢透明性｣ とい う理想的状況をいかに現実化でき

るのかについて､その方向性を探っている(第 5章)0

以上のような分析を通 じて､本論文による会計学-の貢献 としては､以下の

ようなものが挙げられ るであろう｡第一に､現代社会の統治様式を解明可能に

する反実在思考は､哲学や社会学においてはある程度共有 されてお り､また政

策的にも意義深いものであるにもかかわらず､ 日本の会計学の内部ではいまだ

一定の流れを形成するほどの研究業績が蓄積 されているとは言いにくいOむ し

ろ､実在思考を前提 としながら､特定の目的を満たすために､資産価値や コス

トなどの会計情報がいかに経済的な実質を表象 しうるのか といった技術的研究
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や､主として新古典派経済学を基盤 とする理論やモデルが､会計に関わる現象

をいかに表象 しているかを示す実証的研究が広 く展開されているが､こうした

研究からでは､会計技術が現代社会の統治様式 としていかに重要な役割を果た

しているのかを可視化することができない｡ このような 日本の会計学の現状に

対 し､本論文はイギリスの研究伝統を参考にしなが ら､統治様式 としての会計

技術の役割を明らかにする研究について､その前提 となる思考､その具体的な

研究方法の レビュー､およびこうした研究に取 り組む意味を提示する努力をし

ている｡

第二に､こうしたイギ リスの会計学においては､哲学や社会学におけるさま

ざまな研究を援用 した会計研究がすでに蓄積 されてお り､その中には､現代社

会に潜む病理を解明する研究も見られるが､その克服策を提示 しようとする研

究はあま り見 られない｡本論文では､最近の科学論の知見を参考にしながら､

失われつつある公共性 を取 り戻す とい う新 しい統治様式を紹介することによっ

て､その克服策の提示を試みている｡

このような目的および構成のもと､本論文は､アカウンタビリティとそれを

履行する会計技術の専門性が有する構造的問題の解明に取 り組んでいるが､以

下では､タイ トルで示 した ｢会計技術の専門性｣について簡単に説明 しておこ

う｡本論文は､タイ トルに示 したように､会計技術の専門性に関する研究であ

る｡そ して､サブタイ トルが示 しているように､会計技術の専門性 を､アカウ

ンタビリティとい う概念が拡充 している現代社会を見るための視点､すなわち

分析視角 として提示 している｡ したがって､現代社会においてアカウンタビリ

ティ概念が拡充 しているとい う認識がある程度共通 されたものであるとすれば､

本論文の焦点は､分析視角 としての会計技術の専門性に置かれていると言える｡

ここで､分析視角 としての会計技術の専門性 とはいかなる意味であろ うと思わ

れるかもしれない｡つま り､会計技術の専門性は､分析視角 としての性質を備

えているのであろ うか と思われるかもしれない｡ しか し､本来､分析視角 とい

うものが､それを必要 とする問題意識 と表裏一体不可分の関係にある､つま り

その間題を理解可能にするためにあるべきものであるとす るならば､分析視角

としての会計技術の専門性 とは､会計技術の専門性そのものを問題 として理解
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することと同義であることがわかるであろう｡すなわち､本論文は､会計技術

の専門性を問題視 しているのである｡

では､その問題視の対象である会計技術の専門性について考えてみよう｡ も

ちろん､会計技術の専門性そのものが本論文の考察対象であるため､その問題

性については､本論文全体を通 じて論 じることになるが､ここでは､会計技術

と専門性 とい うそれぞれの概念の整理だけをしてお くことにしたい｡まず､会

計技術 といった場合､何が想定されるであろうか｡異論なく得 られる答えとし

ては､おそ らく､財務会計の分野では､たとえば簿記が､管理会計の分野では､

たとえば原価計算が挙げられるであろう｡両者に共通する特徴は､何 らかの対

象を貨幣単位で測定 し､計算する技術､すなわち､経済的測定および計算を行

う技術であるとい うことができるだろう｡ したがって､自己資本比率や株価収

益率といった種々の経営分析手法や､ABC､CVP分析､原価企画 といった管理

会計手法も､経済的測定および計算 とい う側面からすれば､会計技術 として見

ることができるであろ う｡

しか し､ここでは､会計技術の中に包含 される個々の技術､すなわち､会計

技術 とい う概念の構成要素の特徴からその性質を定義するのではなく､会計技

術をアカウンタビリティ概念 と相互に依存するものとして捉えている｡つま り､

たとえばアカ ウンタビリティを果たすべき目的とするならば､会計技術はその

目的を果たすための手段 とみなされることになる｡そのため､ここでは､特に

限定 しない限 り､アカウンタビリティの履行において重要な監査技術をも含め

て､広 く会計技術 と捉えている｡

次に､専門性について整理 しておく｡ ここでは専門とい う性質を表現するた

めに専門性 とい う言葉を用いている｡『広辞苑』によれば､専門とは ｢特定の分

野をもっぱら研究 ･担当すること｣であり､言い換えれば特定の分野だけに深

く関わることを言 うが､この説明は､それに従事する主体の立場か らの表現で

ある｡ しか し､本論文は､会計技術の専門性を研究の対象 としているために､

技術そのものの専門とい う性質を表現 してお く必要があるだろ う｡したがって､

専門技術の性質であるが､ここでは､エクスパテイーズ(expertise)と英語表記

される概念､すなわち､専門技術 と専門知識を包含 した概念を想定 して､その

性質を意味づけてお く｡『ロングマン現代アメリカ英語辞典』によれば､エクス
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パテイーズとは｢特定の分野に関する特別な技術あるいは知識であ り､それは､

経験あるいは訓練を通 じて習得 されるもの｣である｡したがって､専門性 とは､

ある分野がそ うした技術あるいは知識を蓄積 しているか どうか､あるいはその

蓄積の程度 と表現できるであろ う｡専門性をこのように捉えるならば､会計 と

い う分野は､上に挙げたような技術の蓄積度合からしても､高度の専門性を有

しているとみなすことができる｡現に､会計にかかわる職業専門家が存在 し､

高い社会的地位を獲得 している現代社会においては､会計が高度に専門化 した

分野であることがわかるであろ う｡

会計技術 と専門性をこのように理解すれば､そこには狭 く計算技術だけでな

く､さまざまな会計理論や､各種報告書や文書 自体､またその作成方法までを

も含む広い概念 として､会計専門知識 とでも呼び うるものが想定できるであろ

う｡実際､本論文では､アカウンタビリティを履行する会計技術をその専門性

から見た場合に､会計専門知識 とい う言葉で表現することが多いが､これは､

上記 したようなさまざまな関係の中に成立 しうるものである｡
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第 1章 アカウンタビリティ社会と会計専門知識

第 1節 はじめに

現在､企業を中心 とするアカウンタビリティ概念が拡充 している｡それは､

これまでの株主や債権者に対するものだけでなく､従業員や地域住民､消費者､

顧客といった多様な利害関係者 との関係の間に拡大 しつつある｡そこでは､非

財務情報など､これまでの会計では扱われてこなかった情報が､アカウンタビ

リティ概念の拡充と同時に開示 され始めた｡こうしたアカウンタビリティ概念

は､その対象組織が企業に留まるものではなく､政府や地方 自治体､非営利組

織､学校､病院など､他の多様な組織においても要求されるようになってお り､

それぞれにおいて利害関係者-の情報開示が企図されている｡いわば､アカウ

ンタビリティ社会 とでも呼び うるほどに､アカウンタビリティとい う言葉が普

及 し､それに伴って新たな実践が展開されている｡

本章では､分析対象であるアカウンタビリティ社会を説明することを目的に､

その具体的な現象､アカウンタビリティとい う概念､会計専門知識､といった

観点からそれを整理 している｡そして､アカウンタビリティによって会計技術

が規定されるのではなく､会計専門知識によってアカウンタビリティ関係が規

定されることを示 し､アカウンタビリティ社会を分析するためには会計専門知

識そのものに注 目する必要があることを提示する｡

第 2節 アカウンタビリティ社会という現象

現在､アカウンタビリティとい う概念が拡充 している｡ しかし､企業会計に

注目する限 り､こうしたアカウンタビリティ概念の拡充に関する議論は､これ

までにも繰 り返 しなされてきた｡たとえば日本では､日本会計研究学会の 1976

年のスタディ ･グループ ｢会計責任に関する研究｣(主査吉田寛)や､1995年の

スタディ ･グループ ｢アカウンタビリティ概念の拡充｣(主査飯田修三)をはじ

め､雑誌 『合計』や 『企業会計』において多数の研究者がアカウンタビリティ

の拡充について論 じてきた｡これ らの議論に共通する見解は､およそ以下のよ
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うなものである｡

｢企業環境の複雑化 とそれに伴 う各種利害関係者の増大 とともに､企業に

よるディスクロージャーの範囲は単に株主､債権者だけでなく､従業員､

地域住民､消費者 ･顧客等の各種利害関係者に対する配慮を含む形で拡張

されてきている｡ これは特に欧米各国企業の年次報告書における環境情報

を含む社会関連情報開示の拡充に顕著にみ られる｡このこととあいまって､

企業会計 もまた､社会関連会計､特に環境会計にまで拡張される傾向にあ

る｡このような企業会計および会計ディスクロージャーの拡張の背景には､

これを基礎づけるアカ ウンタビリティ概念の拡充が伏在するものと考えら

れる｡｣(郡司,1996,110頁)

このような傾向は､2006年現在の 日本においても続いている｡たとえば､環

境会計に注 目すれば､2000年に環境省(旧環境庁)から『環境会計ガイ ドライン』

が発効 され､2005年までに 2度の改訂が行われた｡そこでは､｢公共財 として

の環境資源を用いて事業活動を展開する企業等は､消費者､取引先､投資家､

従業員､地域住民､行政等の利害関係者(ステイクホルダー)に対 して説明責任

(アカウンタビリティ)を有 しています｡環境会計情報の開示は､そ うした説明

責任を履行す る重要な手段の一つであり､その結果､企業等の社会的信頼が高

まり､適正な評価を確立 していくことにつなが ります｣(環境省,2005,1頁)と明

言 してお り､そこからは拡充 されたアカウンタビリティ概念が想定 されている

ことがわかる｡

また､最近､特に注 目されている CSRとい う概念も､このような企業のアカ

ウンタビリティの拡充 とい う議論の中に位置づけることができる｡すなわち､

一般に ｢企業が社会問題 と環境問題を､(従来の財務問題 と同 じように)企業の

責務 として利 害 関係者 とのや り取 りのなかに 自主的 に組 み込む こ と｣(岡

本,2004,22頁)と定義 され る CSRは､｢自主的に｣を ｢法制度を超えて｣ と理

解すると､前述の環境問題に関わるアカウンタビリティと同様に､アカウンタ

ビリティ概念を拡充させ る可能性をもっていることがわかる｡

このように､企業に対するアカウンタビリティ概念は徐々に拡充 されてきた
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が､それに伴って､それを履行する手段である会計技術 も､企業会計や会計監

査 とい う財務的なアカウンタビリティに関わる実践の範囲を超えて､多様な広

が りを見せている｡た とえば､ISO14001の認証取得に伴って環境マネジメン

トシステムの構築が普及 し､また環境会計ガイ ドラインの公表に伴って環境会

計を導入する企業が増大 している｡そ して､そのような環境マネジメン トシス

テムや環境会計に関わる情報を含む､企業の環境経営に関わる情報を記載 した

環境報告書を自主的に作成する企業も増加 している｡現在では､環境問題のみ

ならず社会問題に関する情報を載せた､｢サステナ ビリティ ･レポー ト(持続可

能性報告書)｣や ｢社会 ･環境報告書｣､｢CSR レポー ト｣- と､その内容を発

展させてお り､さらに環境マネジメン トシステムを検証する環境監査や､各種

報告書の信頼性を担保する第三者審査を実施 している企業 もある｡

以上､企業を取 り巻 くアカウンタビリティ概念の拡充 とその実践の広が りを

見てきたが､こうしたアカウンタビリティ概念の拡充は､その対象組織が企業

に留まるものではなく､政府､地方 自治体､非営利組織､学校､病院など､他

の多様な組織にまで及んでいる｡たとえば､山本(2005)は､会計を ｢経済取引

活動を金銭尺度で体系的 ･定量的に認識 ･測定 ･伝達すること｣(2頁)､公会

計を ｢政府(中央政府及び地方政府 ･自治体)及び政府関係機関(公企業､独立行

政法人など)の会計｣(2頁)と定義 し､そのような公会計の目的の 1つ としてア

カウンタビリティの向上を挙げている｡そこでは､公会計が､｢議会による行政

の民主的統制の裏返 しである行政側が議会､国民に対 してアカウンタビリティ

(説明責任)を果たす基盤｣(223頁)と位置づけられ､政府における予算遵守や資

源管理の改善が論 じられている｡

山本(2005)による政府のアカウンタビリティの説明は､公会計つま り経済的

な計算に関わるものであるが､行政学におけるアカウンタビリティ論を見た場

合､そ うした経済計算に関わるアカウンタビリティは､政府のアカウンタビリ

ティの一側面に過ぎないことがわかる｡たとえば､山谷(1997)は､行政学にお

けるアカウンタビリティ概念の発展過程を､次のようにレベル 5からレベル 1

-の 5つの段階に分類 して説明 している｡まず､ レベル 5｢法的アカウンタビ

リティ｣の段階では政府活動の合法性が追及 され､ レベル 4 ｢プロセス ･アカ

ウンタビリティ｣の段階では､政府が施策や事業を実施す るプロセスにおいて
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適切な手段が使用 されたか否かが問われるとい うように､これ ら2つのレベル

では､手続的な統制に関わるアカウンタビリティが求められるとしている｡次

に､ レベル 3｢パフォーマンス ･アカウンタビリティ｣の段階では､コス トの

削減や､インプ ットとアウ トプ ットの比較を通 じて､政府活動の経済性や効率

性が求められ､さらに レベル 4｢プログラム ･アカウンタビリティ｣の段階で

は､政策の具体的な手段 としてのプログラムやプロジェク トの目標がどの桂度

達成 されたか とい う､政府活動の有効性までもが要求 され ることになる｡そ し

て最後に､ レベル 5｢政策に対するアカウンタビリティ｣ として､政策の選択

に対する責任や､政治的合理性の追求といった内容のアカウンタビリティが理

念的に提示 されている(71頁､188･189頁)｡ このような説明からすれば､行政

学においてもアカウンタビリティ概念の内容が拡充 している傾向を見て取るこ

とができ､山谷(1997)は､こうした状況を ｢有効性や業績を追求できる手法の

導入に促 されて､アカ ウンタビリティもまた概念の内容 を拡大 しは じめた｣

(188)と指摘 している｡

また､アカウンタビリティ概念の拡充論は､中央政府に限 らず､地方 自治体

のレベルでも議論 されている｡たとえば､隅田(2001)は､中央集権型か ら地方

分権型-の行政システムの移行に伴って､地方 自治体に対するアカウンタビリ

ティを次のように拡充する必要があると主張 している｡すなわち､予算や法令

等を遵守 し､予算 どお りに歳入を確保 し､また歳出予算に準拠 して資源が利用

されたことを公表す るだけでなく､｢住民等か ら徴収 した資源 をどのよ うに管

理 ･運用 したか､そのてん末を住民に対 して詳細に説明 しなければならない｣

(4 頁)｡そ して､その具体的実践 として､現金収支の事実のみを記入する非組

織的な単式簿記法から複式簿記法-､会計処理基準を現金主義から発生主義-

と変更する必要があると指摘 している｡

このような政府のアカウンタビリティ概念は､主 として ｢主人たる国民の命

に従って政府活動が実施 されていることを説明(account)できるとい うこと｣

(山谷,1997,187頁)､つま り主権者である国民に対 していかに行政を行っている

かを説明する責任 とい う意味で用いられているが､こうした意味でのアカウン

タビリティ概念は､政府の情報公開法の基本理念にもなっている｡たとえば､

1994年 12月に発足 した行政改革委員会は､行政のアカウンタビリティについ
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ての検討を開始 し､それが後の情報公開法の成立- とつながることになった(田

中,1998)0

同委員会は､1998年 12月 16日､内閣総理大臣に ｢情報公開法制の確立に

関する意見｣を提出 し､その中で､｢情報公開法要綱案｣および ｢情報公開法要

綱案の考え方｣を示 している｡同 ｢要綱案｣によれば､｢この法律は､国民の理

念にのっとり､行政文書の開示を請求する国民の権利につき定めることにより､

行政運営の公開性の向上を図 り､もって政府の諸活動を国民に説明する責務が

全 うされるよ うにするとともに､国民による行政の監視 ･参加の充実に資する

ことを目的 とする｣(行政改革委員会 OB会,1998,200頁)ものであ り､また同｢考

え方｣は､｢民主主義の健全な発展のためには､国政を信託 した主権者である国

民に対 し､政府がその諸活動を具体的に明 らかに し､説明する責務(説明責任)

を全 うする制度を整備することが必要である｡ このような制度を整備すること

によって､国政の遂行状況に対する国民の的確な認識 と評価が可能 とな り､国

政に関する国民の責任ある意思形成が促進 されることが期待できる｣(209頁)

と､その趣 旨を説明 している｡同 ｢要綱案｣は､その後 1999年 5月 7日に情

報公開法(｢行政機関の保有する情報の公開に関する法律｣)として成立 したが､

その中にも ｢説明責任｣(アカウンタビリティ)とい う考え方は受け継がれてい

る｡

次に､非営利組織のアカウンタビリティについては､近年､従来の行政主導

型社会から､市民の自律性をより尊重する市民主導型の社会- と転換 しつつあ

る中で､ボランティア団体など営利追求を主 目的 としない非営利組織の活動が

注 目されてお り､それ らの組織に対 して､会計を中心 とした情報開示の拡充が

求められるよ うになってきた｡たとえば､1998年 3月に､民法第 34条の特別

法 として成立 した ｢特定非営利活動促進法｣(NPO法)は､財務諸表を中心 とす

る情報公開を義務付けているが､これは､NPO法人の活動の透明性 を高めるこ

とによって市民による監視を促進することを主眼 としている｡また､2004年

10月には､総務省により公益法人会計基準が改正 され､そこでは､財務情報の

透明化や､資金提供者に対する受託責任の明確化､自律的な運営の尊重 といっ

た考え方が提示 されている｡ さらに､2000年には､厚生省(厚生労働省)を中心

に､減価償却など企業会計的な思考を取 り込んだ社会福祉法人会計基準が制定
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されている｡

こうした状況に対 して､杉山 ･鈴木(2002)は ｢非営利組織体の会計における

『会計責任』(アカ ウンタビリティ)の概念の不在ない し不明瞭 さのために､そ

の活動に関する情報開示が十分に行われていない場合が一部にみ られる｡その

ため､その財務内容について社会的疑義が生 じる場合や､その活動そのものに

不信感を抱か される場合が生 じている｣(序文)と指摘 しているが､そ うした指

摘から､アカウンタビリティ概念の適用範囲の拡大傾向を見てとることができ

るだろう｡

さらに､アカウンタビリティ概念は､学校運営 との関連でも論 じられている｡

たとえば､雑誌 『学校運営研究』では､2000年に ｢学校の説明責任一誰が何を

問われるか｣が特集 された り､『教育委員会月報』では､2002年に ｢学校の説

明責任(アカウンタビリティ)｣が特集 されている｡そこでは､家庭や地域住民

に対する学校のアカウンタビリティとい う関係の中で､開かれた学校運営が追

求され(小島,2000)､その具体的な実践 として､｢学校評議員制度｣､｢自己評価

の実施 と結果の公表｣､｢積極的な情報提供｣などが提案 されている(初等中等教

育企画課,2002)0

最後に､医療のアカウンタビリティについては､最近の医療過誤や医療事故

といった問題 との関わ りで論 じられている｡たとえば､堀 ･印南(2001)によれ

ば､これ らの問題は一過性の現象ではなく､看護婦等のスタッフ不足､医療の

高度化 ･複雑化､医療教育等の問題を背景 とする､医療システムの構造上の問

題であ り､こうした医療全体-の不信感を払拭するためには､医療の質の向上

のみならず､アカ ウンタビリティを確保する必要があると主張 している(33頁)0

以上､アカウンタビリティ社会 とい う現象を見てきたが､近年､企業をは じ

め､政府､地方 自治体､非営利組織､学校､病院など多様な組織に対 してアカ

ウンタビリティが求められるようになってきていることがわかる｡では､この

アカウンタビリティとは､どのような概念なのであろ うか｡次節では､アカウ

ンタビリティとい う概念そのものに注 目し､特に会計技術 との関わ りの中で､

その内容を詳細に検討する｡
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第 3節 アカウンタビリティ概念と会計専門知鼓

会計の本質はアカ ウンタビリティであると言われてきた｡た とえば､井尻

(1976)は､｢会計の本質が会計責任(アカウンタビリティ)に由来するものである

とい う考え方にもとづいて｣(p.i)会計測定論 を展開 している｡その井尻(1976)

によれば､アカウンタビリティとは､それを履行する義務を負 う者(履行者)と､

その履行によって利益を享受する権利をもつ者(受益者)との､相対する関係か

ら生 じるものである｡そ して､そのように権利義務関係が発生する根拠 として

は､法律や契約や内規､さらに慣習や道義などいろいろなものが考えられ､そ

れ らに応 じてさまざまなアカウンタビリティが生 じることになる｡たとえば､

企業は､その株主や債権者､従業員､顧客､政府､一般大衆等に対 していろい

ろな理由でアカウンタビリティを負 うことにな り､また企業内部では､係長は

課長に､課長は部長に､部長は重役にとい う形でアカウンタビリティを負 うも

のと考えられ る｡ このようなアカウンタビリティ関係が成立 している場合､通

常､履行者には､その行為や行為から生 じる結果について受益者に対 して釈明

する(accountfor)ことが求められ､ここに履行者の行為や結果を詳細に記録す

る仕組み として会計技術が登場する(pp.i･ii)0

アカウンタビリティ概念をこのように理解すれば､その対象は企業だけに限

らず､たとえば､政府 と国民､地方 自治体 と住民､非営利組織 と寄付者､学校

と生徒､病院 と患者等の間に､何 らかの根拠に基づいてアカウンタビリティが

発生すると理論上想定 される｡そこでは､履行者によってアカウンタビリティ

を満たすための行為が行われ､それが会計技術によって記録 され､受益者に対

して釈明され る｡すなわち､履行者に対 してアカウンタビリティを要求するこ

とは､彼にアカウンタビリティを満たすような行為を行わせ ることであ り､そ

こでは会計技術はその結果を記録 し報告するための手段 として存在する｡

こうした観点か ら､アカウンタビリティ社会を眺めれば､企業の財務的アカ

ウンタビリティや環境アカウンタビリティ､政府のアカウンタビリティ､地方

自治体のアカウンタビリティ､学校のアカウンタビリティを要求することは､

それぞれの組織に対 して､アカウンタビリティを満たす ような行為を行わせる

ことであ り､そ うした行為の結果の報告を通 じて各組織が釈明を行えば､そこ
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には､透明で､より開かれた社会が想定されるだろ う｡ しか し､ここで､アカ

ウンタビリティを満たす ような履行者の行為 とは､どのようなものなのであろ

か｡たとえば､効率的な経営を企業に求める場合､そこでは､本来､釈明する

ための手段であるはずの会計技術が､決定的な役割を果た していることに気が

つくだろう｡つま り､そ うした会計技術な しには､効率的な経営を知覚するこ

とはできないのである｡

アカウンタビリティと会計技術の関係についてのこのような理解は､あらか

じめ履行すべき行為が決まってお り､会計技術はその行為の結果を記録 し報告

する仕組みに過ぎない とする､これまでの考え方 と大きく異なっている｡ これ

は､アカウンタビリティ社会に潜む構造的な問題を理解する上で非常に重要な

違いであ り､以下では､ この違 いを明確 に区別 してい る M.パ ワーの議論

(Power,1991)に従いながら､会計技術によって行為が規定 される関係について

考えてみよう｡

アカウンタビリティと会計技術の関係を具体的に論 じているパワーの 1991

年の論文(Power,1991)は､企業に求められるアカウンタビリティが､環境アカ

ウンタビリティ､社会的アカウンタビリティ- と拡充する中で､環境会計や環

境監査などの会計技術が潜在的に有 している問題性を明 らかにしている｡そこ

では､プ リンシパル(受益者)とエージェン ト(履行者)の関係を中心に､既存の一

般的なアカウンタビリティモデル と､パワー独 自のアカウンタビリティモデル

が対比的に説明されてお り､会計技術によってアカウンタビリティが規定され

るような関係､つま り会計専門知識による積極的な役割が描き出されている｡

こうしたパ ワーの議論は､環境会計や環境監査が念頭に置かれているが､その

インプ リケーションは､広 く会計技術に適用できるものであることをあらか じ

め指摘 しておきたい｡それでは､それぞれのモデルを詳細に説明 し､その議論

の特徴を明らかにしよう｡

パワーはまず､図 1のような一般的なアカウンタビリティのモデルを提示 し､

それぞれの構成要素間の説明をしている｡図 1におけるAとBの関係は､プ リ

ンシパル とエージェン トの間で提携 される何 らかの契約関係､つま りアカウン

タビリティ関係を示 している｡次に Cでは､そのアカウンタビリティを履行す

るためにエージェン トが取るべき行為の性質が示 されている｡そ して D では､
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プ リンシパルに対 して提供 される､エージェン トの行為に関する情報の性質が

示 されている｡パ ワーは､このように､それぞれの構成要素を ｢A･B･C･D

とラベル化す ることによって､図 1では､プ リンシパル-エージェン ト構造に

おける優先順位が示 されることになる｡たとえば､Dにおける情報フローは､

モデルにおける他の要素に対 して寄生的なものに過ぎなくなる｡ したがって､

会計および監査は､暗黙的に､派生的で中立的な活動 として表現 されることに

なる｣(pp.32･33)と指摘 して､図 1のような一般的なアカウンタビリティモデ

ルでは､会計や監査の中立性が前提 とされることを示 しているのである｡

図1一般的なアカウンタビリティモデル

｢
B

アカウンタビリティ

Aプリンシパル

｣ ;

エージェント

｢
D

会計/監査

｣

【出所】 Power,1991.p.32

このモデルは､上で見た井尻(1976)の説明と重ねて理解することができ､プ

リンシパル とェ-ジェン トの間でアカウンタビリティ関係が成立すれば､あら

か じめ履行すべき行為が決まることにな り､そこでは､単に会計技術がその行

為の結果を記録 し報告する情報システムに過ぎないと理解 される｡ しか し､上

でも説明 したように､あらか じめ決められたェ-ジェン トが履行すべき行為 と

は､どのような行為なのであろ うか｡それは､それを記録 し報告する仕組みと

独立に理解することができるのであろうか｡効率的な経営が､何 らかの会計技

術の中に知覚 されるものであるとすれば､Dにおける会計や監査は､アカウン

タビリティ関係において派生的で中立的なものではなく､む しろ､より積極的

な役割を果た しているのではないだろうか｡

そこでパワーは､こうした暗黙的な中立性を崩すために､環境アカウンタビ
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リティを中心に､図 2のような独 自のモデルを提示する｡つま り､図 1では一

方向であった矢印が双方向とな り､それぞれの構成要素が相互に規定される関

係を示 しているのである｡以下では､図 2を中心にパワーが提示するアカウン

タビリティモデルの意味を見ていこう｡

図2 パワーのアカウンタビリティモデル

/-

A

社会/ 自然

B D
社会的アカウンタビリティ 環境会計/環境監査
｣ :I社 ｣

環境関連行為

【出所】 Power,1991,p33

パ ワーは､まず Aでは､プ リンシパル としての ｢社会 とは誰あるいは何なの

か｣(p.34)とい う根本的な疑問を示 し､｢私たちは､まさに 『プ リンシパル』そ

のもののアイデンティティに悩まされるだろう｣(p.34)と指摘する｡つまり､

これまで所与 とされてきたプ リンシパルのアイデンティティが､環境アカウン

タビリティを想定する場合には､それが政治的 ･社会的な議論を要する概念で

あることが示 されているのである｡

次に Bでは､｢エージェン トをプ リンシパル と結びつけ､それによってアカ

ウンタビリティ関係を生み出す 『社会的テクノロジー』が問題 となる｣(p.34)0

ここで､社会的テクノロジー とは､社会的 ･政治的取 り決めに関わる契約 とし

て特徴づけられてお り､このような社会的アカウンタビリティを構築する基礎

となる契約は､個々人の権利義務に関わる価値観に依存することになると指摘

される｡

また､Cにおける環境関連行為について､パワーは､｢A と Bが定まったと

しても､まだ問題が残る｣(p.35)として､次のような問題 を列挙する｡｢想定さ

れたアカウンタビリティ関係に適合するようなェ-ジェン トの行為の性質 とは

何か｡環境的に重要な企業のパフォーマンスとは何か｡またどのような形態の

18



専門知識によってその重要性の判断が示 されるのか｣(p.35)｡つま り､｢ある企

業活動の環境-の影響を知覚するための技術的可能性は､かな り選択的で偏向

的な問題であ り､環境 リスクの表現は､決 して価値 フ リーな問題ではない｣

(p.35)のである｡そ して､パ ワーは､この選択性 こそが､D における情報シス

テムの認知構造によって規定される関係を示そ うとしているのである0

そ して､その Dはプ リンシパル-の情報フローの性質 と信頼性に関わる点で

あり､Bで特定化 されたアカウンタビリティ関係を履行する点である｡そこで

は､まさに環境会計や環境監査 といった会計技術が問題 となる｡ しか し､図 2

の Dにおいてパワーが想定する会計および監査は､図 1で示 されていたような

派生的で中立的なものではなく､｢選択的な可視性を示す ことによって､アカウ

ンタビリティ関係 を構築する可能性を秘めている｣(p.39)ものとして理解 され

る｡パワーによれば､｢図 2の D点は､環境アカウンタビリティの全体構造に

おける鍵 とな り､私たちは､決定的に重要なコミュニケーションプロセスを専

門知識の狭い体系に委譲す ることになる｣(p.38･39)と指摘する｡ このように､

パワーが提示するアカウンタビリティモデルの意義は､まさにこの Dにおける

専門知識による､アカウンタビリティ関係の規定性にあることがわかるだろう｡

そ して､こうした観点からアカウンタビリティ概念を分析するためには､｢専門

知識 とい う特定のチャネルによる植民地化の可能性をより深 く考察する必要が

ある｣(p.37)と言えるだろ う｡つま り､そこには､単にエージェン トの行為を

記録 し報告するだけの､中立的な会計技術が示 されているのではなく､どのよ

うな行為を行えばアカウンタビリティが履行 されるのかを選択的に規定する､

会計専門知識の積極的な役割が示 されているのである｡

パワーによるこのような議論の土台には､会計に対する､反実在性や構築主

義 とい う哲学的 ･社会学的前提がある｡ これは､実在性 とい う哲学的前提に対

峠する考え方であるが､パワーによれば､これまでの会計研究は､暗黙的に実

在性 とい う哲学的前提を土台としていた｡では､この反実在性 とはいかなる考

え方で､いかに会計に適用 されるのであろうか｡また､反実在思考を前提 とし

たアカウンタビリティ社会 とは､どのように描かれるのであろ うか｡
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第 4節 おわ りに

専門知識によってアカ ウンタビリティ概念が規定され るとい う関係は､アカ

ウンタビリティ概念に本質がなく､これまで結局会計専門知識の変遷 とともに､

その意味が変遷 してきたことから導 くことができる｡ しか し､既存の会計研究

は､主として会計の本質をアカウンタビリティに求める､言い換えればアカウ

ンタビリティによって会計技術が規定されるとい う側面に注 目が置かれていた｡

たとえば､アカウンタビリティ関係における利害調整を考えれば､そこではそ

うした利害調整関係が会計技術の中に反映されてきた｡ これは､機能や 目的が

会計技術そのものを規定する関係を意味 しているが､専門知識によってアカウ

ンタビリティが規定され るとい う視点からは､そのような捉え方はなされてい

ない｡む しろ､そ うした専門知識の中にこそ､機能や 目的が構築 される関係が

強調 されるのである｡ したがって､アカウンタビリティ社会をこうした観点か

ら見るならば､会計専門知識そのものを分析する必要があろ う｡そ して､その

際に重要な視点は､反実在思考 とい う哲学的 ･社会学的前提である｡

本章では､アカウンタビリティ社会の具体的な現象 と､アカウンタビリティ

概念 と会計専門知識の関係 を詳細に見てきた｡アカウンタビリティ社会 とは､

財務的アカウンタビリティから環境アカウンタビリティ､社会的アカウンタビ

リティ- と､企業に求められるアカウンタビリティの内容が拡充する傾向のみ

ならず､アカウンタビリティを求められる組織が､政府､地方 自治体､非営利

組織､学校､病院- と拡大 している傾向を言い表 したものである｡そこでは､

それぞれの具体的な実践においては差があるものの､さまざまな組織がますま

すアカウンタビリティを満たすような行為を求められている｡そ して､そのよ

うなアカウンタビリティを満たす手段 として情報が開示 され､理想的には､多

様なステイクホルダー とのコミュニケーションが実現できるような､透明で開

放的な組織活動が志向されていることがわかる｡

しか し､そのように して拡充 しつつあるアカウンタビリティ概念を詳細に見

てみると､情報を開示するプロセス､すなわち履行者の行為を記録 し報告する

とい うプロセスに､多 くのことが依存 していることが示 されていた｡つま り､

情報システムによる選択的な認知構造の問題である｡そこでは､派生的で中立
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的な存在 として見 られてきた会計技術が､選択的に可視性 を創造することによ

って､アカウンタビリティ関係を規定するとい う､会計専門知識そのものの問

題性が指摘 されていた｡アカウンタビリティ社会が進展する現在､これはどの

ようなことを意味 しているのであろうか｡

こうした問題に取 り組むために､以下の章では､会計専門知識を分析視角 と

して確立する､言い換えれば､会計専門知識を､アカウンタビリティ社会を分

析するための視点 とすることを試みている｡そ してそれは､反実在思考 とい う

哲学的 ･社会学的前提(第 2章)､専門知識を分析するための枠組み(第 3章)､

社会を分析するための枠組み(第 4章)とい う､3つの段階を経て達成 されるこ

とになる｡

そこで､次の第 2章では､反実在思考がいかなるものであるのかを示すため

に､これまでの会計研究がいかに実在思考に囚われていたかを対比的に説明 し

ている｡そこでは､科学の実在思考を批判 している科学論の議論を参考にしな

がら､科学を志向 して来た既存の会計研究が､いかに実在思考を前提 としてい

たのかを示す ことによって､反実在思考に基づく会計研究の可能性を提示 して

いる｡科学論 とは､科学そのものを研究の対象 とする学問分野であるが､そこ

では､実在思考 とい う哲学的前提に基づいて蓄積 されてきた科学的知識に対 し

て､反実在思考 とい う新たな見方を提示 した分野であ り､ここではその方法を

会計研究方法-援用することを試みている｡ したがって､まずは､既存の会計

研究が､いかに科学性を追求 してきたかを見ることによって､批判対象 として

の実在的思考の根源を明 らかにする1｡

1他方､会計を ｢科学｣ではなく ｢判断｣と見て､法学的に検討 している研究伝

統もある｡その一端 として商法会計があり､会計の利害調整機能 とは､この点

に重点を置いた機能観である｡第 2章では､既存の会計研究の限界を提示する

方法として会計の ｢科学性｣に焦点を置いたため､｢法的判断｣の側面を直接的

に取 り上げることはしていない｡｢法的判断｣の側面から既存の会計研究の限界

を提示するのであれば､｢法社会学｣を参照するのが有益であろう(本論文では､

第 4章において､広 く社会を分析する枠組み として提示 している)｡しか し､専

門知研究の地平からすれば､両アプローチの類似性を認識することができる｡

つまり､科学は ｢真実｣､法は ｢公正｣とい う､両アプローチともその中心に絶

対的な規範 ･価値観を備えてお り､その回 りに体系化 された知識システムなの

である｡ したがって､両者は ｢客観的な事実｣や ｢客観的な正義｣ とい う客観

性をその前提 としている｡両アプローチから会計研究が可能であることは､た
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とえば ｢真実かつ公正な概観｣ とい う会計専門用語に端的に現われているだろ

う｡ここで､法も ｢真実｣を扱 うのではないかと考える向きもあるかも知れな

いが､たとえば､民事訴訟法上の ｢相対的真実性｣を思い出されたい｡法はあ

くまでも ｢公正｣な判断にその中心的な価値を置いているのである｡なお､既
存の会計研究の限界を､｢法｣ではなく ｢科学｣によって提示すること試みた理

由は､実証理論が ｢法的判断｣ではなく科学性を志向していること､また､｢形

式より実質を優先｣する､最近の会計思考を考慮 してのことである｡
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第 2章 会計の反実在性一科学論の応用的見地か ら-

第 1節 は じめに

社会科学の一分野である会計を､改めて科学 との関係で何かを論 じようとす

る場合､そこにはいかにして会計は科学にな りうるのか､科学的な会計 とはい

かなるものか といった､およそ ｢科学的｣であることを善 とする傾向が強くな

ることは容易に想像 される｡ もちろんそこでは､社会科学 と自然科学の区別を

もう少 し詳細に吟味 し､さらに科学 とはいかなる実践であるのかを厳密に定義

することに多 くのことが依存するであろうが､学問としての会計学が成立 して

いる限 り､科学-の憧れは簡単に否定できるものではないようである｡そのよ

うな傾向は､た とえば､｢我が国の企業会計原則は--我が国国民経済の民主的

で健全な発達のための科学的基礎を与えようとするものである｣ とい う､企業

会計原則の冒頭の表現に端的に現われている｡

こうした科学概念の背景には､それが何 らかの概念や理論の正統性 を確保す

るための基準 としての役割を果た してきたとい う意味がある｡たとえば､ある

理論-の同意や批判を行 う場合にどのような基準があるのか､またどのような

研究方法を採用すればよいかとい う関心に基づいて何 らかの基準を探求 し､知

識を望ましいものとそ うでないものとに区別 しようとする試みは､すでに多く

の研究をもた らしている｡その際､ しばしば科学や科学的知識 と､それに対峠

する概念 としての非科学や形而上学 といった表現が用いられ､このような区別

に関する問題 を扱 う分野を科学哲学 とい う｡冨塚(1997)は､このような科学哲

学 とい うアプローチか ら会計研究のあり方を見た場合､そこには､次のような

測定理論に関わるものと､実証理論に関わるものの 2つがあることを示 してい

る(6･8頁)0

測定理論の科学性については､たとえば R.スター リングが､会計が伝統的に

は主観的な判断や慣習に依存する技術 と考えられてきたことに不満を抱き､よ

り科学的な会計を達成するにはどうすればよいのかとい う問題に取 り組んでき

た｡たとえば､現在､定率法や定額法などいくつかの減価償却方法が譜められ

ているが､体重を量る際にいくつかの代替的方法が認められ るとすれば､それ
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ぞれの方法ごとに異なる体重が測定 され､ しかもどの数値が最適であるのかに

ついて決定す ることができなくなると指摘する(Sterling,1979,pp.29･30;スタ

ー リング,1995,43･46頁)｡また原油の販売会社の例を用いて､払い出 した原油

及び在庫の量(これは気温によって変動する)を決めるにあたってどのような方

法を採用 したらよいかについて､物理学専門家 と会計専門家にそれぞれアンケ

ー ト調査を行い､物理学専門家が直接原油の量を物理的に測定する方法を考え

るのに対 して､会計専門家は棚卸評価法(移動平均法や先入先出法など)を選択

する傾向があることを指摘 し､彼は会計の方法がいかに慣習や約束に依存 して

いるかを示唆 している｡要するに､唆味な費用配分の原則 を中心的原理 として

いる取得原価主義会計では､会計方法の選択にあた り主観的判断や慣習に依存

することにな り､結局会計は技術あるいは ｢社会科学｣のままで､物理学のよ

うな客観性の高い科学 とはな りえないと主張するのである(Sterling,1988)0

また､代替的な会計方法の存在をむ しろ所与のことと受け止めた上で､企業

がそれを選択適用する際の影響要因を実証的に分析 しようとするアプローチも

あり､R.L.ワッツ=J.L.ジマ-マンはこれを｢実証理論 としての会計学｣(Positive

AccountingTheory)と呼んでいる｡ ここでは､従来の伝統的な会計学が非科学

的とされ､実証理論 としての会計学こそが科学的なものであるとされてお り､

この点で会計研究のあ り方について新たな方向が提示 されている(Wattsand

Zimmerman,1986)｡このように､これまでも会計 と科学は何 らかの形で関係 さ

せながら捉えられてきた｡そこでは､会計はより科学的であることを志向 して

きたことが示 されている｡

本章では､アカウンタビリティ社会の分析視角を確立するための前提 として､

反実在思考 とい う考え方を説明 している｡まず､第 2節では測定理論の科学性

について､続 く第 3節では実証理論の科学性について説明 し､そのような科学

性を介在 させながら､既存の会計研究がいかに実在思考に囚われてきたのかを

明らかにしている｡そ して､第 4節では､科学論を参考に しなが ら､そ うした

科学性を批判する形で反実在思考を紹介 し､最後の第 5節では､反実在思考に

基づ く会計研究がどのよ うなものであるのかについて概観 している｡ これ らを

通 じて､アカウンタビリティ社会を分析するための､反実在思考 とい う哲学的 ･

社会学的前提が明らかになる｡
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第 2節 測定理論の科学性

測定理論の科学性 について考えるには､まず会計測定 とは何かを明 らかに し

てお く必要があるだろ う｡会計測定とは､井尻(1979)によれば､｢会計を測定関

数､M(R)=N とい う形で概念的に把握する-つま り実体 R(Reality)を投入する

と数詞 N(Numerals)が出て くる機械のよ うな測定関数 M(Measurement)とし

て会計を考えよ うとす る｣(3頁)ことである｡ これは､現実世界における実体

に数を割 り当てることを意味 している｡ したがって､会計は､何 らかの実体を

数 とい う写体- と写像す るシステムとして理解 され ることになる｡

こうしたプロセスを図式化す るならば､会計測定のプロセスは､画 一画 一囚

とい う流れ として解釈す ることができる｡ ここで､物 とは一般に経済財が意味

され､これが数詞 とい う情報に置き換えられて､それが意思決定者に伝達 され

る(15頁)0

このように一般的な会計測定システムについての理解 を述べた後で､ さらに

｢この物か ら数-､数か ら人- とい う会計測定のプロセスは､いかにも当然の

ように見えるが､しか し別の考え方 として会計測定のプロセスを､E]一国 -E]

とい う流れ として解釈す るや り方 もある｣(15･16頁)と続 ける｡つま り､会計

測定の測定対象を､経済財 としての物か ら､人の業績にまで拡張 しているので

ある｡すなわち ｢業績評価 における測定で､測定の直接の対象 となるのは経済

財など人か らき りはな された事象のように見えるが､測定の 目的 とす るところ

は､そ うい う事象を起 こしたことについて責任のある人の成果を表現すること

にある｣(17頁)として､会計測定を会計責任(アカ ウンタビリティ)の考え方に

結びつけているのである｡

ここで､測定対象 としての囚 を､企業などの経営主体 として具体化 し､また

園 の受け取 り手 としての囚 を､株主や与信者や政府機関や一般大衆な どの外部

利害関係者､あるいは組織内部の上位部門や下位部門 として具体化すれば､｢経

営主体(会計責任の履行者 accountor)と業績測定値 を受け取るグループ(会計責

任の受益者 accountee)の関係は､つねに協力的なものであるとはかざらない｡

事実､会計責任の履行者の利害 とその受益者のそれ とがまったく一致 している
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などとい う状況はむ しろまれなのである｣(井尻,1976,53頁)0

こうした利害の対立を考えると､｢業績測定は､あいまいさのない､悉意性の

入 りこむ余地のないものでなければならない｣(54頁)として､井尻(1976)は､

測定値をめぐる議論の余地を少なくするために､次の 3つの条件が必要である

とする(54･55頁)0

1.測定過程が検証可能な事実から出発 しなければならない とい うこと｡

2.事実を数字に変換する際に適用 される測定規則の うちどれが正当なもので

どれがそ うでないかを､関係者が明確に区別できるように､測定過程を厳格

に規定 しなければならない｡

3.測定規則の うち特定の事実を数量化するのに用いてよい規則の数は限定的

でなければならない｡

そ して､こうした条件を満たすものとして､井尻(1976)は､測定値の ｢硬度｣

(hardness)とい う概念を提唱 している｡ここで ｢硬度｣の高い測定値 とは ｢人々

がその数字に異論をとなえるのがむずか しいように厳格につ くられた測定値｣

(54頁)であ り､それは､｢特定の状況においては､ どの事実にどの測定規則を

あてはめて､どうい う数値をつ くり出すべきかが､明確かつ一意的に､ しかも

あとで検証可能なように規定されている｣(55頁)ものである｡

それでは､ここで言 う ｢硬度｣とは､｢客観性｣とどのように異なるのであろ

うか｡井尻(1976)によれば､｢客観性｣とは ｢一般に､人の知覚に左右 されない

外的実在を意味するものと理解 されている｡ しか し､この定義は会計測定にか

んするかぎり､誤解を生みやすい｡外的実体の存在そのものが必ず しも自明で

あるとはいえないけれ ども､少なくとも当面の議論のために､われわれの思考

の外にそのような実体があるとい うことを仮定 してみる｡ しか し､それではい

ったい､客観的な利益金額 とは何を意味するのであろ うか｡それは､外的実体

の中にひそんでいる数字で､会計人によって発見されるのを待っているもので

あろうか｡ このように外的実体の観点から客観性を定義 しようとすると､いろ

いろの問題や矛盾が生 じてくる｡｣(56頁)と説明 した上で､｢む しろ客観性 とい

うものは､当該対象物を知覚する人々の間の意見の合致(consensus)として定義
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したほうが､はるかに実務的になるとおもわれる｣(56頁)と主張する｡

そ して､｢この意味で測定の客観度は､分散､標準偏差､あるいは分散係数(標

準偏差を平均値で除 したもの)など､ちらぼ りの度合いにかんするなんらかの統

計的係数によって表現できるであろう｡--･もし､その測定が完全に客観的で

あれば､そのちらぼ りはゼ ロとな り､すべての測定者が同 じ数字をつ くり出す

ことになる｡測定が客観的でなくなればなくなるほど､ちらぼ りの程度は大き

くなる｡｣(56･57頁)

井尻(1976)は ｢客観性｣をこのように定義 し､｢硬度｣との違いを､そのちら

ぼりの度合いを測定する測定者 自身の中立性の有無に求めている｡つま り､｢客

観性は､測定の結果について利益的に中立な会計人の間にある高度の合意 とし

て解釈できる｣のに対 して､｢測定の硬度は､そ うい う中立的状況を前提 として

いないのである｣(57頁)0

このように､井尻(1976)は､測定値の ｢客観性｣や ｢硬度｣を統計的分散の

観点から定義 している｡ここで､｢客観性｣と ｢硬度｣の どちらが優れているか

についての議論には触れないにしても､少なくともちらぼ りの程度､すなわち

このちらぼ りを究極的には無視することによって特定の測定値に収束するとい

う観点から ｢客観性｣や ｢硬度｣を定義することは､実在主義者の直観をひそ

かに前提にしていると言えるだろう｡現に､｢硬い｣測定値を生み出すような｢競

争的状況における測定の結果は､中立的状況における結果 よりも実体を明らか

にすることが多い｣(61頁)とい う主張に､そ うした思考が現われていると考え

られる2｡

このように､測定理論 とは､測定対象 としての実体に数を割 り当てる､言い

2 ここで､井尻(1976)自身は､｢外的実体の存在そのものが必ず しも自明である

とはいえない｣(56頁)と記 しているように､測定対象である外的実体の存在に

関 しては極めて慎重であるとい うことを注記 してお く必要があろう｡事実､井

尻(1979)は､言語学者セイ ピア-の ｢実世界 とい うものはその大部分が､人間

集団の言語慣習に基づいて無意識的につくり上げられたものなのである｣
(14･15頁)とい う引用を踏んで､｢われわれが考えているビジネスの実体 とか実

社会 とい うものも､実は会計測定をもとに無意識の うちにきづきあげてきたも

のであるといっても過言ではないのである｣(14･15頁)と､反実在思考を前提

とした言及をしている｡本論文は､こうした思考を前提に ｢硬い｣測定値を作

り上げることを目指すのではなく､む しろそのようにして作 り上げられた ｢硬

い｣即定値がもたらす弊害を明 らかにしようとしている｡
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換えれば､実体を数詞に写像するプロセスと理解 されるため､必然的に､その

客観性や硬度が問題 となってくる｡つまり､その写像は､実体をどれほど忠実

に写 し取っているのかが問われることになる｡そ して､このような考え方が最

も如実に現れているのが､アメリカ財務会計基準審議会(FinancialAccounting

StandardsBoard:FASB)の ｢財務会計諸概念に関するステイ トメン ト第 2号｣

(StatementofFinancialAccountingConceptsNo.2:SFACNo.2)において提

唱されている､会計情報が備えるべき質的特性 としての ｢表現の忠実性｣であ

る｡また､この特性を中心に､科学 としての会計を進めてきた中心的な研究者

が､先に紹介 したスター リングである3｡

周知のとお りFASBは､会計情報を有用なものとする特性を ｢会計情報の質

的特徴｣(SFAC No.2)において検討 し､コス ト･ベネフィッ トとい う一般的な

制約条件を前提 としながら､その基本的特性 として ｢目的適合性｣と ｢信頼性｣

の 2つを掲げている｡｢目的適合性｣とは ｢情報利用者に過去､現在および将

来の事象もしくは成果の予測または事前の期待値の確認 もしくは訂正を行わせ

ることによって情報利用者の意思決定に影響を及ぼす情報の能力｣と定義 され､

その構成要素 として ｢予測価値｣｢フィー ドバ ック価値｣｢適時性｣が挙げられ

3 ここで､井尻(1976)の測定理論が会計責任を基本 目的 としたものであったの

に対 し､概念フレームワークやスター リングの主張は意思決定有用性を基本 目

的とした測定理論であると区別することができる｡ したがって､井尻(1979)に

倣って図示すれば､そこには､囚 (履行者)一画-囚 (受益者)とい うプロセスと､

画一画一囚 (意思決定者)とい うプロセスの違いがあると見ることができるO し
かし､この区別はあくまでも立論の便宜に設けられたものであって､両者は背

反的な関係にある概念ではない｡む しろ､園部(1999)が ｢意思決定有用性理論

は､アカウンタビリティ関係(報告を行 う義務 と報告を受ける権利)がある程度

確立された段階では じめて問題になるものであり､アカウンタビリティ関係を

前提 としなければ意思決定有用性の議論を有効に展開することはできない｣

(140頁)と指摘 しているように､意思決定有用性概念は､会計責任概念に包含

されている時にこそ意味を持つ基本 目的になるものと思われる｡現に､井尻

(1976)も ｢企業から会計情報の受取 り手に至る情報の流れについても､その根

底には会計責任があると考えなければならない｡ある情報が誰かにとって有用

であるとい う理由だけで､その公表を企業に強制すべきではない｡受取 り手の

『知る権利』を吟味 しなければならないからである｣ と述べ､意思決定有用性

概念の根底にも会計責任概念を据えるべき旨の主張をしている｡要するに､こ

こで重要なことは､意思決定有用性を基本 目的とする際にすでにその前提 とさ

れている意思決定の中身であ り､｢知る権利｣の ｢知る｣ あるいは ｢知 りうる｣

とい うことの意味を深 く観察 しなければならない｡
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ている｡また ｢信頼性｣ とは ｢情報には､ほとんど誤謬や偏向が存在 していな

いこと､また表現 しようとするものを忠実に表現 していることを保証する情報

の特性｣ と定義 され､その構成要素 として ｢表現の忠実性｣｢検証可能性｣｢中

立性｣が挙げられている(SFACNo.2)｡ ここで､これ らの特性 を詳細に検討す

ることは本論文の意図ではないために行わないが､｢測定理論の科学性｣とい う

観点から､以下では､特に ｢信頼性｣を支える ｢表現の忠実性｣ とい う特性を

中心に､その基礎にある哲学的前提について詳細に検討す る｡

SFACN0.2によれば､｢表現の忠実性｣ とは ｢ある測定値または記述 と､そ

れ らが表現 しようとす る現象 とが対応または一致すること｣である｡そ して ｢会

計においては､表現 されるべき現象は､経済的資源および債務ならびにそれ ら

を変動 させる取引および事象である｣としている｡ しか しなが ら､会計におい

て測定値や記述が､それ らが表現 しようとする現象 と､本当に対応または一致

しているのかを確かめることは極めて困難である｡SFACN0.2はその例 として､

一群の資産を一括購入 した場合の個々の資産に帰属 させ られる原価や､現金以

外の資産 との交換取得による場合の原価や､代替的方法が認められる場合の棚

卸資産や固定資産の原価や､市場価格が存在 しない資産の原価などを挙げて説

明 している｡ もちろん､これ らの原価は何 らかの会計慣行に従って決定せ ざる

を得ず､そこでは必ず しも忠実な表現が行われているとは言い切れない｡事実､

SFACN0.2も ｢表現の忠実性｣ が､確実かつ正確に達成 されるものではなく､

あくまでも程度の問題であることを認めてお り､その程度を高める特性 として

｢検証可能性｣と ｢中立性｣を提示 している｡ここで､｢検証可能性｣とは ｢測

定者間の合意を通 じて､情報が表現 しようとするものを表現 していること､ま

たは誤謬 もしくは偏向もなく測定方法が選択適用 されていることを保証する能

力｣､｢中立性｣ とは ｢あらか じめ定められた結果を達成 し､または特定の行動

様式を導き出す ことを意図 した偏向が報告情報に存在 しないこと｣と定義 され､

測定者 自身や､測定方法の作成 ･適用における偏向を取 り除 くことによって､

会計情報ができる限 り現象を忠実に表現することが企図されているのである｡

このように SFACN0.2は､会計測定が測定対象である現象を忠実に表現で

きることを理想 としているが､現実には例示のような限界があることを認め､

｢検証可能性｣や ｢中立性｣で補完することによって､すなわち測定者や測定
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方法における偏向を排除することによって､その測定値 を忠実な表現- と向か

わせようとしているのである｡

これに対 しスター リングは､｢会計専門家の中で広 く受け入れ られている信念

とは逆に---財務諸表上の数値のほとんどはそれに対応する現象などなく‥--

会計数値はいかなる現象 も表現 していない｣(Sterling,1988,p.5)と批判 し､会

計がより忠実に対象を表現することによって､科学に近づけるようになると主

張する｡スター リングは､会計専門家 と物理専門家に同 じ内容の質問票調査を

行い4､｢物理専門家は観察する訓練をされているのに対 して､会計専門家は計

算する訓練をされていること｣｢物理学における計算は中間製品であ り､アウ ト

プットである数値は観察 と比較 されなければならないのに対 し､会計における

数値は最終製品であること｣｢物理専門家は 『仮説』のために計算 し､その計算

を観察 と比較することによって 『テス ト』するのに対 し､会計専門家はしばし

ば 『慣行』に基づいて計算 し､その計算を書類検査や再計算によって 『テス ト』

すること｣(pp.8･9)とい う違いを検証 している｡そ して､｢一般に､物理専門家

は計算 と観察を比較することに固執するのに対 して､会計専門家は計算するこ

とに満足する｣と指摘 し､｢会計数値はなんらの現象も表現 してお らず､その数

値に現象を表現 させるか否かは選択の問題である｣(p.22)と主張する｡さらに､

スター リングは､｢現象を表現 しようと意思決定することによって､会計は科学

- と近づき うる｣(p.12)と述べ､会計がより科学的になる方向を示唆 している

のである｡

ここで､スター リングの意見の正当性を吟味することは本節の目的でないた

め､会計数値が本当に何の現象も表現 していないのか､物理的に観察すること

が果た して本当に現象を忠実に表現するものなのか等については問 うことはし

ない｡む しろ､ここでの関心は､対象を忠実に表現 しようとする意図を通底す

る思考スタイル､すなわち実在思考 とい う哲学的前提を確認することにある｡

つまり､測定理論の科学性 とは､独立 した対象を忠実に表現 しようとする意図

4 原油販売会社(OklahomaCompany)における､数回の原油受払取引後の残存
量についての回答を求める質問である｡FIFOや LIFOを含む複数の計算方法
の中から選択する形式になっている｡詳 しくは Sterling,1988,pp.22･29を参照
されたい｡また､ 日本語では三木(1991)が紹介 している｡
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と関わってお り､｢表現の忠実性｣や ｢検証可能性｣といった概念は､明 らかに

実在思考を前提 としたものであることがわかるであろ う｡

しか し､近年の流行 している実証研究は､これ らの理論 を規範理論 としてひ

とまとめに し､それ らを非科学的なものとして一蹴す る｡では実証理論 とはい

かに科学的なのであろ うか｡以下では実証理論の科学性 を見てい くことにする｡

第 3節 実証理論の科学性

会計測定の性質や 目的についてのこうした議論は､会計の理論化における特

徴的な伝統を構成 してお り､その伝統は特定の哲学的な判断基準を前提 としな

がらも､実務家の関心や要望に関連 していたことがわかる｡つま り､測定理論

の科学性 とは､いかに測定対象を表現するか とい うことに関心を持っていたの

である｡ しか し､現在の会計学においては､スター リングのような理論家を周

辺の地位- と追いやって しま うような､より大きな展開が起 こってお り､それ

は会計学の研究方法そのものの再構成を求めてきた｡いわゆる実証理論 として

の会計学である｡ この実証理論 としての会計学では､科学性-の問いが､一次

的な会計実務についての関心か ら離れつつある｡パ ワーはこ うした状況を､｢実

務を説明す るための定量的プログラムの出現が､科学性-の問いを､実務か ら

リサーチ- と取 り替えてきた｡科学性はもはや､会計実務家ではな く､成長 し

つつあるリサーチ集団にとっての正統性の問題である｣(Power,1996a,p.7)と説

明 している｡では､実証理論 としての会計学 とはどのよ うな問題意識のもとに､

どのよ うな研究を行っているのであろ うか｡ ここでは､そ うした研究のハン ド

ブ ックとしての存在であるワッツ-ジマ-マンの 『実証理論 としての会計学』

(PositiveAccountingTheory)を中心にその特徴を見てい くことに したい｡そ し

て､実証理論の科学性が どのようなものであるのかについて明 らかにする｡

まず､実証理論 としての会計学はどのように して成立 してきたのだろ うか｡

ワッツ-ジマ-マンによれば､19世紀の終わ りか ら20世紀の初めにかけての

会計学者は､主 として観察 される実務の描写 と､その実務を体系的に説明する

とい う教育上の 目的に関わっていた｡しか し､1929年の大恐慌-の対応 として

制定 された 1933年の証券法および 1934年の証券取引所法が､証券取引所上場
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会社の情報開示を規制 したことや､証券取引委員会(SEC)の設立を受けて､会

計学者の関心は､会社がいかに報告すべきかを規定することに集中した｡たと

えば､年数の経過 した資産を取替原価で評価すべきか､それ とも現在原価で評

価すべきか､ とい う資産評価基準に関する論争があった｡その中で､会計学者

は政策の勧告に関わるようにな り､会計理論が規範的な色彩を持ちは じめ､ど

のような方法が選択 されるべきかとい う問題意識に傾斜 していくことになった｡

そこでは､その規範的理論に基づいて規定された事項が依拠 している様々な仮

説の妥当性を実 証するとい う関心がもたれることはなく､当時の会計学者は､

会計の性質や役割および異なる手続きが株価に及ぼす影響などは自明の理であ

ると考えていたのである(WattsandZimmerman,1986,pp.4-5)0

このような会計学の動向に対 して､ワッツ-ジマ-マンは､会計理論の目的

は次のようにあるべきだ と述べている

｢会計理論の 目的は､会計実務を説明 し予測することである｡---説明と

は､観察 され る実務について理由を述べることを意味 している｡たとえば､

ある会社が､棚卸資産評価について先入先出法ではなく後入先出法を用い

るのはなぜか とい うことを､会計理論は説明できなければならない｡会計

実務の予測 とは､その理論に基づいていまだ観察 されていない会計現象を

予測することを意味 している｡---たとえば､後入先出法を採用する会社

の属性 と先入先出法を採用する会社の属性 とを対比する仮説を､会計理論

に基づいて提示することができよう｡--理論に関する上記のような観点

は､明示的にも暗示的にも､経済学における多くの実証研究に基づいてい

る｡ そ れ は ま た 科 学 に お け る理 論 の 観 点 で も あ る｣ (Watts and

Zimmerman,1986,pp.2)

彼 らは､科学を意識 した理論についてのこうした観点か ら､実証的命題 と規範

的命題を注意深 く識別することを要求する｡ ここで､実証的命題 とは ｢Aなら

ば Bである｣ とい う形をとり､実証可能なものが意味されている｡たとえば､

｢会社が先入先出法か ら後入先出法に変更 し､株式市場がその変更を予期 して

いなかったとすれば､株価は上昇するだろう｣ とい う命題は､証拠を提示する
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ことによって実証することが可能な命題である｡これに対 し､規範的命題 とは､

｢-すべきである｣とい う形をとり､実証不可能なものである｡た とえば､｢価

格が上昇 しているので後入先出法が採択 されるべきである｣とい う命題は､こ

れだけでは実証不可能であ り､規範的命題 となる｡ しか し､何 らかの目的が与

えられれば､これ らの命題は実証可能なものとなる｡例えば､｢もし価格が上昇

していれば､後入先出法の選択は会社の価値を最大にするだろ う｣ とい う命題

であれば､証拠によって否定することが可能 となるとしている(p.9)0

実証的命題をこのように定義 した上で､そ うした命題の検証が行われること

になる｡具体的には､調査対象 となる経験的現象を系統的に分析 し理解するた

めに､基本的な仮定や定義や論理(たとえば､効率的市場仮説､資本資産評価モ

デル､エージェンシー理論など)を設定 し､その分析か ら予測事項 として何 らか

の仮説が導き出され､収集 されたデータをもとにその仮説が検証 されるのであ

る｡ここで､実証理論 としての会計学では､主として完全市場や完全情報の下

での経済主体の合理的行動や市場均衡を分析する､新古典派経済学を基盤 とし

た仮定が採用 されてきたため､その現実性の欠如など､これまでそ うした分析

方法に対する批判が当然になされてきた5｡しか し､ここで注 目したいのは､そ

の経済学的限界ではなく､む しろそこで志向されている､実在主義的な科学性

である｡

ワッツ-ジマ-マンら自身も､実証理論の科学性については､慎重に定義 し

てお り､実際に､｢仮説の正 しさを立証することはできない｡仮説を反証するこ

とができるだけである｡ したがって理論の立証よりも､理論の批判 と理論の誤

謬を証明することが強調 される｣(p.8)と注記 し､仮説の検証に関 して､単純な

論理実証主義ではなく､K.ポパーが提唱 した反証主義6に則っていることを明示

5 たとえば､『実証理論 としての会計学』の訳者である須田(1991)は､その ｢本
書の読み方 と考え方｣において､｢新古典派経済学-浴びせ られている批判が､

そのまま本書の問題点 となることも注意 しなければならない｣ として､実証理

論会計学の限界を例示 している｡

6 ポパー(1980)は､｢理論体系の反駁可能性または反証可能性がその境界設定の

基準として採用 されるべきである｡---したがって科学者は､理論を､それが

批判的に議論できるか どうか､それがあらゆる種類の批判に身をさらすかどう

か､そ して- もしさらす とすれば-批判に耐えることができるかどうか､とい

う観点か ら見なければならない｣(448頁)として､理論体系の境界設定､つま
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している｡ しか し､以下に見ていくように､T.クーンのパラダイム論以降､近

年の科学論や科学知識の社会学(SSR)で批判 されているのは､こうしたポパー

の反証主義をも含めた､仮説 と検証を繰 り返 して獲得 される客観的事実の実在

性そのものなのである｡そこでは､こうした実在思考 とは反対に､反実在思考､

すなわち対象の構築性が主張 されることになる｡

第 4節 科学哲学における反実在論

では､科学主義批判 としての反実在論 とはどのような思考方法なのであろう

か｡ もちろん､科学主義-の批判であり､反実在論であるため､これ らの思考

方法を理解するためには､科学主義 とは何か､科学的実在論 とはどのような思

考方法かを対比的に説明するほ うがよい｡ したがって､まず科学哲学について

整理することから議論を始める｡

私たちが ｢科学的｣ とい う言葉を見ると何か ｢正 しい｣ こととい う印象を受

ける｡たとえば､科学 と､科学でないものを比べて見た場合､科学のほ うに何

らかの ｢正 しさ｣を感 じるだろう｡科学者が何かについて話 していれば､その

内容はきっと ｢正 しい｣ことであると思 うだろう｡つま り､科学 とは､何 らか

の ｢正 しさ｣ と関係 している｡また､私たちは､科学は常に進歩 してきたこと

も知っている｡たとえば､以前は原因がわからなかった病気が､特定のウイル

スによるものであることがわかるようになるのは科学のおかげである｡また､

以前はその存在す ら知 られていなかったニュー トリノとい う物質が発見された

のも科学の力によるものである｡このように科学は､常に ｢新｣事実を発見 し

てきた｡つま り､科学 とは､何 らかの ｢新 しさ｣ とも関係 しているのである｡

科学と非科学の区別を試みる科学哲学は､こうした科学の特徴､つまりその

｢正 しさ｣や ｢新 しさ｣が､何によってもたらされているのかを追求 してきた｡

科学 とはいかなる営みか とい う問いである｡19世紀の科学哲学は､こうした問

いに対 して､｢仮説演緯法｣とい う方法を提唱 していた｡｢仮説演鐸法｣とは､

すでに手元にあるデータか ら何 らかの ｢仮説｣を ｢帰納｣的に立て､その ｢仮

り理論の受け入れにおいて､反証主義を提唱 している｡
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説｣からある ｢予言｣を ｢演鐸｣的に導き出 し､そ うした ｢予言｣が当たって

いるかどうかを､実験や観察によって ｢検証｣することを言 う｡ここで､｢演鐸｣

とは ｢前提がすべて真なら必ず結論 も真であるような推論｣､つま り ｢妥当な演

鐸｣を意味 してお り､こうした ｢演鐸｣の性質は ｢真理保存性｣ と言われてい

る｡また､｢帰納｣には､｢alは Pである+a2は Pである+---⇒(きっと)す

べての Aは Pである｣とい う形式の､個々の事例から一般化する推論である｢枚

挙的帰納法｣や､｢Aである+H と仮定するとなぜ Aなのかを うまく説明でき

る⇒(きっと)H である｣ とい う形式の､一番よさそ うな説明- と推論する ｢ア

ブダクション｣､｢aは Pである+aは bと似ている⇒(きっと)bもPである｣と

い う形式の､類比的に知識を拡張する ｢アナロジー｣が含まれている｡このよ

うに､19世紀の科学哲学は､｢仮説演緯法｣を用いて導かれた言明が科学的言

明であることを示そ うとしたのである｡つま り､科学の ｢正 しさ｣や ｢新 しさ｣

は､｢演緯｣や ｢帰納｣によって確保 されることになる(戸田山,2005,41-58頁)0

しか し､こうした ｢仮説演鐸法｣をもう少 し注意深 く見てみると､その ｢仮

説｣ や ｢予言｣ と言われる言明は､たとえば､電磁場やクオークやニュー トリ

ノのような､直接観察することができないような理論語を含んだ言明､すなわ

ち理論言明 と､メーターの針や リトマス試験紙の色のように直接観察可能な観

察語を含んだ言明､すなわち観察言明から成 り立っていることがわかる｡そ し

てここから､｢理論言明か らなる仮説から､なぜ観察言明からなる予言を導くこ

とができるのか｣､｢理論言明からなる仮説をどのようにして観察によって検証

するのか｣ とい う新たな問題が出てくることになった｡ このような問題に対 し

て､1920年代にウィーン学団によって提唱された科学的方法が､いわゆる ｢論

理実証主義｣である｡｢論理実証主義｣は上記の問題を克服するために､理論言

明を観察言明だけを用いて定義するとい う ｢対応規則｣を提唱 したのである｡

これによって､理論言明か らなる ｢仮説｣は､それが観察言明に置き換えるこ

とができ､その観察言明に置き換えられたものが ｢予言｣となる｡そ してこの

観察言明からなる ｢予言｣ が直接的な観察や実験によって ｢検証｣ されること

になる(59･66頁)0

この ｢論理実証主義｣ を提唱 したウィーン学団は､その主要メンバーがユダ

ヤ系の学者であり､また自由主義的な傾向をもっていたために､1933年にナチ
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スが政権をとると同時に弾圧を受け､アメリカやイギ リスに亡命することにな

るが､こうした ｢論理実証主義｣の考え方 自体は､1950年代にかけてその後広

く普及することになった｡たとえば､そのウィーン学団の指導者であったカル

ナ ップは､亡命先のアメリカで､｢ウィーン ･シカゴ学派｣とい うグループを形

成 し､｢論理実証主義｣を基盤 とした ｢統一科学運動｣と呼ばれる哲学運動を推

し進めていったのである(金森 ･野家,2000,225頁)70

このように､｢論理実証主義｣が普及 した科学哲学が､大きな転換を迎えるの

は､T.クーンの 『科学革命の構造』が出版 された 1960年代を通 じてである｡

金森(2002)は､この状況を次のように述べている｡

｢現代科学論の来歴を史的に振 り返ろうとするとき､やは り 1962年に公

刊 されたクーンの 『科学革命の構造』が果た した役割は大きい｡論理実証

主義の影響を背景に､帰納主義的な手続きを核 とした知識生産が科学的知

識の生産様式を根底か ら決めている､とい う考え方が､ポパー らの反論に

もかかわらず大枠は受容 されていたなかで､科学史的知見を駆使 しながら､

知識の生産や蓄積の様式はそれほど連続的でも蓄積的でもない､とい う主

張をした科学革命論は､その後の科学論の多様な展開に大きな推進力を与

えた｡クーンがその本のなかで提案 したパラダイムとい う概念は､科学史

の領域を超えて広 く人 口に胎衆する概念になった｣(金森,2002,3頁)

すなわち､科学理論の構造を論理学的に分析 し､その合理的な進歩を前提 と

していたそれまでの ｢論理実証主義｣に対 して､クーンのパラダイム論は､科

学理論の断続的な転換 とい う新 しい観点を持ち込んだのであった｡そこでは､

異なるパラダイムの下では理論や観察方法も共有できない とい う ｢共約不可能

性｣が論 じられていたため､科学観そのものが徐々に相対化 されていくことに

7 もちろん､その間にも､本来の ｢帰納｣的性質のためにいくつかの批判や修
正が加えられている｡たとえば､理論言明は観察言明によってその真理が実証

されるのではなく､理論言明に適合する観察言明が多 く集まれば集まるほど､

その理論言明の確か らしさの度合いが高まるとい う主張に修正 された り(冨

煤,1997,23頁)､そ うした ｢帰納｣ 自体を排除 しようとす る ｢反証主義｣が提
唱された りした(戸田山,2005,72･84頁)0
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なった｡

1970年代には､そ うした科学の相対主義が急速に広ま り､たとえば､それま

では問われることのなかった科学的知識そのものまでもが相対化 され､社会学

的に分析 され るよ うになった｡いわゆる ｢科学知識の社会学｣(Sociologyof

ScientificKnowledge:SSR)であるOそれは､それまで客観性や普遍性を備え

ていると考えられていた実験事実や科学的知識を､文化的 ･政治的文脈の中に

位置づけて捉えようとする試みであり､そ うした事実や知識は社会的に構成 さ

れるものであるとい う主張につながっていく｡これは､その後大きな論争を巻

き起こし8､そこでの論争の核心となったものこそ､科学的実在論に対する反実

在思考だったのである｡すなわち､｢科学的知識の社会構成主義は､その反実在

論によって 『客観的実在』に留保を与え､認識論的相対主義や決定不全性論に

よって科学的知識の知識 としての特権性に疑問符を投げかけた｡そ して科学理

論や概念を社会的文脈 と連接することで､科学の自律性神話にも亀裂を与えた｣

(金森,2000b,179頁)のであった｡

ここで､実在や反実在 とい うのは､単に目の前に木や石があるかないかとい

った問題ではない｡ したがって､社会構成主義 といっても､これは､そもそも

｢構成｣ とい うことの意味が問題 となっているのであり､木や石を無から創造

するような行為が構成なのではない｡あくまでも自然科学が問題 としている対

象や概念の ｢意味｣が､ どのような手続きによって客観的なものとして構成 さ

れるのかとい う場面において捉えられなければならない｡すなわち､科学的事

実とい うものは､初めか らそのものとして確定 しているわけではなく､再現実

験や学会におけるピア レビューを通 じて間主観的に確定されてゆくものである

と理解できるのである｡ したがって､事実とい うのは確かに､普通の意味では

私たちの主観的な認識作用から独立 した客観的なものとい う意味で使われてお

り､また端的に事実を提示すれば論争に決着がつくとも考えられている｡ しか

し､直接に観察不可能な対象については特に理論を媒介 とした間接的証拠 しか

提示できないわけであ り､事実 とい う概念を改めて吟味する必要があるだろう

(金森 ･野家,2000,237頁)0

8金森(2000a)『サイエンス ･ウォーズ』参照｡
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第 5節 反実在思考に基づ く会計研究

反実在思考や構築主義 といった観点か ら会計を研究す ることは､必然的にそ

の社会的なコンテクス トを重視することにつながる｡こ うした研究は､｢会計の

コンテ クス ト研 究(accountingin context)｣(Power,1996a,p.19)と呼 ばれ ､

AccouDtl'Dg,OL･gaDL'zatl'oDSandSocl'ety(AOS)誌や Cn'tl'calPez･spectl'vesoD
AccouDtl'Dg(CRA)誌 ､AccouDtl'Dg,AudL'tl'Dg and AccouDtabJ'll'ty Joumal

(AAAJ)を中心に､すでに さまざまな研究が行われてきている｡た とえば､A.

ホップウッ ドは､会計の機能をアプ リオ リに想定することなく､組織的 ･社会

的 コンテクス トとの相互関係 の中に成立す る会計変化 を捉 えよ うとしている

(Hopwood,1987)｡ また､P.ミラー-T.オ リア リーは､哲学者 M.フー コーの思

考を援用す ることによって､脱 中心化 された主体を､会計 とい う専門知識の中

に ｢統治可能人｣ として再構築 している(MillerandO'Leary,1987)｡ こうした

動向はすでに 日本にも紹介 されてお り(園部,1999参照)､また 2003年にはその

体系的な翻訳書 も出版 された9｡

パワーによれば､これ らの研究には､次のような共通す る特徴がある｡まず

第 1に､｢すでに衰退 しつつある理論 と実践の間で､会計 を､技術的に狭 く､

高度に自民族 中心主義的(ethnocentric)に理解す ることと関係 と断っているこ

と｣である｡そ して第 2に､｢たとえそれ 自体にある種の実態を明かす使命が

あるにせ よ､実証的会計研究 とい う定量的調査志向を回避 していること｣であ

る｡ さらに第 3に､｢複式簿記の史的発展や､ウェーバーによって始められた

社 会学 的 ･歴 史 的探 求 とい う伝 統 か らの脱 出 を試 み て い る こ と｣ で あ る

(Power,1996a,p.19･20)｡すなわち､会計の計算構造を中心 とした研究や､会計

に関連する行為の経済的影響を経験的に実証 しようとす る研究や､会計の合理

的な進歩を前提 とした史的研究を回避 しようとすることであ り､これは､先に

見たような実在性や進歩観 を前提 としてきた伝統的な科学哲学や ｢論理実証主

義｣ を回避 しようとす る科学論 と､対比的に理解す ることができるであろ う｡

9 ホ ップウッ ド-ミラー(2003)『社会 ･組織を構築する会計』中央経済社｡
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こうした特徴を有す る｢会計のコンテクス ト研究｣か ら導かれ る見解 として､

パワーは次のよ うに主張 している｡

｢これ らの観点か らすれば､会計には本質な どない｡つま り､同 じ技術的

実践が､企業 レベル と国家 レベルにおいて多様な意図や 目的 と結びついて

お り､また場所 と時間が異なれば､それが 『会計』 と見な された り､また

見なされなかった りす るのである｡ したがって､会計の機能や使命は､決

して単純に前 もって想定することはできず､テキス トの中に広がっている

抽象的で時間を超越 した計算法 としての会計の公式的なイメージは､アナ

リス トには､複雑で偶然的な歴史を伴った計算合理性 を高度に限定 した表

現 として認識 され るに違いない｡--これ らの研究に共通す る土台の多 く

は､社会学や制度論の洞察を会計に適用す るところか ら導かれている｡｣

(power,1996a,p.20)

このよ うな､会計に対す る反本質主義的な主張は､反実在性や構築主義 とい う

哲学的 ･社会学的前提のもとでは必然的に導かれるものである｡では､具体的

には､このよ うな前提か ら会計に対 して､ どのようにアプローチ されているの

であろ うか｡ こうした主張を導 くために適用 され る ｢社会学や制度論の洞察｣

とは､具体的には どのよ うなものなのであろ うか｡

J.バクスター-W.F.チュアは､1976年か ら 1999年までの AOS誌における

管理会計研究を､その研究方法の違いによって 7つのアプローチに分類 してい

るが(BaxterandChua,2003)､その中に､このよ うな社会学や制度論を援用 し

た研究群が挙げ られている｡た とえば､｢制度論(institutionaltheory)｣とい う

研究アプローチは､集団行動の説明に際 して社会的に生成 された規則に注 目す

るアプローチである｡管理会計研究は特に制度派組織論の影響を受けてお り､

そこでは､た とえば予算のような管理会計技術が､組織成員やその活動に対 し

て社会的正統性を付与す る ｢合理的な神話｣と見なされた りす る｡また､｢構造

化理論(structurationtheory)｣アプローチは､社会学者 A.ギデンズの構造化理

論を管理会計研究-援用 したものであ り､そこでは会計システムが時空間を越

えて組織職能を規制す ることが明 らかにされている｡た とえば､会計技術は､
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散在 した組織成員の作業に規律を与えることによって､局所的な規範を補完す

る手法であることが示 される｡

次に､｢フ-コディアン ･アプローチ(aFoucauldianapproach)｣とは､フラ

ンスの哲学者 M.フー コーの研究を援用 したアプローチであ り､そこでは社会

的 ･組織的実践や知識体系が､特定の管理会計技術を､特定の時空間の中に生

成 させる可能性の条件が説明される｡ このアプローチのもとでは､特定の管理

会計技術の起源に必然性がなく､それ らは様々な言説や制度の複雑かつ予測不

可能な相互作用の結果 として生 じてくることが論証 された り､管理会計コン ト

ロールが特定の権力関係の制度化を反映 していることが論証 された りする｡ま

た､｢ラ トクー リアン ･アプローチ(aLatourianapproach)｣とは､フランスの

科学社会学者 B.ラ トウールの研究を会計- と援用 したアプローチであ り､そこ

では､人間および人間以外のアクターからなるネ ッ トワークの中に管理会計技

術が成立する過程に焦点が置かれ､管理会計数値が特定の事実を作 り出すこと

が議論 される｡また､管理会計技術が特定の価値観を日々のルーチンや組織職

能の中に組み込む様子が論証 された りする｡

このように､反実在思考や構築主義 といった哲学的 ･社会学的前提から会計

を研究 しようとするアプローチには､すでにさまざまなものがある｡では､こ

れ らの会計研究は､具体的にどのように展開されているのであろ うか｡そこで､

次章では､上記の分類の中から特定のアプローチを選び､その中でいかに反実

在思考や構築主義 といった哲学的 ･社会学的前提が反映 されているのかを､具

体的に検討することを試みたい｡そのアプローチとして､本論文では､｢ラ トク

ー リアン ･アプローチ｣を選択 している｡ これは､ラ トウール 自身が科学論の

分野-反実在思考を持ち込むことに大きく貢献 した研究者であることが､その

理由である｡彼の研究成果を会計研究-援用 しているのが ｢ラ トウ- リアン ･

アプローチ｣であ り､次章では､ラ トウールの研究､およびラ トウ- リアン会

計研究の実態を詳細に検討することによって､その相対主義的な特徴を浮き彫

りにすることを試みる｡

第 6節 おわ りに
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以上､測定理論の科学性 と実証理論の科学性､また科学的実在論を暗黙の前

提 とした ｢論理実証主義｣の基本的な考え方 と､そ うした前提-のアンチテー

ゼ として登場 した反実在論の考え方を詳細に見てきた｡ ここで､実在か反実在

かのどちらが認識論 として優れているかを決定することが重要な課題なのでは

ない｡そ うした課題は､哲学的な課題でありこれまでも繰 り返 し議論 されてき

たが､会計学で扱 う課題ではない｡む しろ､会計学にとって最 も重大な問題は､

このように､実在か反実在かは､選択すべき価値観 ･世界観であって､無批判

に一方を選択 してもよいものではないとい うことである｡それにもかかわらず､

これまでの会計学では､その大半が実在思考を前提に議論を展開 してきた｡ も

ちろん､測定理論で見たように､その測定対象の実在性が問題 となるところで

は､安易にその実在が認められるのではなく､何 らかの反実在思考に言及 して

はいた｡ しか し､実在思考が選択 されるべき価値観であるならば､やは り反実

在思考に基づ く会計学をも理論的に展開 しておく必要があるだろ う｡つま り､

特に現在の 日本の会計学において決定的に欠けているのは､反実在思考を前提

とした会計研究の可能性を切 り開く努力である｡ これは何 も､反実在思考が実

在思考に対 して優れた認識方法であると言っているのではなく､それは個々の

研究者が選択すべき価値観なのである｡実務家であるならまだ しも､研究者が

プラグマティックに真理性を固定 し､実在思考にのみ囚われている必要はない｡

会計が文化的な-ゲモニーを獲得 し､テクノクラティツクな様相を呈 しはじめ

ている現代社会(アカ ウンタビリティ社会)においては､会計学 自体に自省的な

態度が求められ､こうした反実在思考に基づ く会計研究の必要性は高いと言え

る｡
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第 3章 ラ トウー リアン会計研究の可能性

第 1節 は じめに

さまざまな組織に対 してアカウンタビリティを求めるようにな りつつある現

代社会の構造的な問題を明 らかにするためには､そ うしたアカウンタビリティ

を履行するための会計技術そのものの専門性に注 目する必要がある｡本論文の

目的は､そ うしたアカウンタビリティ社会を分析するための視角を確立するこ

とであり､そのためには､反実在思考とい う哲学的 ･社会学的前提､専門知識

自体を分析す る枠組み､そ して社会全体を分析する枠組みを詳細に検討 しなけ

ればならない｡そ うした中で､本章で取 り扱 うラ トクー リアン会計研究は､反

実在思考を前提に､会計 とい う専門知識 自体を分析するための枠組みを提供 し

てくれる｡

ラ トクー リアン会計研究 とは､科学社会学者 B.ラ トウールの研究を会計現象

-応用 した研究アプローチであり､近年､会計学の領域において AccouDtJ'Dg,

OrgaDJ'zat)'oDSaDdSocL'ety(AOS)誌を中心に蓄積 されてきた｡ラ トウールは､

反実在性を前提 とした相対的な世界の中で､科学的事実や技術的対象の構築性

や､そ うした事実や技術を構築する｢実験室｣の役割の重要性を指摘 してお り､

科学論の分野における第一人者のひとりである｡ラ トクー リアン会計研究は､

このようなラ トウールの想定する世界の中で､会計技術の構築性やその役割を

解き明かすことを目的 としているが､そこでは ｢翻訳(translation)｣や ｢遠隔

操作(actionatadistance)｣ といったラ トウール独 自の分析概念が直接的に援

用 されてお り､そ うした概念を理解せずには､その意義はおろか､読み進める

ことも難 しい｡ しか し､ラ トウールによる科学技術の分析がもたらした衝撃の

大きさから考えても10､こうした会計研究には大変重要な意味があると思われ

る｡すなわち､これ らの研究群を通 じて､経済的現実の実在性を前提 としてき

た既存の会計研究からは､決 して捉えることのできなかった会計技術の構築性

10 ラ トウール らが主張 した科学的事実の反実在性は､1990年代後半の英米を

中心に巻き起 こった自然科学者対科学論者の論争(サイエンス ･ウォーズ)にお

ける重要な争点の 1つ となった｡詳 しくは､金森(2000a)を参照されたい｡
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の意味が理解可能 とな り､これはアカウンタビリティ社会を分析する上で重要

な枠組みとなる｡

第 2節 会計研究 とラ トウール

(1)科学論におけるラ トウール11

ブルーノ･ラ トウール(BrunoLatour)とは､フランスの科学社会学者であ り､

現在､パ リ国立高等鉱山学校技術革新社会学センターの教授 として､大学院博

士課程で技術革新の社会経済学を担当している｡1975年に トウール-ズ大学で

哲学の Ph.Dを取得 したラ トウールは､その後 1977年か ら 1982年の間は国立

技術工芸学校の助教授を勤め､1982年からのパ リ国立高等鉱山学校 ･科学技術

社会学センター助教授 を経て､1989年以降現職に至っている｡

科学論､あるいはサイエンス ･スタディーズとは､科学そのものを研究対象

とする学問であるが､その内容は多岐に渡っている｡大きくは科学理論や概念

の歴史的変遷を扱 う科学史､科学の科学性や科学の合理性 といった主題 を扱 う

科学哲学､科学を支える社会制度的な側面を研究する科学社会学の 3分野に分

類することができるとされるが､もちろんその内容 も一様ではなく､時代 とと

もに変遷 してきた｡ こうした科学論の歴史の中で､もっとも大きな影響を残 し

たとされるのが､1962年に T.クーンが著 した 『科学革命の構造』である｡ こ

れは､それまで主流であった論理実証主義､すなわち科学理論の生成に論理分

析の方法を用い､科学の合理的で連続的な進歩を裏付けようとする研究群に対

して､パラダイム論､すなわち科学理論の断続的転換 とい う新 しい視点を持ち

込んだのであった｡そこでは､現在では有名になった ｢パラダイム｣や ｢科学

革命｣､｢共約不可能性｣ といった概念によって､科学が特徴づけられていた0

その後､科学論はさらに進展 し､1970年代以降､それまでは決 して問われる

ことのなかった科学的な知識や概念､科学理論の内容そのものについても､そ

れが社会的､文化的､政治的､哲学的文脈の中でどのように意味づけられてい

るのかを探 ろ うとす る研 究､すなわち ｢科学知識 の社会学｣(Sociologyof

11本節は､金森-野家(2000)に基づいている｡
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ScientificKnowledge:SSR)が登場することになる｡ これ らの研究は､｢科学

的事実は発見 されるのではなく社会的に構成 される｣ とい う社会構成主義のテ

ーゼを共有 してお り､ラ トウールの研究はこの潮流の中に位置づけられること

になる｡たとえば､彼の処女作である､S.ウールガ- との共著の 『実験室生活』

(Laboz･atoz･yLl'fe)は､その副題が ｢科学的事実の構成｣であることか らもわか

るように､まさに社会構成主義を念頭に置いて書かれた著作 となっている｡

(2)会計研究におけるラ トウール

ラ トウールにはすでに多数の業績があるが､ラ トクー リアン会計研究を理解

する上で欠かせない文献は『実験室生活』と『科学が作 られているとき』(Scl'eDCe

l'DActL'oD)の 2つである. これは､この 2つが科学論の中においても古典的な

位置づけがなされていることと無縁ではない｡実際に､実験室において科学的

知識が作 られ るプロセスを詳細に追った記述 と､そ うした科学的知識の社会に

おける役割については科学論内部でもさまざまに議論 されてお り､すでにある

種のそ うした分析スタイルが確立されていると言ってもよい(金森,2001)｡ラ ト

クー リアン会計研究は､そ うした分析スタイルを直接あるいは間接的に援用 し

たものの集合であ り､分析対象の差はあるが､そこでの議論のスタイルは一貫

していると思われ る｡

たとえば､ ミラーの ｢企業を超える会計革新｣(Miller,1991)や､プ レス トン

他の ｢予算を製作する｣(Prestoneta1.,1992)､チュアの ｢会計イメージの製作

における専門家 とネ ッ トワークとインスクリブション｣(Chua,1995)､オグデ

ンの ｢組織パフォーマンスのための会計｣(Ogden,1997)などはその分析スタイ

ルを直接援用 したものであ り､論文のタイ トルにも現れているように､ラ トウ

ール独 自の分析概念をそのまま用いることによって､それぞれの会計技術の分

析を試みている｡

1976年から 1999年までの AOS誌における管理会計研究を､アプローチの

違いによって分類 しているJ.バクスター-W.F.チュアは､その 1つに ｢ラ トク

ー リアン ･アプローチ｣とい う研究群を挙げているが､これはそ うした動向を
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捉えてのことである(BaxterandChua,2003)12｡彼 らは､ラ トウールの分析概

念を直接援用 した 5つの研究を､研究対象､研究 目的､使用 したデータ､その

研究から得 られる主要な洞察 とい う観点から体系化することを通 じて､それぞ

れの研究の簡単な レビューを行いそ うした研究群の重要性 を指摘 している13｡

では､このように蓄積 されつつあるラ トクー リアン会計研究 とはいったいど

のような特徴をもっているのであろ うか｡また､そこではどのような議論が展

開されているのであろ うか｡

(3)ラ トウールの研究 と会計研究の交差

ラ トクー リアン会計研究に属する論文を読み進める上でまず気づ くのは､｢翻

訳｣や ｢遠隔操作｣な ど､そこで使用 されている専門用語の多さである｡他の

会計研究には決 して見 られない用語が次々と用いられ､実際そこで何が語 られ

ているのかを捉えにくくしている｡ しか し､その研究方法に注 目すれば､それ

らは大きく 2つに分類できることに気がつ く｡1つは､会計技術が社会的に構

成 されるプロセスを詳細に追跡 しようとするスタイルであ り､そこでは会計技

術がどのように社会的に構成 され､どのようにして普及 していくのかについて､

ラ トウールの分析概念を用いて記述 されている｡もう1つは､会計数値がある

対象に対 して間接的に影響を及ぼすことができる技術である点を主張 しようと

するスタイルであ り､そこでは前者の議論を前提に､遠 く離れた対象を操作可

能にする可能性が論 じられている｡

これ らの分類は､ラ トクー リアン会計研究だけに見 られ るものではなく､ラ

トウール 自身がそれぞれの概念に焦点を当てて議論 している｡先に挙げた 『実

験室生活』や 『科学が作 られているとき』の大半は前者､すなわち実験室内部

12その他には ｢非合理的デザイン学派(anon･rationaldesignschool)｣｢自然
主義的研究(naturalisticresearch)｣｢ラディカルオルタナティブ(theradical
alternative)｣｢制度理論(institutionaltheory)｣｢構造化理論(structuration
theory)｣｢フ-コディアン ･アプローチ(aFoucauldianapproach)｣を挙げて
お り､｢ラ トクー リアン ･アプローチ(aLatourianapproach)｣を含めて計 7つ
に分類 している｡

13日本では､吉田(2003)が管理会計チェンジの研究方法論を紹介 してお り､そ

の中で ｢アクター ･ネ ッ トワーク理論に依拠 した研究群｣ としてラ トクー リア

ン会計研究に言及 している｡
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での科学的知識の構成プロセスやその普及プロセスに焦点を当てて論 じられて

お り､後者､すなわち ｢遠隔操作｣や ｢計算の中心｣に関する議論は､『科学が

作 られているとき』の第 6章で議論 されている｡記述量か らすれば､前者の方

が重要であると思われ るかも知れないが､対象を認識､測定､伝達するとい う

会計の性格を考えた場合､後者 も大変重要な考え方であると思われる｡ もちろ

ん､両者の間には一貫 した思考方法があることには注意 しなければならない｡

したがって､以下の第 3節､第 4節では､ラ トクー リアン会計研究の理解に

必要な範囲で､その方法や意味をできる限 り理解 しやすい形で抽出することを

念頭に､まずラ トウール 自身の研究の再現を試みている14｡そ してそれに続き､

それぞれの分析概念が､ラ トクー リアン会計研究の中で どのように用い られて

いるのかを節 ごとに検討 していく｡

第 3節 会計技術の社会的構成

(1)科学の人類学

ラ トウール とウールガ-共著の 『実験室生活』は､ラ トウール 自身が 1975

年から 1977年にかけて､アメリカのカ リフォルニアにあるソーク研究所に滞

在 し､当時､神経内分泌学の研究を進めていた R.ギュイマンの実験室を参与観

察 した結果に基づいて書かれたものである｡同書では､こうしたある特定の実

験室における科学者のルーチン活動を詳細に記述することに焦点が置かれてお

り､そこか ら興味深い分析結果が導き出されることになった｡

彼 らの問題意識は､｢科学者による巧妙な実践が､どのようにして体系的に整

理 された研究報告- とまとめられるのか､すなわち科学的実践 とい う現実が､

どの よ うに して 科 学 的 言 明 の 実 現 - と変 換 され る の か ｣ (Latourand

Woolgar,1979,p.29)を明 らかにすることにあり､こうした 目的を達成するため

に､比較的長期間にわたって実験室に潜入 し､科学者の 日々の活動を観察 した

14 そこでの中心的な研究は 『実験室生活』と 『科学が作 られているとき』であ

るが､その際ラ トウールの研究の哲学的な意味や社会学的な意義を詳細に検討

している､科学哲学者の金森(1996)と科学社会学者の平川(2002)の研究を適宜

参照 している｡
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のである｡そ うした観察に際 して､事前的な仮説の設定や対象範囲の限定はな

されず､観察者 自身による現場での経験がそのままに記述 された｡そ して､彼

らはこうした実験室-の参与観察を ｢科学の人類学｣(anthropologyofscience)

と名づけたのである｡

ここで､彼 らの言 う ｢科学の人類学｣とは､ある特定の実験室内部において

実際に科学者が遂行 している作業を具体的かつ経験的に記述することをその中

核 とする分析スタイルである｡それは､社会的規範や経済システムに注 目する

マクロな科学社会学ではなく､ある 1つの実験室の中で個別の科学的知識がど

のように生産 されてい くのかを綿密に観察 しようとするミクロな科学社会学で

ある｡そこでは､科学の素人で しかない観察者が､素人には見慣れない装置の

前で素人には意味のわか らないデータを読み取 り､それを書き留め､同僚 と議

論 し､論文を作成する科学者 らの 日常的な活動を､ちょうど民俗学者が､地方

や外国の見知 らぬ習慣 を記述するのと同 じように､逐一記述 し報告することが

試みられている｡そ して､こうした方法を採用することによって､彼 らは科学

者 らの集団的行為の結果 として､いくつかの事実が科学的事実 として認知 され､

構成 されてい く様子を追跡 しようとしたのである｡そ うして､実験室内におい

て確立された事実は､今度はその実験室を出て他の実験室- と移動 し､さらに

は社会全体- と波及 していくことになる｡すなわち､ラ トウール らが提唱 した

｢科学の人類学｣とは､そ うしたプロセスを詳細に記述 しようとする方法であ

った(金森,1996,290頁)0

具体的な事例 として､彼 らは､1950年代から 1970年代にかけて神経内分泌

学における重要な研究 目標 として設定されていた､甲状腺刺激ホルモン放出因

千(ThyrotropinReleasingFactor:TRF)の同定に関する研究を挙げているOそ

こでは､ラ トウールが調査対象 としたギュイマンとその論敵であるA.シャリー

との間の論争の結果､次第に TRFが構成 されていくプロセスが観察 されている｡

まず､注意 しなければならないことは､それが何 トンもの視床下部からわずか

数 ミリグラム しか抽出す ることができないような､ごく微量の存在で しかなか

ったとい う物質的な前提である｡ したがって､その構造や成分や機能を確認す

るためには､高度に洗練 された技術や装置が必要であ り､それ らを欠いてはそ

の存在を ｢見る｣ことができなかったのである｡
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そのような TRFは､1962年の時点ではまだ見つかったとは言えなかった｡

なぜなら､ア ミノ酸の成分 も配列もまだ明確ではなかったからである｡しか し､

その後の研究者 らの努力によって､徐々にア ミノ酸が特定 され､その配列が想

定されるよ うにな り､ついに 1969年にシャリーがその構造を確認 したのであ

る｡

こうしたプロセスの中で､ラ トウール らは TRFを論 じている専門論文に注 目

している｡彼 らはその引用分析を通 じて､TRFを扱 う論文が他の TRF論文を

引用 し､そ うした引用の反復によって徐々に TRFの同定 とい う問題が既存の問

題系になっていったことを示 している｡そこでは次第に技術的な操作の基礎が

確立されるようにな り､また当時進められていた他の放出因子の検出技術の借

用などを通 じて､TRF が徐々に構成 されていったのである｡そ うして､1969

年の 11月に TRFの構造が決定 されると､それは 1つの科学的言明 とな り､今

度はそれが発見 された個別の実験室を離れ､多様な人々によって多様な文脈の

中で用い られ るようになっていく｡その結果､その歴史は忘れ去 られ､TRFは

巨大な研究プログラムの中で利用 され る道具の 1つ となっていったのである

(LatourandWoolgar,1979,pp.126･148)｡

こうした観察結果か ら導き出された彼 らの主張は､｢TRF が社会的構成物で

ある｣とい うものであった｡ ここで社会的構成 とは､実験室におけるさまざま

な装置から得 られた数値や指標を重ね合わせることによって説明を組み立てよ

うとする､実践的で技能的な作業のことが意味されてお り､そ うした作業を通

じてある言明が客観的事実- と変換 されることになる｡そ して､彼 らはこうし

た社会的構成プロセスの分析を通 じて､｢実体が論争の決着の原因ではなく､そ

の結果であることを示そ うとした｣(p.236)のである｡さらに彼 らは続ける｡｢も

し事実が､作業を通 じて構築 されたものであるならば､--･もし実体がこの構

築の原因ではなく結果であるならば､これは科学者の活動が､『実体』ではなく､

こうした言明に関わる作業に向かい合っていることを意味する｡そ して､これ

らの作業の全体的結果が 『論争場』(agonisticfield)である.ここで論争 とい う

概念は､科学者が少 しでも 『自然』 と関わっているとい う一般的な見解 とは大

きく異なる｡--自然 とは､『論争場』の副産物 として用いることのできる概念

である｣(p.237)と｡
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ラ トウール らによる､｢科学の人類学｣とい う分析から得 られた重要な洞察の

1つは､科学者が ｢自然そのもの｣ に向かい合っているとい う通俗的なイメー

ジとは異なって､科学活動の大半が文献を集め､読み､引用 し､最終的に論文

を作成するとい う ｢文書作業｣で占められているとい う事実である｡最も直接

的に自然 と向かい合っているように思われていた実験室でさえ､測定や分析の

結果を記録 した り､コンピュータで数値の処理をした りすることが作業の大半

を占めていた｡そこでラ トウール らが特に注 目したのは､図表やグラフや方程

式など彼 らが ｢インスクリブション｣ と呼ぶ膨大な数の記録や数値 と､それ ら

を生成 し処理する測定器などの装置こそが､科学活動に秩序を与え､科学者 と

その研究対象を堅 く結びつける堅固な知識を生み出 しているとい うことだった

のである(平川,2002,25頁)0

ここで､｢インスクリブション｣とは､実験室においてさまざまな視覚的表示

を提供する記録や数値や指標のことを表 してお り､それ らを生成 し処理する装

置 としては､時計や温度計 といった比較的に一般的なものから､光学顕微鏡や

複雑なコンピュータシステムまでさまざまな道具がある15｡つま り､ラ トウー

ル らは､実験室においてこうしたさまざまな ｢インスクリブション｣を生み出

す機械装置や､それを読解する科学者 自身の技能的作業､またそれ らをもとに

彼 らが作成する論文 とい う､一連のネ ッ トワークの中には じめて科学的事実が

成立することを主張 しようとしたのである｡

そ して､考えられるもう1つの洞察は､そのように して構築 された科学的事

実が､今度は当初の個別的な実験室を越えて､その後のさまざまな研究- と巻

き込まれてい くとい う視点である｡そこでは､｢それが生成 されたあらゆる形跡

を追跡することが極端に困難 とな り｣(p.176)､いわ ゆる ｢ブラックボックス｣

となって､科学的事実が世界のさまざまな文脈- と波及 していく過程が見据え

られている｡すなわち､ ミクロな科学社会学であった ｢科学の人類学｣が､社

会的規範や経済システムをも含むマクロな科学社会学- とつながる視点が提示

されているのであ り､そのような見方は 『科学が作 られているとき』の中で鮮

15 ラ トウールは､｢インスクリブション｣を専門論文の最終層 として用いられ
るものに限定 して用いているが､ここでは便宜上そ うした限定を考慮 しない

(Latour,1987,pp.67･8;ラ トウール,1999,115頁を参照 されたい)0
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明に現れている｡ したがって､以下ではそ うした ｢ブラックボックス｣が社会

-と波及 していくプロセスを見ていくことにする｡

(2)翻訳の社会学

『実験室生活』によって明 らかにされたことは､実験室内部における多数の

｢インスクリブシヨン｣や科学者の文書作業の結果 として事実が構築 されると

い うことであったが､ラ トウールは 『科学が作 られているとき』の中でこうし

た考え方をさらに発展 させ､より広範な社会的文脈の中で事実が構築 されてい

く過程を分析 している｡そこでは､人間および人間以外の ｢アクター｣ からな

るネ ッ トワークが構想 されてお り､それ ら ｢アクター｣の集団的行為の結果 と

して事実が構築 されていくとい う新 しい見方が提示 されている｡ラ トクー リア

ン会計研究を理解するために欠 くことのできない ｢翻訳｣や ｢問題化｣ といっ

た概念が用い られているのもこの地点であり､以下では彼の議論を追いながら､

その言葉の意味を確認 していきたい｡

ラ トウールは､実験室を超えた事実構築の説明として､ディーゼル ･エンジ

ンの開発の事例を取 り上げている｡ディーゼル ･エンジンの父はディーゼルで

あると広 く知 られているが､そのエンジンが､突然ディーゼルか ら生まれてき

たわけではない｡ディーゼルは､カルノーの熱力学の原理に則って作動する完

壁なェンジン､温度を上昇 させることなしに着火することができるエンジンを

着想 しその特許を取得 したが､その実現には､実際に彼の二次元の計画および

特許を三次元の作動す るプロ トタイプの形へ と変換する必要があった｡彼は機

械の組み立てを引き受けてくれる企業を探 さなければならず､MAN 社 とクル

ップ社の 2社がそれに協力することになった｡両社は､1890年代の蒸気機関が

あまりにも効率が低かったので､完壁なカル ノー機械による効率性の向上に関

心を抱いたのであった｡デ ィーゼルは､MAN 社か ら得た機械工具や少数の技

術者 の助 けを借 りて､4 年間にわたってエ ンジンの試作品の製作 に努 めた

(Latour,1987,pp.104･5)0

ここでラ トウールは､｢エンジンの 『実在化』の段階的進歩は､実験室の場合

と同様､あらゆる利用可能な リソースを作業場に導入することによって達成 さ

れた｣(p.105)と指摘する｡たとえば､そこで必要 とされたピス トンやバルブを
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製作する技能や工具は､MAN社における 30年にわたる実践の結果であった｡

また､空気 と燃料を一瞬にして混合 させなければならない とい う燃焼の問題は､

圧縮空気を噴射するとい う解決法が見出されたが､それには空気用の巨大なポ

ンプと新 しいシ リンダーが必要になるなど､エンジン全体の設計は何度も修正

されることになった(p.105)0

このように､ディーゼル ･エンジンの製作には多数の<参加者 >が結び付け

られていたのである｡それは､カル ノーの熱力学に始ま り､MAN 社やクル ッ

プ社､少数のプロ トタイプ､ディーゼルを補助する二人の技術者､局所的なノ

ウハ ウ､新たな空気噴射システムなどである｡ラ トウールは､このように結び

付けられた多数の<参加者 >のことを､それが人間であるか否かを問わず ｢ア

クター｣ と呼んでいる｡ したがって､ここで ｢アクター｣ とは､デ ィーゼル ･

エンジンの製作に関わる多数の要素を意味することになるが､重要なことは人

間と人間以外の要素が同等に扱われているとい うことである｡

しか し､ラ トウールは続ける｡｢もしディーゼルがこれ らの諸要素のすべてを

一度にま とめて保持できなかった とした ら､何が生 じるであろ うか｣(p.122)

と｡そ して､｢答えは単純である｡それ らが集められたのと同 じくらいたやす く

『ばらばらになる』だろ う｡各々の要素は独 自の道を行 くことになるだろう｡

MAN 社は蒸気機関の製作を続け､助手は別の職に移 り､資金は別のところに

流れていき､カル ノーの熱力学は基礎物理学の謎めいた部分にとどま り､定温

での着火は技術的袋小路 として記憶 され､ディーゼルは歴史書にほとんど痕跡

を残 さぬまま他の作業に没頭するだろう｣(p.122)と｡すなわち､エンジンの実

在化 とい う事実構築には､多様な ｢アクター｣を巻き込む必要があ り､さらに

その行動を管理 しなければならないが､その方法 として考案 されたのが ｢翻訳｣

とい う概念であった｡

ラ トウールに従えば､｢翻訳｣とは多様な｢アクター｣の役割を新たに定義 し､

その動きを一定の方向- と誘導するシナ リオを描 くことを意味する16.そ して､

16 ラ トウールは､｢翻訳(translation)｣とい う用語を用いることによって､｢ひ
とつの言語における型を別の言語における型に関係づける｣とい う言語学的な
意味だけでなく､｢ひ とつの場所から別の場所-の移行｣とい う幾何学的な意味

も表そ うとしている(Latour,1987,p.117;ラ トウール,1999,203頁を参照され
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その中でも特に重要な概念が､特定の問題をそれよりはるかに広範な問題- と

固く結びつけるとい う ｢問題化｣(problematization)戦略であ り17､一度この戦

略に成功すると､動員 された ｢アクター｣ にとってその ｢翻訳｣の道筋は避け

て通れない ｢必須通過点｣(obligatorypassagepoint)となる｡ したがって､デ

ィーゼル ･エンジンの例で言 うならば､MAN 社やクル ップ社にとって､ディ

ーゼル ･エンジンの製作 とい う特定の問題が､蒸気機関に代わるより効率的な

エンジンの必要性 とい う全社的な問題に結びつくことによって､その関心が｢翻

訳｣され､その製作プロセス- と巻き込まれることになった｡その結果､ディ

ーゼル ･エンジンの実在化が､それ らの ｢アクター｣にとっての ｢必須通過点｣

となったのである｡

そ して､このようにエンジンの製作が多数の ｢アクター｣を巻き込む ｢必須

通過点｣ となったことによって､ディーゼルの当初の発案は､特許を取得 し､

青写真を経て､プロ トタイプとなり､複製可能な型 とな り､最終的には何千も

のサブタイプを有するエンジンとなる｡その結果､それは自動車のボンネ ット

の下に安全に設置され､カルノーの熱力学や特許に関わる法律を全 く知る必要

のない運転手がキーをまわすだけで始動する製品となった｡すなわち､ディー

ゼル ･エンジンはついに ｢ブラックボックス｣化 し､その経過を知 らない無知

な顧客に販売 されることになったのである｡

しか し､そ うした顧客はどれほど無知でいられるのだろ うか､とラ トウール

は問 う｡たとえば､確かにこうした顧客は､バルブを回 した り､新 しいシリン

たい)｡

17 『科学が作 られているとき』の中で直接的に ｢問題化｣とい う概念が取 り上

げられているわけではない(ただ し､それを意識 して書かれた箇所は見受けられ

る｡たとえば､Latour,1987,p.117を参照 されたい)｡それは､その概念が､ラ
トウールではなく同僚の M.カロンによって考案 されたものであるからと思わ

れる｡カロンは､ラ トウール とともに ｢アクターネ ッ トワーク理論｣を先導 し

てきた人物であり､｢翻訳｣戦略を次の 4つに分類 している :｢問題化

(problematisation)｣-問題の定義 とその解決策の提示によって必須通過点を
つくる-､｢関心づけ(interessement)｣-アクターを特定の役割-固定化する

-､｢巻き込み(enrolment)｣一役割の定義 とその分配を行 う-､｢可動化

(mobilization)｣-動員 されたアクターを適切に管理する-(Gallon,1986). こ

れ らは､概念上区別することが可能であるが､ラ トクー リアン会計研究-の重

要度から考えて､ここではそれ らを ｢翻訳｣で代表 し､｢問題化｣のみを抽出す

ることにする｡
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ダーに穴を開けた り､空気噴射システムを改良 した りしてエンジンを再設計す

る必要はない｡ しか し､定期的にオイル交換をした り､冷却 した り､オーバー

ホールをした りといった手入れをしなくてもいいほど無知であってはならない｡

すなわち､開発や改良が終了 した段階でも､ブラックボックスは､それほど無

知ではない顧客によってその存在を維持 されなければな らないのである｡

ここで､ラ トウールは何を言お うとしているのであろ うか｡それは､｢ブラッ

クボックスがより自動化 し､より黒いものになるにつれ､それはより多 くの人々

を『伴 う』ことになる｡--ブラックボックスは能動的な顧客を必要 とするし､

その存在を維持 しようとす るのであれば他の人々を伴わなければならない｡そ

れは単独では 『慣性力』(inertia)を有 しないのである｡--･･ブラックボ ックス

は､多くの人々の行動を通 じてのみ､空間を移動 し､時間的に持続するものと

なる｣18(p.137)とい う､ 自身の言葉に現れている｡すなわち､｢ブラックボッ

クス｣ とは決 して固定化 された概念ではなく､そこに巻き込まれた人々によっ

て影響を受けることになる相対的な概念なのである｡その ｢黒 さ｣は程度の問

題であり､その維持､存続には多くの人々の積極的な参加が必要 となる｡たと

えば､ディーゼル ･エンジンの製作には､ディーゼルや技術者だけでなく､カ

ルノーの熱力学の原理や新 しい空気噴射システム､そ して MAN社で培われて

きた局所的なノウハ ウなど人間以外の ｢アクター｣も参加 していた｡すなわち､

ディーゼル ･エンジンとは､これ ら多数の ｢アクター｣のネ ッ トワークの中に

成立 したと見ることができるだろう｡

ここまで､｢アクター｣や ｢翻訳｣､｢問題化｣ といった概念を中心に､『科学

が作られているとき』におけるラ トウールの議論を追ってきたが､ここで一度

彼の議論の特徴を整理 してお くことにしよう｡まず 1つ 目として､『科学が作 ら

れているとき』の中で､ラ トウールが一貫 して持っている視点は､生成の歴史

が忘れ去 られて しまった事実や技術､すなわち ｢ブラックボックス｣が､どの

ようにして生み出されてきたのかとい うものである｡それは､彼が同書の冒頭

18ここで ｢慣性力｣とは､事実や技術が空間を移動 し､時間的に持続すること

を意味 してお り､ラ トウールは､同書の中でこれを事実や技術の ｢拡散モデル

(diffusionmodel)｣と呼んでお り､｢翻訳モデル(translationmodel)｣と対峠 さ

せている｡
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で掲げている一番 目の規則 19､｢『作成段階』の科学を研究 し､既製の科学や技

術を研究 しない｡そのために､事実や機械がブラックボックス化する前の時点

に行 くか､ブラックボ ックスを再び開く論争の後を追 う｣(p.258)とい う表現に

明白に現れている20｡

次に指摘 しておかなければならない 2つ 目の特徴は､ラ トウールが､科学的

事実と技術的対象の間に区別を設けていないとい うことである｡ これについて

は彼 自身が､｢『事実』構築者の問題は 『対象』構築者の問題 と同一であり､そ

れは､いかに して他者を説得するか､いかにしてその挙動を管理するか､いか

にしてひ とつの場所に十分な リソースを集めるか､いかに して主張や対象を時

空間を通 じて広めるか といったことである｣(p.131)と述べている｡ここから考

えるならば､彼が区別を設けない理由は､その両方が彼の研究対象であ り､同

じアプローチによって分析できるからである｡ しかも､ここでの彼の研究 目的

は ｢ブラックボックス｣化の生成過程を調べることであ り､この目的からすれ

ば両者を区別 しないことが理解できるであろ う21｡

3つ 目は､これが極めて特徴的であるが､人間と人間以外の ｢アクター｣を

同等に扱 うとい う見方である｡これは､『科学が作 られているとき』の 日本語版

序文の中で､｢人間 と人間以外のものとの連関が､一方が主体で他方が客体 とい

う位置を占めずに考察 されるべきである｣(ラ トウール,1999,2頁)と主張されて

いるように､ラ トウールの議論において非常に重要な分析スタイル となってい

る｡

そ して 4つ 目の特徴 として､これは上記 3つの特徴を前提 とするが､そのよ

うなブラックボックスが生成 される過程を眺める視点(立脚点)として､｢翻訳｣

(translation)や ｢拡散｣(diffusion)とい う概念が提示 されていたのであろ う｡｢翻

訳｣とは､そこに巻き込まれる ｢アクター｣ を人々の視点か ら眺めたものであ

19 ラ トウールは､同書の中で､科学論研究を行 うにあたって従 うべき 7つの｢方

法の規則｣と､その研究の中で彼が発見 した 6つの ｢原理｣を提示 している｡

20 ここで､｢作成段階の科学｣とは､｢ScienceinAction｣の訳語であ り､これ
は同書のタイ トルにもなっている｡

21 また､先のディーゼル ･エンジンの事例では､こうした考え方に準 じて必然

的に､ リソースを集める場所 としての実験室 と､アクターを集合 させる空間と

しての作業場が同一視 されていた｡
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り､｢拡散｣とは､それ を事実や技術の視点か ら眺めたものだと思われる｡事実､

ラ トウールは､｢ディーゼル ･エンジンの物語は､エンジンの変化する姿一異な

った人々に結び付けられた一 に着 目することによっても､人々の変化するタイ

プーエンジンと結びついた一に着 目することによっても分析 されるだろう｡そ

れは--巻き込まれた人々の観点か ら見たか---巻き込む事物の観点から見た

かによる 『同一の物語』である｣(p.138)と述べて､この事例を締めくくってい

る22｡

(3)作製段階の会計技術

ラ トウールの研究の根本は､ブラックボックスとなった事実や技術がどのよ

うにして作 られてきたのか､つま り作製段階の科学を追いかけることにあった｡

そのためにラ トウールが取った方法は､実験室においてエスノグラフィックな

研究を行い､科学的事実が構築 される過程を詳細に記述することであった｡そ

して､そこで明 らかにされたことは､それ らの事実や技術がそのものとして以

前から存在 していたのではなく､社会的に構築 された結果であるとい うもので

あった｡ したがって､ラ トウールの研究成果を会計の領域-応用 しようとする

研究群の中でも､やは り会計技術が構築 される過程を追跡 しようとする研究が

多数見 られる｡

たとえば､プ レス トン他の ｢予算を製作する｣(Prestoneta1.,1992)は､その

タイ トルか らもわかるように､その最も特徴的な研究の 1つである｡プ レス ト

ン他 自身が ｢予算技術の生産を理解するために､ラ トクール と同様に､その技

術が固定され､知れ渡 り､問題のないものとされる以前に行 くことを試みてい

る｣(p.564)と明言 しているように､同論文では､特定の組織において経常予算

システムとい う新 しい会計技術が構築されていくプロセスが分析 されている｡

22 このような分析を行っているラ トウールの意図は､次の一文に現れていると

思われる｡｢私たちは､科学が高度に創造的な活動であることを否定 していない

ことを強調 しなければならない｡ただ､この創造的 とい う言葉の正確な意味が

広 く誤解 されているだけである｡私たちは､それまで発見 されていなかった真

実を探求できる､他人よりも優れた特別な能力を持った個人を言及するために､

創造的 とい う言葉を用いているのではない｡そ うではなく､科学的活動が知識

を構築するための唯一の社会的舞台(socialarena)であるとい う私たちの前提

を意味 しているのである｡｣(LatourandWoolgar,1979,p.31)
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具体的には､1980年代の国民保健サー ビス(NationalHealthService:NHS)に

おける一連の経営予算イニシアチブが取 り上げられている. 当時､福祉国家体

制の結果逼迫 していた財政状態を改善するために､1979年に成立 したサ ッチャ

ー政府のもと､極めて経営効率の悪かったNHSの建て直 しが試み られていた｡

その一環 として､1983年に､医療サー ビスの供給における資源利用を規制する

ために､民間部門の経営予算システムを NHS-導入することを提案するグリ

フィス ･レポー トが公表 され､同論文は､この 1983年か ら 1986年にかけて､

特定の組織環境(OsgoodDistrict)におけるその導入プロセスを分析 しているの

である｡

その中で､プ レス トン他は､会計システムをあらか じめ設定 された 目的 どお

りに履行す るとい うよく定義 されたものと捉えるのではな く､む しろあいまい

な性格､ 目的にもとに着手 され､その設計および実行のプロセスの中で新 しい

意 思決 定 の可能性 や 責任 の定義 が生 まれ て くる もの､す なわ ち ｢製 作｣

(fabrication)され るものであると主張する｡ここで､｢製作｣とは､①その予算

システムが ｢仕様書｣(specification)に適合す るよ うに､いかに設計 され生産

されたのかを示す ｢技術の建築｣(thebuildingofthetechnology)的性格､②

製作 された予算システムは､もしそれを維持するための リソースが不足 した り､

そのケアが不十分であれ ば簡単に崩壊 して しま うものであることを示す ｢技術

的製品の脆弱性｣(thefragilityofthetechnologicalproduct)､③予算システ

ムの目的や効果に関す る説得的な物語をつ くるといった言葉の レ トリックを用

いて疑 い深 い者 を説得 す る とい う､｢技術 の機械 生産 ､促 進 ､販 売｣(the

machinations,promotionandsellingofthetechnology)的性格を包含す る概

念であるとされてお り(pp.565･566)､技術に対す るこのよ うな理解は､ラ トウ

ールの反実在論的思考 と通底す るものである｡

予算 システ ム 自体 は､その後 1986年 に保健社会保 障省(Departmentof

HealthandSocialSecurity:DHSS)から保健通達(HealthNotice)が公表 され､

その中でその失敗が公式的に認められたと記 されてお り､｢これ らすべての念入

りな製作にもかかわ らず､このケースでは経営予算は確立 した事実 とはならな

かった｣(p.589)と締めくくられているが､彼 らの分析はさらに興味深いものと

なっている｡すなわち､｢そのエ ピソー ドが成功か失敗かを明示す ることさえ､

56



それ 自体が製作であることを認識 しなければならない｡ とい うのも､経常予算

が失敗であったと公式的に認められたにもかかわらず､DHSSは修正イニシア

チブを立ち上げることによって､同 じ目的を達成する圧力を維持 ･強化 さえし

ている｣ と述べることによって､構築主義的な思考が最後まで貫徹 されている

ことを示 しているのである｡

(4)翻訳概念の会計研究への応用

ラ トウールの研究の理論的前提は､事実や技術が発見 されるものではなく､

構築されるものであること､そ してその構築プロセスには､多数の リソースを

伴 うとい うものであった｡そ うした リソースを巻き込むための手段 として考え

出された概念が ｢翻訳｣であ り､その戦略の 1つが ｢問題化｣とい うものであ

った｡これは､多様な関心をまとめ､｢必須通過点｣を作 り出す戦略であったが､

これ らの概念を会計の領域に応用 した研究がある｡K.ロブソンの ｢会計変化の

ア リーナで一翻訳のプロセスー｣(Robson,1991)がその 1つであ り､そこでは

会計変化 と社会の変化が どのようにして起こるのかが理論的に検討 されている｡

ロブソンは､まず ｢会計が特定の役割を果たす とい うことが､それだけでそ

の実践の起源あるいは歴史的生成を説明することにはならない｡ある実践の形

跡は､その究極的な機能によっては説明されない｡ある実践の効果は､意図さ

れないものであろ う--すなわち､ある特定の会計形態の存在は､多数の論理

や変動する理論の結果である｣(pp.547-548)と述べることによって､会計変化

の説明に際 して､アプ リオ リにその機能を想定することを拒否する｡そ して､

会計変化 と社会の変化は､それ らの うちどちらか一方が他方に影響を与えて変

化が生 じるといった一方通行的なものではなく､共生的に起こるものであると

提唱 し､そのように会計変化を社会的コンテクス トごと捉える方法を明示する

ために､ラ トウールの ｢翻訳｣概念を用いているのである｡

ロブソンによれば､会計変化の説明に際 して､｢翻訳｣概念は次の 3つの要

素に分類することができる.1つ 目は､｢一連の政治 ･経済 ･理論的な言説およ

び原理｣(asetofpolitical,economicortheoreticaldiscoursesandrationales)

であり､それは政治経済制度に内在するさまざまな知識体系やイデオロギーや

目的を意味 してお り､具体的には国の政策が挙げられている｡2つ 目は､｢1つ
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あるいはそれ以上の会計技術｣(oneormoreaccountingtechniques)であ り､

それは直接的に､測定 し､分類 し､記録 し､計算する会計システムのことが示

され ている｡ そ して 3つ 目は､｢問題化 とい うプ ロセ ス｣(theprocessof

problematization)であ り､これについては ｢非会計的な言説および原理のレベ

ル と会計技術の レベルの関係あるいは翻訳は､問題化を創造する｣(p.552)と指

摘 した上で､次のようなプロセスを説明 している｡すなわち､①まず特定の会

計技術の役割が､政策的言説の中で解決 しなければならない技術的 ｢問題｣あ

るいは ｢失敗｣ として翻訳 される｡②その後､その解決策 として新 しく修正さ

れた監視 ･測定 ･監督のための会計技術が考案 される｡③そ して､そのような

会計技術-の関心は､政策的言説の中の用語や 目的- と翻訳 され､そ うした言

説やそれに関連する原理や 目的の名の下で､会計領域における行為や変化が促

進 されることになる(p.552)0

このように､ロブソンは､｢翻訳｣特に ｢問題化｣とい う概念を用いることに

よって､ある特定の会計技術における問題が､より広範な政策的言説 と結び付

けられることによって､会計技術の変化 と政策的な文脈がいわば共生的に引き

起こされる過程を描 こうとしている｡すなわち､そこでは､環境の変化 と会計

変化のどちらかが先 といった前提が置かれることなく､両者は相互依存的に起

こるものであ り､そ うしたコンテクス トの中で会計変化が成立すると主張され

ているのである｡ ロブソンによるこのような視点は､P.ミラーの 1991年の論

文(Miller,1991)でより具体的に展開されてお り､以下ではミラーの議論を追っ

て確認することにしよ う23｡

ミラーの ｢企業を超 える会計革新-1960年代イギ リスにおける､投資意思決

定の問題化 と経済成長のプログラム化｣(Miller,1991)は､そのタイ トルの通 り

投資意思決定を支援する技術 としての DCF(discountedcashnow)法 と経済成

長の関係が論 じられている｡そこでは､DCF法の採用 とい う会計革新が､企業

を超えて､すなわち国家的な戦略 として生 じてきたプロセスが詳細に分析 され

ている｡その際に ｢翻訳｣や ｢問題化｣といった概念が援用 されている｡

23 同論文は､すでに園部(1999)によって 日本に紹介 されてお り､そこではその

テーマであるDCF法 と社会的コンテクス トとの関係が詳細に検討 されている｡
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ミラーが､分析対象 としている文脈は､1960年代のイギ リスであ り､当時､

各企業において投資意思決定に有用な手法 として DCF法が普及 しつつあった｡

ミラーによれば､DCF法を含む会計技術の発案､普及をめぐる議論､すなわち

会計革新の研究はそれまでにもあったが､そのほとん どが実務家による実践的

な問題解決を根拠 とす るもの､また学者による目的適合的な手法の開発を提唱

するものとに分類することができた｡ しか し､実務家 と学者を実際に明確に区

別することは困難であ り､またそ うした概念 自体が一定でない とする｡また､

もう少 し視野を広げれば､会計革新は､実務家や学者だけでなく､企業を超え

た政府機関や､その時代の論調や主張など､さまざまな要因が影響 し合った結

果 として捉えることができる｡ ミラーはこのように確認 した上で､その当時の

状況を次のよ うに述べている｡

｢イギリスでは､経験則 よりも優れているとい う点で､そ して算術的に正

確な測定値が提供 され るとい う理由で､DCF法が支持 されていた｡予測は

困難であったが､それに挫折することはなかった｡ しか し､投資意思決定

に DCF法を採用することには個別企業を超える意味があることが繰 り返

し主張されていた｡それ らは､成長 とい うマクロ経済の目標に関係 してい

たのである｡DCF法 とい う優れた手法に基づいて投資意思決定を行 うこと

は､個別企業の収益性だけでなく､国家の経済成長にも本来的に貢献する

と言われていたのである｡｣(Miller,1991,p.744)

ミラーは､こうした当時の状況の中に重要なポイン トがあると指摘する｡そ

れは投資意思決定 とい う問題が､国家の経済成長 とい う問題に結び付けられて

いたことである｡そ して､この点を説明するために､｢問題化｣や ｢翻訳｣とい

う概念を用いているのである｡ ここで ｢問題化｣ とはある問題を別のより大き

な問題に結びつけるとい う意味で､また ｢翻訳｣ とは特定の問題に新 しい解釈

を与え､人々の思考を特定の方向-向かわせるとい う意味で用いられている｡

したがって､ここでの両者の厳密な区別は困難であるが､個々の経営者の投資

意思決定に DCF法を利用することが､マクロ経済の成長に結びつ くとい うこ

とを理解する上で有用な概念 となっていることがわかる｡
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これを､先ほど見たロブソンの分類から考えるならば､｢一連の政治 ･経済 ･

理論的な言説および原理｣として､ここでは経済成長が示 されてお り､｢1つあ

るいはそれ以上の会計技術｣ としては DCF法が示 されている｡そ してこれ ら

は､たとえば ｢イギ リス産業の競争優位性を回復するためには､正確な投資意

思決定が不可欠であ り､その際 DCF法が鍵 となる｣ といった ｢問題化｣のプ

ロセスを経ることによって､両者が結び付けられることが想像できるであろう｡

このように､ラ トクー リアン会計研究では､ラ トウールが想定 していた相対

的な世界の中で､特定の会計技術が構築 され､普及するプロセスが説明されて

いる｡もちろん､対象 とする文脈の違いによって､その分析の方法も異なるが､

その根底には､ラ トウール と同様に､技術の反実在性-構築性が意識 されてい

たことがわかるであろ う｡そ して､そのような分析を通 じて､それ らの会計技

術がそのもの としては存在 し得ないこと､つま り社会的な関係の中にしか成立

し得ないことが示 されているのである｡

第 4節 計算の中心 としての会計

(1)計算の中心

ラ トウールの研究の意図は､上で見てきたように､｢ブラックボ ックス｣とな

った事実や技術が どのように して生み出されてきたのかを明らかにすることで

あった｡そこでは､多数の ｢アクター｣が実験室や作業場に結び付けられるこ

とにより､ある特定の事実や技術が作 られていく過程を詳細に検討する方法が

示 されていたが､その方法は､人間と人間以外の要素を区別 しない とい う極め

て斬新な見方であった｡会計をひとつの技術 と考えると､その技術がいかに生

み出されまた普及 していくのかとい う過程を見る上で､このようなラ トウール

の視点は､これまでとは異なった新 しい議論を提示 して くれるはずである｡

しか し､ラ トクー リアン会計研究を詳細に調べると､そこには技術の構築段

階だけではなく､それを超えた議論が展開されていることに気がつ く｡それは､

会計技術を用いることによって､離れた対象に影響を及ぼすことができるとい

う発想の下に描かれたものであり､｢遠隔操作｣や ｢計算の中心｣といった概念

とともに議論 されている｡ もちろん､これ らの概念 もまたラ トウールが生み出
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したものであ り､彼の議論の中でも重要な位置を占めているものである｡では､

それ らの概念はどのよ うな意味を持ち､ラ トクー リアン会計研究の中でどのよ

うに展開されているのかを以下で検討 していこう｡

ラ トウールが､｢遠隔操作｣や ｢計算の中心｣といった概念 を説明 しているの

は､主 として 『科学が作 られているとき』の第 6章である｡ これまで示 してき

たように､同書の意図が､一貫 して科学的事実や技術的対象の構築過程を追い

かけることにあるにもかかわ らず､第 6章は､これまでの章における議論 とは

微妙に異なっている｡それは､個々の ｢ブラックボックス｣がいかにして構築

されてきたのかを､そこに参加する ｢アクター｣の結び付きから明らかにしよ

うとする関心から､ どのようにして世界の情報がある一点に集められるのかと

い う関心-､いわば視点の転換が行われているからである｡ラ トウールはこう

した視点を ｢野生の思考の家畜化｣(thedomesticationofthesavagemind)と

表現 しているが､これ こそ離れた対象-影響を及ぼす ｢遠隔操作｣ の前提 とな

る考えであ り､この視点の転換は､ラ トクー リアン会計研究の中心を構成する｡

ラ トウールはまず､｢いかに して､遠 くにある事物､人々､出来事 とな じみに

なるのか｣(Latour,1987,p.220)とい う疑問を提示する｡そ して､これに答える

べ く､科学における ｢蓄積のサイクル｣(cycleofaccumulation)とい う運動に

注 目する｡た とえば､遠 くに離れた異国の事物や人々や出来事 とな じみになる

ためには､それ らを自国に持ち帰る必要があるが､それ らすべてをそのまま持

ち帰ることは不可能であ り､それを達成するためには何 らかの手段を開発 しな

ければならない｡その手段の条件 として､ラ トウールは､持ち帰ることができ

るように動かせるものであること一可動性-､動か しても変形､破壊､腐朽 さ

れないこと-安定性-､そ して､どのような性質のものであれ蓄積でき､結合

できるものであること-結合可能性- とい う 3つを挙げ､｢こうした条件が満

たされるならば､地方の小 さな町でも､たい したことのない実験室でも､ガ レ

ージにある取るにたらない小 さな会社でも､最初は他の場所 と同 じくらい弱い

が､遠 く離れて多数の場所を支配する中心になることができる｣(p.223)と主張

する｡

その一例 として､地図学が挙げられている｡ ヨーロッパにいなが らにして､

どれほど未開の地のことを知 りたいと思っても､土地そのものを持って帰って
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くることはできない｡そこで開発 されたのが地図である｡それは､航海用時計

や四分儀､六分儀､専門家､航海 日誌､既存の地図などを備 えた船を現地に送

り込み､その土地の形状を測定 させ､それを緯度 と経度 とい う数値に記号化す

ることによって､見たことのない土地をヨーロッパで再現することを可能にす

る｡そ して､このように記号化 された数値こそ､遠 く離れた土地を支配するこ

とを可能にす る不変で結合可能な可動物､すなわち ｢インスクリブション｣に

他ならない｡したがって､｢蓄積のサイクル｣とは､こうした手段を備えて次々

と世界を横断 し､現地の事物や人々や出来事を何 らかの ｢インスクリブション｣

に転換することによって､それをひ とつの中心に持ち帰 り､蓄積 していく運動

のことである｡その結果､｢中心に留ま り何 も見なかったために最 も弱かった

人々が最 も強 くなってい き､ どの現地人 よ りも--多 くの場所 にな じむ｣

(p.224)ことができるのである｡そ して､ここで重要なことは､そ うした地図を

通 じては じめて､現地について知ることができるとい うことである｡

では､このような ｢蓄積のサイクル｣の中心では､いったい何が行われてい

るのであろ うか｡ラ トウールによれば､その中では､標本､地図､図表､日誌､

質問票などの蓄積 されたあらゆる種類の ｢インスクリブション｣が､科学者や

技術者によって､証明競争を拡大するために用い られている｡ しか し､少 し考

えれば想像できるが､｢たとえば､統計局の局長が調査員によって持ちこまれた

何億 もの質問用紙を同時に見ることはできない｣(p.234)｡ したがって､その内

容を把握するためには､｢質問用紙が人々に対 して行ったことを質問用紙に対 し

て行 うこと､すなわち､それからある要素を抜き出 し､他のより可動的でより

再結合 しやすい用紙にそれを記載すること｣(p.234)が必要 となる｡つま り､蓄

積 された ｢インスクリブシ ョン｣は互いに結合 され､目的に適合 した形で再構

成 されるのである｡こうした過程は留まることなく､第 n段階から第 n+1段階

へ とカスケー ドのよ うに繰 り返 されることになる｡

そ して､このようなカスケー ドにおけるポイン トは､｢論争の場合に､他の集

計､記号､指標､計量器､計数器は､反対者が第 m段階の最終結果から､記録

室に保存 されている質問票- と戻ることを可能にし､そこか ら､その土地の人々

- と戻ることを可能にすることである｡すなわち､幹部の机の上 と人々の間に

双方向の関係が確立 している｣(p.234)ことが重要であ り､こうした関係を確立
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できた場合にのみ､中心における机上の計算に基づいて､外部の世界を支配す

る ｢遠隔操作｣(actionatadistance)が可能 となる｡そ して､そこでの中心の

ことを､ラ トウールは ｢計算の中心｣(centresofcalculation)と呼んでいるの

である｡

ラ トウールは､この例 として､多数の渦の関係を定式化 した流体力学の専門

家 0.レイノルズの仕事を取 り上げている｡レイノルズが定式化する以前は､渦

の複雑な関係は､たとえば ｢流れが速ければ速いほど､より多数の渦ができる｣

や ｢流れが衝突する障害物が大きければ大きいほど､より多数の渦が生 じる｣､

｢流体の密度が大きければ大きいほど渦が多い｣､｢流体の粘性が大きければ大

きいほど､渦はますます少なくなる｣ といった形の文章ではまとまられていた

が､レイノルズはこうした第 n段階の ｢インスクリブシ ョン｣ を､｢R=SLD/

V｣とい う第 n+1段階の ｢インスクリブション｣- と定式化 したのである｡ こ

こでは､可能性のあるすべての渦の係数を表す ｢レイノルズ数｣Rが､S(流れ

の速度)､L(障害物の長 さ)､D(流体の密度)､Ⅴ(流体の粘性)に関係することが

示 されてお り､こうした方程式によって､川の流れや､空中を舞 う羽や､宇宙

の銀河を実験室にいなが らに して観測することができ､そこでの計算を通 じて

それ らを支配できるとい う点において､｢遠隔操作｣が可能 となる｡つま り､そ

こでの実験室はラ トウールが言 う｢計算の中心｣となるのである(pp.237･238)0

(2)遠隔操作と会計技術

ラ トウールによれば､世界の情報を収集することによって ｢計算の中心｣と

な り､そこか らの ｢遠隔操作｣を実行する際に欠かせない手段が ｢インスクリ

ブション｣であった｡そ うした ｢インスクリブション｣ とい う概念を会計研究

- と導入 し､｢インスクリブション｣としての会計を詳細に検討 しているのが､

ロブソンの ｢『インスクリブシ ョン』としての会計数値一遠隔操作 と会計の展開

-｣(Robson,1992)である｡同論文では､会計における定量化 とい う性格を､｢遠

隔操作｣を可能にする ｢インスクリブション｣とい う新 しい視点か ら説明する

ことが試み られてお り､遠 く離れた地点の支配を促進する､可動で(mobile)､

安定的で(stable)､結合可能な(combinable)｢インスク リブション｣としての会

計数値が提示 されている｡
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ロブソンによれば､会計の発展を社会的コンテクス トに位置づけようとして

きたこれまでの研究 と同様に､会計の役割や機能は､その実践的な本質によっ

て定義 されて しま うようなものではなく､それが属する特定の環境によって多

様な形態を採 りうるとい う考え方が､同論文においても共有 されている｡ しか

し､ここでの議論はさらに理論的であ り､会計活動を行 うことが､必然的に ｢イ

ンスクリブシ ョン｣の役割を伴 うことが示 されている｡そ して､算術的 ･統計

的技術に依存 した会計の定量化志向を､定量化 自体に特権を与えるのではなく､

｢遠隔操作｣の実現に役立つ ｢インスクリブション｣に関連 させて理解 しよう

としている｡

ここで ｢インスクリブシ ョン｣とは､対象や事象を作 り出す さまざまな技術､

たとえば記述や記録､描写､表記などが指 されてお り､それによって､私たち

はそれ らを知ることが可能 となる｡そ して､このように して獲得 された知識は､

｢インスクリブション｣の実践的手続き､すなわち世界を銘記す る(inscribe)

ための技術の結果である｡ したがって､こうした観点か ら会計を見るならば､

会計報告書を構成する具体的な図表を伴った表現､記述､数値､ リス ト､表な

どが ｢インスクリブシ ヨン｣ として理解 される｡そ して､遠 く離れた組織にお

ける建物や生産プロセスや株式 といったあらゆる要素を､貨幣価値などの数量

- と翻訳することによって､｢会計は､他の多 くのものよりも､権力あるいは遠

隔操作につながる可能性 をもった知識形態を提供 している｣(p.701)と指摘 して

いる｡

このように､会計を ｢インスクリブション｣の 1つ とす る視点か らすれば､

先に見た国民保健サー ビス (NHS)-の予算システムの導入の事例を次のよう

に見ることができる｡すなわち､当時 NHSは新 しい予算システムの導入を通

じた組織再編プログラムの対象であったが､それまでとは異なる民間部門の経

営手法が導入 され､組織の境界や 目的が再定義 される過程の中で､会計は ｢効

率性｣とい う政府プログラムの ｢媒体｣かつ ｢メッセージ｣ としての役割を果

た していた｡そこでは､組織やその目的の再編成 とい うこのプロセスの一部 と

して予算 といった会計技術が描かれてお り､それは NHSを新 しい方法で可視

化 し､政府機関の目的に従った計算を促進 し､｢効率性｣とい う名の下に NHS

内部の要素を操作可能にするために､大蔵省や保健省､地方政府､病院､医者
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などの間に会計インスク リブシ ョンによるネ ッ トワークが構築 されていたので

ある(p.702)0

ロブソンによるこのよ うな分析は､W.F.チュアの ｢会計イメージの製作にお

ける専門家､ネ ッ トワークおよびイ ンスクリブシ ョン｣(Chua,1995)にも見る

ことができる｡チュアは､同論文の中で､オース トラリアの病院組織の中に､

DRG会計が導入 され る過程 を分析 している｡ここで DRG会計 とは､内部予算

目的のために個々の DRG24ごとに財務的資源 を配分す るシステムのことを意

味 している｡この分析では､その結果 として､｢会計が単に問題のない経済的現

実を受動的に描写 していたのではなく､病院組織およびその活動に関する既存

の表現を能動的に変換 した｣(p.137)ことが示 されている｡すなわち､DRG 会

計が導入 された病院組織の中では､｢患者｣が希少資源 を消費する製品 とな り､

｢医者｣が資源需要を決定す る資源管理者 とな り､｢病院｣が複数 ライン工場 と

な り､｢健康管理の提供｣が一種の生産プロセスとなったことが示 されているの

である｡チュアは､｢そのよ うな会計の レンズが無ければ､重症の心臓発作に苦

しむシ ドニーのパ ッカー氏 と､彼の料理を用意 した即席料理人 と､医療記録を

つける記録係 と､多数の表を作った会計士 と､健康管理部門に財源 を配分する

キャンベラの政治家を明白に結びつけることはできない｣(p.137)と指摘 してい

る｡

このような ｢インスク リブシ ョン｣ としての会計､お よび会計の能動的な性

格を前提 としなが ら､ラ トウールが主張 していた ｢遠隔操作｣ とい う現象を会

計研究の中に積極的に見出そ うとする研究も見 られる｡その 1つ として､S.G.

オグデンの ｢組織パフォーマンスのための会計一民営化 した水道事業における

顧客の構築-｣(Ogden,1997)を挙げることができる｡同論文では､イギ リスの

民営化 された水道事業における顧客概念の構築プロセスが分析 されている｡

オグデンによれば､イギ リスの水道事業は､それまでの独 占的な性格のため

に､1989年にイングラン ド･ウェールズ地域水道当局が民営化 されることにな

った｡ しか し､そ うした民営化にもかかわ らず､水道サー ビスの提供において

24DRGとは DiagnosisRelatedGroupsの略であ り､訳語 は疾病別関連群であ
る｡ これは､類似 した疾病 ごとに分類 された集合を意味す る｡
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競争的な市場環境を欠いたままであったので､政府は水道局(OfficeofWater

Services:Ofwat)とい う新 しい規制機関を通 じて､顧客の利益を保護 しようと

していた｡そ して､Ofwatは ｢サー ビス レベル の指標 ｣(levelsofservice

indicators)とい う一種の会計システムを各水道会社 に導入す ることによって

この目的を達成 したのである｡すなわち､この ｢サー ビス レベルの指標｣ を通

じて､顧客の便益が知覚可能かつ測定可能な方法で定義 され､その結果､個々

の会社が顧客サー ビスを提供する能力が計算 され評価 されるようになったので

ある｡ このように新 しい会計手法を用いることによって､会社の実績を測定か

つ監視することができ､他の会社 と比較可能 とな り､望ま しい顧客サー ビスを

達成 した会社を特定することができるようになった(p.552)0

オグデンは､こうした文脈から ｢サー ビスレベルの指標が､管理者の活動の

中に 『顧客サー ビスを満たす』 ことの重要性を刻み込むように作用 したことは

疑いようがない｡サー ビス レベルの指標は､顧客サー ビスに関する情報の記録

に関係 していただけでなく､水道会社の管理者に影響を及ぼす方法を構成 して

もいたのである｡それは表現の手段であ り､かつ介入の手段でもあった｣(p.553)

と指摘する｡そ してそれは､｢民営化 された水道会社の公式的な自律性を侵害す

ることなく起 こった｡---Ofwatは､規制的権限を持っていたが､顧客サー ビ

スの向上 とい うOfwatの 目的を､管理者の目標 と本来的に結び付けることによ

って､管理者を説得 したのである｣(p.545)｡すなわち､オグデンは､ここで ｢サ

ービスレベルの指標｣を､｢遠隔操作｣を可能にする間接的な統治メカニズムの

例 として理解 している｡

また､先に挙げた ミラーの ｢企業を超える会計革新｣(Miller,1991)において

も､その分析の最後で､政府による間接的な統治メカニズムとしての ｢遠隔操

作｣が指摘 されている｡ ミラーによれば､当時の労働党政府は､企業､特に国

有化産業に対 して､直接的な干渉を回避 しながらその意思決定を望ましい方向

- と操作することを望んでいたが､DCF法がまさにそれに応える技術だったの

である｡つま り､国有化産業の場合､継続的かつ詳細な干渉は望ましくなかっ

たが､そ うした計算技術の導入によって､対象企業が経済的規範を参照 しなが

ら自己規制することが可能 とな り､またそ うした規範か らの逸脱 も明確に可視

化できるようになったのである｡すなわち､DCF法は､政府が民間企業の経営
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意思決定に直接介入することなく､その経済性を ｢遠隔操作｣することを可能

としたと指摘 されている(Miller,1991)0

さらに､モー リ トセ ン他 は､｢知的資本 と 『有能な会社』｣(Mouritsenet

a1.,2001)の中で､知的資本報告書 とい う特定の会計技術がこのような ｢遠隔操

作｣を可能にするプロセスを詳細に分析 している｡彼 らは､｢知的資本の測定､

報告､管理 といった直接的な関係を想定することなく｣｢どのようにして 『知的

資本』 とい う概念が､異質な要素を安定化 し明白化する論拠 として用いられる

ようになるのか｣(p.741)とい う問題を立て､デンマーク企業 17社-のアンケ

ー ト調査 と､その うち 3社のケーススタディを通 じて､知的資本報告書がどの

ように作成 され､またどのような役割を果た しているのかを明らかにした｡

モー リトセン他によれば､知的資本報告書において表示 されているそれぞれ

の要素は､報告書に持ち込まれることによって初めてそれ 自体が実在物 として

認められるようにな り､それ らの要素を通 じて雇用方針や組織の競争力源泉､

組織文化､生産性向上メカニズムに関わる新 しい力関係が構築 されることにな

る｡すなわち ｢知的資本報告書 とい うインスクリブションは､単に 『ことのあ

りさま』(stateofaffairs)の叙述､視覚化､数値化ではない｡そ うしたインス

クリブションは､翻訳の中心が､物事を変換する､あるいは 『人々の習慣を変

える』のを助 ける働 きをす る｣25(p.758)のである｡そ して､｢知的資本報告書

を通 じて考案 されたカテゴリーは､管理者による遠隔操作を可能にする｡なぜ

なら､管理者がもつ変革-の願望が､管理技術を媒介 して､どの組織行動が 『正

しいのか』『賢明なのか』『正道なのか』あるいは単に 『適切なのか』 とい う判

断を助けることになるか らである｣(p.759)と指摘する｡

モー リトセン他によるこうした分析の本質は､｢知的資本報告書を通 じて･-･-

知識が個々人の内部の 目に見えない場所から､統治可能な明るい場所- と引き

出された｣(p.759)ことであろう｡そ して､彼 らは知的資本報告書のこのような

特徴を､次のように財務会計 と比較 している｡すなわち ｢財務会計が詳細な 日

常生活 とい うカオスの中か ら経済性を引き出す とい うプロセスであるのと同様

に､知的資本報告書は､異質の要素を含む 日々の状況の中か ら知識を引き出 し､

25ここで ｢翻訳の中心｣とは､ラ トウールの言 う｢計算の中心｣と同義である｡
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それ らを新 しい方法で比較 し､新 しい関係を同定する｡そ してそれ らは､日々

の意思決定- と 『戻 され』､会社全体における新 しい協調形態が設定され､新 し

い可視性の形態に基づいて行動 されるようになる｣(p.761)0

このように､ラ トウールが提唱する ｢インスクリブション｣や ｢遠隔操作｣

は､現象を記録 し､離れた場所から操作することができるとい う点において､

｢経済活動を認識､測定､集計､報告する｣会計技術にとっては重要な概念で

あると思われる｡ただ し､そこでのポイン トは､そ うした会計技術の前に経済

的対象が実在 していたわけではないとい うことである｡モー リトセン他が指摘

していたように､複雑な 日々の活動を会計報告書上の数値(インスクリブショ

ン)へ と変換することによって､はじめて経済的対象を知覚することができるの

である｡そ して､そ うした ｢インスクリブション｣の計算を通 じて､その対象

を操作することを､ラ トウールは ｢遠隔操作｣ と呼んでいたのである｡そこで

は､対象から離れた場所､いわば机上に置いて計算を行 うことが可能 となる｡

第 5節 おわりに

本章では､ラ トウールの方法論を会計技術の分析-応用 しようとする研究群

を見てきた｡そこでは､これ らの研究を①会計技術そのものが構築 され､普及

していくプロセスを追跡する研究と､②会計技術が経済的対象を操作可能にす

る点に注 目した研究の 2つに分類 し､ラ トクー リアン会計研究を読み進める際

の視点を提示することを試みた｡｢翻訳｣｢問題化｣｢遠隔操作｣といったラ トウ

- リアン会計研究において頻繁に登場する概念 も､以上 2つの視点か ら見れば､

明確に位置づけることができると思われる｡

しか し､これ らの分類は､ラ トウールによって分析上便宜的になされたもの

であり､はじめにも述べていたように､それ らの間には一貫 した流れがある｡

たとえば科学技術で言 うならば､対象を操作可能にする ｢インスクリブション｣

の形態に転換 された情報は ｢実験室｣- と集められ､科学者や技術者はそれ ら

の ｢インスクリブション｣を証拠 として新たな科学的事実 ･技術的対象を構築

する｡そ して､一度構築 された科学的事実 ･技術的対象はブラックボックス化

し､他の ｢実験室｣あるいは社会- と波及 していくことになる｡ しか し､その
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ブラックボックスの波及には､多数の ｢アクター｣を巻き込む必要があり､そ

の戦略が ｢翻訳｣や ｢問題化｣であった｡すなわちブラックボックスは､多数

の ｢アクター｣によって維持 され続けなければならないのである｡

反実在思考を前提 とする､このよ うなラ トウールの視点から会計を見るなら

ば､会計以前に経済的現実が存在すると想定 し､会計技術 自体が実在すること

を前提 とする既存の会計研究からは､決 して捉えることのできなかった世界が

示 されていることがわかるであろう｡ラ トウールの観点か らすれば､ある特定

の会計技術は､それ 自体 として存在 しているのではなく､さまざまな関係の中

に構築されるものであ り､また会計 自身が対象を構築 させ る技術でもある｡会

計技術をめぐる構築プロセスの二重性､すなわちある経済的対象を知覚可能に

する技術が社会的に構築 されるとい う動的なプロセスを思考可能にすることが､

ラ トクー リアン会計研究の意義あるいはその可能性であると言える｡

ここで､このような構築プロセスの二重性を所与 としながら､会計技術の専

門性を高めるとすれば､そこにはどのような事態が起こるであろ うか｡専門化

による知識の蓄積に伴って､会計技術が構築する対象がますます拡充する一方

で､新たな技術や知識を構築するための資源はますます複雑化 し､専門家にし

か扱えないようなものとなるだろう｡ ここにこそ､反実在思考か ら専門知識を

見ることの意義があ り､そもそも､ラ トウールが分析の対象 としていたのは､

科学 とい う､まさに専門知識の中心的な存在であった｡いわば､専門知識はそ

の中にひ とつの世界を作 り上げるのである｡

前章および本章での検討を通 じて､反実在思考 とい う哲学的･社会学的前提､

専門知識 自体を分析するための枠組みを説明 してきた｡では､このようにひと

つの世界を作 り上げる専門知識は､それ以外の領域 とどのような関係にあるの

であろうか｡ これを理解するためには､社会全体を分析す る枠組みが必要にな

ってくる｡ したがって､次章では､オー トポイエシス ･システム論 とい う枠組

みを用いて､その関係 を見ていくことにしたい｡
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第 4章 会計専門技術の構造的間億-オー トポイ工シス ･システムの

視点から-

第 1節 は じめに

前章のラ トクー リアン会計研究においては､反実在性や構築主義 といった視

点から会計専門知識が どのように捉えられるのかについて見てきた｡そこでは､

ラ トウールの分析スタイルに基づいて研究を分類 し､それぞれから見た場合に

会計がどのように措かれるのかが しめされた｡ しか し､それ らの議論は会計 と

い う専門知識のみを対象 としたものであって､それが他の知識 とどのように関

係 しているのか とい うことが考慮 されていない｡つま り､反実在思考から社会

を見た場合､それは単に会計専門知識にのみ適用 されるのではなく､他の領域

も等 しく世界を構築 しているのである｡そ して､それ らの知識間にこそ､会計

専門知識が抱える構造的問題を読み解 く鍵がある｡そこで本章では､オー トポ

イエシス ･システムとい う枠組みを紹介 し､広 く社会において会計専門知識が

抱える構造的問題を明 らかにしたいと思 う｡

こうした課題に取 り組むために､本章では､規制立法が失敗するメカニズム

を明らかにした法社会学の議論を参照 している｡法社会学者である G.トイブナ

-は､社会学者 Nノレ-マンの社会システム論 (オー トポイエシス･システム論)

の観点から､1970年代か ら 1980年代にかけて ドイツで起 こった法化現象 (規

制立法の増大)を分析 している｡ルーマンの社会システム論 とは､社会を高度

に自律化 したオー トポイエシス ･システムが並存する状況 として捉える理論で

あり､ トイブナ-は､そ うした観点から､オー トポイエシス ･システムとして

の法が他のシステムとどのような関係にあるのかを中心に､規制立法が失敗す

る可能性を明らかに しているO こうした議論はすでに会計学でも取 り上げられ

てお り､イギ リスの会計学者 M.パワーは､同じくオー トポイエシス ･システム

論の観点か ら会計を捉え､会計 とい う専門技術を通 じた規制に潜む構造的な問

題を指摘 している｡

したがって､以下では､まず会計規制 とオー トポイエシス ･システムの関係

を整理 し､続いてルーマンや トイブナ-の議論を中心に､社会学や法社会学で
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の議論を概観する｡そ して､こうした枠組みから会計専門技術を見ているパワ

ーの議論を説明 した上で､ミラー-パワーが､会計学において､｢一方で政策的

主張による､他方で特定社会領域による要請の間で､会計が独 自の 『規制の ト

リレンマ』に陥っている｣(MillerandPower,1992,p.235)と主張 した､会計専

門技術が孝む問題を明 らかにしていく｡

第 2節 会計規制 とオー トポイエシス ･システム

一般に､会計規制 とは ｢政府等が強権力を背景に企業会計法等を制定 し､そ

れに基づいて個別企業の会計方針を特定の公共 目的の達成に向けて制御するこ

と｣であり､それは ｢規制機関､規制 目標および規制手段の 3要素から構成 さ

れ｣(中村,1992,10･11頁)ている｡ここで規制機関とは､政府機関だけでなく､

それを補完する職業会計士団体等の民間機関まで含んでお り､規制 目標 として

は､主として､投資家の保護あるいは株主や債権者等の利害関係者間の利害調

整が想定される｡また､規制手段 としては､商法や会社法によって規定 された

会計基準や､一般に認められた会計原則(GAAP)等がその中心 となる｡

会計規制をこのよ うに整理 して捉えれば､現行の会計制度が､どのような規

制 目標の下に､どのよ うな規制機関を通 じて､どのような基準が設定されてい

るのかについて､極めて明確に理解することができる｡また､それぞれの文脈

に応 じて､どのような規制 目標を設定 し､どのような規制機関を中心に､どの

ような基準を作成すれば良いかを考えるに際 して､有用な枠組みを提供 してく

れるに違いない｡ したがって､何 らかの会計規制の失敗に直面 した場合､こう

した枠組みをもとにすれば､どこにその原因があったのかが瞬時に分析 され､

それに基づいて新 しい基準が整備 され､規制機関の体制等が修正 され､新 しい

制度が施行 されることになる｡たとえば､エンロン､ワール ドコム事件-の対

応 として､その問題点が特定され､監査人の独立性や コーポ レー ト･ガバナン

ス､特別 目的会社の連結に関する会計基準等､会計規制が大幅に強化 されるこ

とになった｡

しか し､ここで注意 しなければならないことは､これまで､こうした会計規
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制の失敗に対する議論の焦点が､会計の技術的な側面に集中させ られてきたこ

とである｡そこでは､同様の不正会計の再発を防止することを目的に､監査体

制や会計基準を整備す ることが議論の中心となるだけで､会計 とい う専門技術

そのものが潜在的に有 している問題については議論 されることがなかった｡

本章で紹介す るオー トポイエシス ･システムとい う枠組みは､こうした専門

技術を通 じた社会統治のダイナ ミックなプロセスの理論化を可能にする｡オー

トポイエシス ･システム論 とは､継続的な作動様式を可視化する理論であり､

近年､社会学で注 目されてきた理論の 1つである｡以下では､その特徴につい

て述べておこう｡

オー トポイエシス(autopoiesis)とは､ギ リシア語のオー ト(自己)とポイエシ

ス(制作)か らなる造語である｡これは､1970年代以降､生物学や社会学で徐々

に注 目されてきた概念であ り､その意味は､言葉からも分かるように､｢自己を

制作する｣とい うものである｡オー トポイエシスとい う用語 自体は､1970年代

の初めに､チ リの神経生理学者マ トウラーナ とヴァレラによって初めて用いら

れたものであ り､彼 らは､神経システムをモデルにこの概念を構想 し､その後､

細胞システム､免疫システムとその適用範囲を広げ､生命 システム一般の論理

として拡大 していった｡現在では､社会学者ルーマンの功績により､社会科学

- と適用範囲がますます拡大 されてお り､本章で紹介 している法社会学者 トイ

ブナ-や会計学者パ ワーは､この理論に基づいて議論を展開 している｡

では､オー トポイエシスとい う概念に基づいたシステム論､すなわちオー ト

ポイエシス ･システム論 とは､従来のシステム論に比べて何が ｢新 しい｣ので

あろうか｡ ここでは､その発見のモデル となった生命システムを中心にその特

徴を明らかに しておこう｡

今 日まで支配的になっている生命システムの概念は､開放系動的平衡システ

ムとい うものである｡これは､｢環境 との相互作用｣､｢環境-の適応｣､｢物質代

謝を介 した自己維持 と自己形成｣をその特徴 としてお り､自己形成について研

究する遺伝学 と､環境 と生命システムの関係を研究する進化論が今 日の生物学

の主流 となっている(河本,1991,250頁)｡したがって､生物体は栄養分を補給 し

て老廃物を排推 してお り､また気温や湿度などの外部環境の変化に対応 して､

体温や血流量､血液成分をある一定の範囲に保っているといった考え方は､開
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放系動的平衡システムとい う概念に基づいていると言える｡

それに対 して､オー トポイエシス ･システム論では､システムの ｢閉鎖性｣

が主張されることになる｡ しか しこれは､単純にこれまで開放系動的平衡シス

テムにおいて想定 されていた生命システムの ｢閉鎖性｣を提唱 しているのでは

ない｡ヒ トが 日々栄養分を補給 し老廃物を排涯 していることを考えれば､｢開放

性｣であることは明らかである｡では､ここでの ｢閉鎖性｣ とは何を意味 して

いるのであろ うか｡

オー トポイエシス ･システム論では､｢システムが環境 との境界を､どのよう

に自分 自身で画定するか､また環境世界 との関係をみずか らどのようにつ くり

出すか｣が考察 されることにな り､これは､｢システムのあ り方を､システム自

身との関係で明かにしようとする｣(251頁)ことを意味 している｡つま り､こ

こには､観察者によって空間的に区切 られたシステムではなく､システム自体

の作動を通 じて成 り立っシステムが浮かび上がってくることになる｡

従来の開放系動的平衡システムの概念のもとでは､環境の中に生命システム

が存在 し､その生命システムが環境 と相互作用することによって自己を維持 し

ているとい うように､いわば観察者 自身の視点から生命システムが捉えられて

いた｡それに対 して､オー トポイエシス ･システム論では､生命体 として継続

的に生起 している作動様式に焦点が置かれ､そ うした作動 自体によってもたら

される一定の構造が生命システムとみなされているのである｡ したがって､生

命システムに対する捉え方が大きく異なっているのである｡では､このように

生命システムに対する見方の転換か ら導かれるオー トポイエシス ･システムと

は､どのようなものなのであろうか｡

生命システムの作動様式そのものに焦点を当てた場合､そこには､みずから

の構成要素を繰 り返 し生産する､継続的な生産プロセスが描かれることになる｡

つまり､生産 した構成要素が自己自身を構成 し､そ してまた構成要素を再生産

するとい うよ うに､生産 した構成要素を継続的な生産プロセスに巻き込んでい

くとい う､循環的な作動が行われているのである｡たとえば､有機体は自己を

構成する要素である細胞を循環的に生産 してお り､また､細胞 も自己を構成す

る要素であるタンパク質を循環的に生産 している｡

つま り､このシステム論のもとでは､観察者の視点から空間的に区切 られる
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対象がシステムとして捉 えられているのではなく､構成要素を継続的に生産す

るプロセスのネ ッ トワークとしてシステムが定義 されているのである｡ したが

って､上述 したよ うにオー トポイェシス ･システム とは､あくまでも継続的な

作動様式そのものに焦点が置かれているのである｡

こうした観点か ら､この理論を社会科学- と導入 したのがルーマンであった｡

つま り､ルーマンは生物学におけるオー トポイエシス ･システムの特徴に基づ

いて､社会科学における新 しい方法論を確立 したのである｡また､後に見るよ

うに､ トイブナ一によってその重大な問題が指摘 された規制論の分析 も､その

大部分がこの方法論を前提 としたものであ り､会計 とい う専門技術 を通 じた規

制が失敗す る可能性 を理解す るためにも､ルーマンの議論が鍵 となる｡ したが

って､以下では､ルーマンによる社会科学におけるオー トポイエシス ･システ

ム論を説明す ることに しよ う｡

第 3節 社会学におけるオー トポイエシス ･システムールーマンを中心 として

ルーマンは､生物学において発見 されたオー トポイエシス ･システムとい う

概念を､単純に社会システムに導入することを試みているわけではない｡それ

は､｢社会システムを､生命 システムをモデル として解釈す る必要はない｡両者

を単純に類推 した り､社会学において生物学用語を比愉的に用いるだけではい

けない｣ と述べていることか らも明 らかであ り､む しろ ｢さまざまな現実基盤

と関連 し､生活や意識や社会的 コミュニケーションのよ うなさまざまな領域に

おける経験を扱い うる､オー トポイエシス ･システムの一般理論 を作 り上げる

努力が必要である｣(Luhmann,1989,p.137)と主張 し､独 自のオー トポイエシ

ス ･システム論 を展開 している26｡

そのような視点に立ったルーマンは､社会が通常想定 されているよ うな個人

の集合ではな く､コミュニケーションか ら成 り立っていると考える｡つま り､

26 ここで､ルーマンは､オー トポイエシス ･システムの構成要素 としてコミュ

ニケーシ ョンを想定 しているが､反実在思考を前提 とすれば､これ らの議論は､

会計専門知識や専門技術にもそのまま成立すると考えられ る｡
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コミュニケーションを構成要素としたオー トポイエシス ･システムとして社会

を理解 しているのである｡ したがって､社会システムとは､みずか らを構成す

るコミュニケーションを継続的に生産 し､その生産 されたコミュニケーシ ョン

がコミュニケーションの生産プロセスに巻き込まれ､また次のコミュニケーシ

ョンを再生産するとい う､循環的にコミュニケーシ ョンを生産 し続けるネ ット

ワークとして理解 され ることになる｡

社会システムがコミュニケーションをその構成要素 とす る限 り､コミュニケ

ーションとして表出 したものをシステムの内部 と理解すれば､社会システムは､

システム外部か らの作用を通 じて､つま りコミュニケーション以外の要素によ

って自己を維持 しているわけではない｡すなわち､コミュニケーションとして

表出していないものは社会システムにとっての外部環境であ り､この環境 とシ

ステムとの境界線は､継続的な生産プロセスを通 じて､社会システム自身によ

って引かれることになるのである｡社会システムとは､コミュニケーションが

外部から直接的に入力 され るのではなく､あくまでもコミュニケーションの継

続的な生産プロセスの上に成立 しているのであ り､この意味において､社会シ

ステムとは ｢自己言及的に閉 じたシステム｣(Luhmann,1987,p.338)とい うこと

ができるであろ う｡

そ してルーマンは､こうした社会の中に､機能的に分化 したさまざまなオー

トポイエシス ･システムが併存 していると考え､その 1つ として法を位置付け

ている｡すなわち､｢法システムとは､社会の中で分化 した機能システムである｡

したがって､法システムは､その作動において､自己のみならず社会システム

全体の自己再生産(オー トポイエシス)の実行にも継続的に関わっていくことに

なる｡---これは､法システムが社会的機能を果た している-社会において『役

立っている』- ことを意味 しているだけではなく､社会的現実を構成すること

にも参加 していることを意味 してお り､ したがって､法律においても社会のど

ことも同 じように､通常の言葉(名前や数､対象や行為の呼び方な ど)が用いら

れることになっているのである｣(Luhmann,1989,pp.138･9)と述べ､法システ

ムが社会システムの中に位置付けられるサブシステムであることを主張 してい

る｡そ して､他のシステムが法の機能を代替することが不可能であることを理

由に法の自律性を認め､その ｢自律性は､追求 されるような目標ではなく､宿
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命的にして必然的である｣(Luhmann,1985,p.112)と言いきっている｡以下では､

具体的にオー トポイエシス ･システムとしての法を見ていこう｡

ルーマンによれば､法の自律性 とは､法システムと環境世界 との差異､つま

り法規範を再生産すると同時に､それに依拠 しながら法システムの要素である

法律行為を再生産することによって保持 されることになる｡すなわち､法シス

テムは､あらゆる事象に対 して法的な意味を付与することを通 じて､環境世界

との境界をみずか ら決定すると同時に､その中では法的に有効な行為を継続的

に再生産 しているのである｡ このように ｢規範的に閉鎖 したシステム｣である

法システムにおいては､ある ｢事象が法的か否かを決定するのは法規範だけで

あり｣(Luhmann,1985,p.113)､また法の変更も法に準拠 して行われ ることにな

る｡ したがって､法に対する社会か らの要請がそのままの形で法システムの内

部に持ち込まれることはなく､法に固有の論理､すなわち合法/不法の二項コ

ー ドに基づいて加工され ることによってはじめてシステムを構成する要素とな

るのである｡

しか しルーマンは､こうした閉鎖性を指摘 しなが ら､同時に法システムが ｢認

知的に開放 したシステム｣でもあることを主張する｡｢システムの開放性は自己

言及的な閉鎖性に基づいてお り､閉鎖的オー トポイエティックな再生産は環境

世界を参照することになる｡---法システムは､情報を認知するために開放 し

ているが､規範的統制のために閉鎖 している｣(Luhmann,1985,p.113)と､法シ

ステムの規範的閉鎖性 と同時に認知的開放性を強調 しているのである｡これは､

法システムが社会システムの中に位置付けられるサブシステムであることと無

縁ではなく､法システムにおいてもコミュニケーションが構成要素であるから

に他ならない｡つま り､法システムにおいて再生産 されているものは法的コミ

ュニケーションであ り､それはあくまでもコミュニケーションに他ならないの

である｡ これは､法システムの外側におけるコミュニケーションを､合法/不

法 とい う法に固有の論理に基づいて､いわば内部スクリーンに環境世界を投影

することによって､法システム自身が学習 していることを表 している｡法社会

学者である江 口(1990)は､それを ｢システム自身の自律的な作動によって行わ

れる自己学習である｣(73頁)と説明 している｡

このように､法システムは､オー トポイエシス ･システムとして理解 される
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ことになるが､ルーマンによれば､現在､社会システムの中でこうした分化を

遂げているのは法システムだけではない とされる｡つま り､｢支払 う/支払わな

い｣ とい う二項 コー ドによって分化 した経済システムにおいては ｢価格｣が再

生産 されてお り､｢政府/野党｣とい う二項 コー ドによって分化 した政治システ

ムにおいては ｢政治的権力｣が再生産 されている｡また､｢真理/非真理｣とい

う二項 コー ドによって分化 した学問システムにおいては ｢理論｣が再生産 され

てお り､｢超越/内在｣とい う二項 コー ドによって分化 した宗教システムにおい

ては ｢啓示｣が再生産 されているとい うように､さまざまなオー トポイエシス ･

システムの併存 として社会が捉えられているのである(ルーマン,1992)｡そ して､

そこではそれぞれのシステムが固有の論理に基づいて､それぞれに固有の世界

を構成 していると見な されてお り､社会学者である清水(2000)は､こうした状

況を捉えて､｢この多元的な現実を統一す る共通の視点ない し現実は存在 しな

い｣(165頁)と主張す るに至っている｡

このように､ルーマンによる社会システム理論は､オー トポイエシス ･シス

テムの観点か ら社会を観察 し､独 自の理論体系を作 り上げたものである｡そこ

では､社会や法について新 しい捉え方がなされていることが見て取れ る｡次に

見る ドイツの法社会学者である トイブナ-は､こうしたルーマンの社会システ

ム理論に基づきなが ら ドイツの法現象 を分析 し､｢規制の トリレンマ｣とい う結

論を得るに至ってお り､これは､後に見るパ ワーの議論に大きな影響を与えて

いる｡

第 4節 オー トポイエシス ･システムとしての法- トイブナーを中心 として-

オー トポイエシス ･システム理論に基づ く トイブナ-の議論については､こ

れまで法社会学の分野で さまざまに議論 されてきたが､ここでは､基本的な議

論の流れを説明することによって､その特徴を明 らかに してお くことに したい｡

トイブナ-が分析の対象 としているのは､1970年代か ら 1980年代における

ドイツの ｢法化｣現象 と呼ばれ るものである｡｢法化｣現象 とは､論者によって

さまざまな捉え方が されているようであるが､ トイブナ-(1990)によれば､そ

れは大きく ｢規範の氾濫｣説､｢紛争の収用｣説､｢非政治化｣説､そ して ｢実
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質化｣説の 4つに分類することができる｡｢規範の氾濫｣ とは､単純に法律の

量的な増大現象を指 してお り､また ｢紛争の収用｣ とは､人々の紛争が裁判-

と引き渡 され､つま り法的事件- と切 り詰められることによって､それが解決

されるのではなく､単に遠 ざけているに過ぎないとする説である｡｢非政治化｣

とは､主 として労使間の階級闘争に焦点が当てられてお り､労働法の整備によ

って被雇用者の一定の利益が保護 され､労働組合の一定の活動が保障 されるが､

それは同時に労働組合の戦闘的活動の余地を徹底的に制限することにより階級

闘争が石化､すなわち非政治化 される現象27を意味 している｡

トイブナ-(1990)は､こうした 3つの説に対 して､｢[｢規範の氾濫｣説は]単

に法素材の増大 とい う量的側面を強調 しているにすぎ [ず]､-･-む しろ､質的

側面が重要である｣(p.239)､｢[｢紛争の収用｣説は]全 く法の古典的な任務(紛
争の規制)に限定 されてお り､現に危ぶまれている現代の法化の諸側面(社会の

統御)に関 してはせ いぜ い部分的な取 り組み しかな され ていない｣(p.241)､

｢[｢非政治化｣説は]労働組合の視点に限定 され､法化の社会構造的解明を自

制 している｣(p.242)と､それぞれ批判することにより､｢法化｣現象の説明と

して､｢実質化｣説を採用 しているのである｡そ して､トイブナ一によれば､｢実

質化｣とはウェーバーによる ｢法の形式的合理性 と実質的合理性｣ 28とい う区

別に依拠 した概念であ り､概念上抽象化 され手続的に合理化 された形式的法が､

27 こうした現象は ｢法化のアンビバ レンツ(自由の保障であると同時に自由の

撤回)｣(トイブナ一,1990,p.241)と呼ばれている｡
28 ウェーバー(1974)によれば､法の形式的合理性 とは､｢実体法上も訴訟法上

も､もっぱら一義的で一般的な要件メルクマールのみが尊重 される｣(p.104)
ことを指 してお り､これはさらに次の 2つに分けられることになる｡1つ 目は
｢法的に重要なメルクマールが､感覚的に直観的な性格をもったものであるこ

と｣(p.105)､すなわち ｢一定の言葉が語 られたとか､署名がなされているとか､
その意味が絶対的に確定 しているような一定の象徴的な行為がなされたとかい

う｣(p.105)ような ｢外面的なメルクマールを固執すること｣(p.105)である｡そ
して 2つ 目は､｢法的に重要なメルクマールが論理的な意味解明によって明ら

かにされ､次いで､厳格に抽象的な諸規則の形で明確な法概念が形成 され､こ

の法概念が適用 され る｣(p.105)ことである｡これに対 して法の実質的合理性 と

は､｢抽象的な意味解明の論理的一般化(によって得 られた規範)ではなくて､そ

れ とはちがった性質の権威 をもつ規範が､法律問題の決定に対 して影響力を持

つ｣(p.105)ことを意味 している｡｢すなわち､倫理的な命令や､功利的または
その他の合 目的性の規則や､あるいは政治的な格率が影響力をもち､これ らが

外面的なメル クマールの形式主義をも､論理的抽象の形式主義をも打破す｣

(p.105)ることを表 しているのである｡
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産業や労働世界 といった自律的な社会的諸領域-の福祉国家的介入手段 として

の規制立法(労働法､社会保障法 といった特別法)- と実質化 され る現象を指 し

ているとされる｡そ して､法がこのように福祉国家による自律的社会領域-の

介入のための統御メデ ィアとして用いられていることこそが､｢法化｣現象の最

大の特徴であるとしているのである｡

トイブナ-(1990)は､分析対象をこのように整理 した上で､規制立法あるい

は介入手段 としての法の限界を指摘することにより､｢法化｣現象の根本的な問

題を明らかにしている｡すなわち､上述 したような形式的法の実質化は､対立

する 2つの傾向が同時に生 じていることを表 してお り､｢一方で法システムは

その 『形式的』特定化 と専門化､内的体系化を強め､他方では次第に法的諸利

害の 『実質的』要求に､すなわち民主制のもつ社会国家的要求にさらされる｣

(252頁)ことを意味 しているのである｡つま り､一方で法は､自己を構成する

要素をみずか ら再生産する自己準拠的なオー トポイエシス ･システムと理解 さ

れるほどに､その自律性を強化 させてお り､これは､｢法はその妥当性の点では

ただ規範性に支えられているだけであり､それゆえ法は､究極的にはあらゆる

非法的な関係一政治､道徳､科学-や 自然法的根拠づけか ら自由であって､法

は法内在的に しか自らを再生産 しえない｣(253頁)｡ しか し他方では､｢法シス

テムが事後処理的な紛争の規制による予期の創出とい う機能に特定化 されれば

されるほど､それは未来志向的な行動統御に用いられ うる規範 と手続 とを発展

させる｣(253頁)ことになるのである｡｢すなわち､法は､その機能の点で自律

的になることによって-形式性-､ますますその社会的環境から出される目標

達成の要求に左右 され るよ うになるのである一実質性-｣(253頁)｡そ して､

このように､｢自律的で､実定的で､高度に形式化 され､専門化 された法は､も

しそれが社会国家的統御の 目的のために道具化 された場合には､一方で政治的

な特定の要求に､他方で規制対象たる生活領域の特定の要求にさらされ る｣

(253頁)とい う､自律性の強化 と依存性の強化 とのパラ ドックスこそが､｢法化｣

現象の根本的な問題であるとしているのである｡

こうした問題を､オー トポイエシス ･システムの観点か ら捉えるならば､社

会において高度に自律化 した諸部分システムは､環境世界からの影響を常にそ

れぞれに固有の論理に基づいて学習することにな り､それゆえ外部からの介入
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による直接的な統御は､原則 としてあり得ないとい うことが前提 とされること

になる｡ したがって､世界を､法､政治､社会生活領域 とい う3つのシステム

間の関係 として単純化 した場合､｢外部からの有効な統御 とい う考え､つまり法

や政治は社会の諸部分領域を目的志向的に統御 し､それに影響を及ぼすことが

できるなどとい う考えは捨てなければならない｡む しろ規制立法の効果につい

ては､単なる自己統御過程のきっかけ､つま りその方向や効果の程を前もって

予測することはほとん ど不可能なものとして､はるかに控え目に述べなければ

ならない｡･･--社会生活領域に対する外部か らの影響は確かにあ りうるが､ し

か し- このことが重要なのだが一各々の自己統御 と自己維持の軌道の限界の中

でしかありえない｣(トイブナ一,1990,254頁)と主張され ることになる｡そ して､

｢これ らの限界を越えた規制的介入はどれ も､実効性 を欠 くか､または社会的

生活領域に分裂的結果をもたらすか､さもなければ規制立法の分裂的結果をも

らす｣(254頁)とされ､これを トイブナ-は ｢規制の トリレンマ｣ と呼んでい

るのである｡

つまり､オー トポイエシス ･システムとしての法や政治や社会生活領域は､

それぞれが自律的で自己統御的な社会的部分システムであるため､相互に直接

的に調整 し合 うことはできず､ただ､｢それぞれに固有の自己統御の境界を尊重

するとい う条件の下で｣(254頁)､それぞれの自己統御プロセスにきっかけを

与えることができるに過ぎないとされるのである｡ したがって､こうした観点

からすれば､｢『規制の失敗』 とは､実際には例外などではなく当然のことであ

って､-･-･政治､法および社会的生活領域における不適切な 『構造的カップ リ

ング』(structuralcoupling)の問題｣(Teubner,1987,p.21)と理解 されることに

なる｡そ して､ トイブナ-は､政治 と法､法 と社会的生活領域 とい う2つのシ

ステム間における不適切な ｢構造的カップ リング｣を ｢規制の トリレンマ｣ と

呼び､それを｢相互無視｣(mutualindifferenee)､｢法による社会の不統合｣(social

disintegrationthrough law)､｢社会による法の不統合(legaldisintegration

throughsociety)｣(legaldisintegrationthroughsociety)の 3つに分類 して説

明 しているのである｡

まず ｢相互無視｣とは､たとえば政治と法の境界を見れば､オー トポイエシ

ス ･システムとしての法は､政治システムからの要請を自己に固有の論理に基
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づいて学習するが､そ うした学習には限界があり､その限界に達 したとき法シ

ステムはそ うした政策方針 を無視す るよ うになることを言 う｡ トイブナ-

(1990)はこれを､｢異なる自己準拠性を備えたシステムである法 と政治 とい う構

造に不可避的に伴 う葛藤である｣(256頁)と説明 している｡また､こうした関

係は､法 と社会的生活領域の境界においても現れるとされ､｢規制立法が社会の

自己統御メカニズムの有意性基準をとらえそこなった場合､規制領域はそれを

無視する反応 を取る｣(257頁)ことになる｡

次に ｢法による社会の不統合｣ とは､上の ｢相互無視｣ とい う異なるシステ

ム間における必然的帰結に対 して､それでもなお強引に他の社会システム- と

法が介入 して行 く場合に生 じるとされる｡たとえば､｢法化｣現象についての｢非

政治化｣説がこの顕著な例 とされてお り､労働法の整備による協調的な労働組

合の方針が本来の戦闘的な組合方針を犠牲にしている現象は､労使関係におけ

る純粋な階級闘争の崩壊を招いていると説明されることになる｡

そ して最後に ｢社会による法の不統合｣ とは､オー トポイエシス ･システム

としての法に対 して､その固有の論理を維持することができないほど過度の要

求が出された場合に､法システム自身が崩壊 して しま う現象を指 している｡た

とえば､法システムは､裁判における判例や法解釈を通 じて法規範を自己再生

産 しながら徐々にその構造を変化 させているが､立法機関における頻繁な法改

正や結果志向的な規制立法の定立によって､そ うした構造変化の限界を超えた

規制要請を認知 した場合に､いわば規範的閉鎖性 と認知的開放性の乱蝶にさら

される形で､法システムそのものが瓦解 して しま うと説明 されることになる｡

このように､ トイブナ-は､1970年代から 1980年代にかけて ドイツで議論

されていた ｢法化｣現象について､オー トポイエシス ･システムの観点から捉

えなおすことにより､そこに潜む社会構造的な問題を明らかにしたのである｡

つま り､自律的単位の併存 として社会を認識 した場合､法システムもけっして

その例外ではなくそれ 自身を高度に自律化 させてお り､それが社会国家による

介入手段 として利用 されれば､いわば必然的に他の自律的システムとの ｢構造

的カップ リング｣の問題が生 じてくる｡ トイブナ-は､オー トポイエシス ･シ

ステムの観点から社会を政治､法､社会生活領域 とい う3つの自律的単位- と

単純化することにより､特に統御メディアとしての法に焦点を置きながら､｢法
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化｣現象が孝んでいた根本的な問題を可視化 し､それを ｢規制の トリレンマ｣

と名づけたのである｡

しかし､以上見てきたような､社会福祉国家による介入手段 としての法に関

するこうした問題は､オー トポイエシス ･システムとい う考え方によって初め

て発見された問題ではなく､｢法化｣現象 として､それまでに局所的に議論 され

てきたものであった｡したがって､トイブナ-の研究を厳密に評価するならば､

その功績は､けっして新たな問題を発見 したことではなく､それまで局所的に

議論 されてきた問題 を､大局的な視点から整理 し直す ことにより､社会が孝む

構造的な問題の本質を明 らかにしたことであると言えよう｡

ある問題に対する適切な解を求めようとする場合､必ずその間題 を正確に把

握 しなければならないことは言 うまでもないが､こうした意味において､ トイ

ブナ-の研究の重要性が極めて大きいことがわかるはずである｡そ して､その

社会構造的問題の本質を正確に表現できるところにこそオー トポイエシス ･シ

ステム論の意義があると思われる｡

こうした観点か ら会計研究を眺めた場合､今や会計も高度に自律化 した専門

技術であることを考えれば､オー トポイエシス ･システムとい う枠組みから会

計を研究することに大きな意義があるだろう｡すなわち､ミラー-パ ワーが｢『シ

ステム的』に完結 してお り､独 自の妥当性規準や固有の論理を備えているとい

う点 にお い て ､法 か ら会 計 を類 推 す る こ とが 可能 で あ る｣(Millerand

Power,1992,p.235)と指摘 しているように､会計をオー トポイエシス ･システム

と理解 し､それをルーマンや トイブナ-が前提 としていた社会システムの中に

位置付けることによって､現在会計が直面 しているさまざまな問題を整理 し直

し､それが孝む社会構造的な問題を明らかにすることができると考えられるの

である｡つま り､｢一方で政策的主張による､他方で特定社会領域による要請の

間で､会計が独 自の 『規制の トリレンマ』に陥っている｣(p.235)のではないか

とい う疑問があ り､次に見るパワーの研究はこうした観点か ら展開されている

と言っても過言ではない｡

したがって以下では､オー トポイエシス ･システムの観点か ら会計をどのよ

うに捉えることができるのか､そ して､オー トポイエシス ･システムとしての

会計が､社会の中にどのように位置付けられるのかについて､パワーの議論を
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中心に見ていくことに したい｡そこでは､本節で取 り上げた トイブナ-の ｢規

制の トリレンマ｣とい う概念が強 く現れている｡

第 5節 オー トポイエシス .システム論から見た会計-パワーを中心として-

これまでの節で説明 してきたように､オー トポイエシス ･システム論によれ

ば､社会はさまざまに分化 した自律的システムが併存 したものとして認識 され

ることになる｡オー トポイエシス ･システムとは､自己を構成する諸要素を､

その要素自体の働 きを通 じて自己準拠的に再生産するシステムであ り､これは､

そのシステムにとって不可欠な要素が周囲の環境世界か らインプッ トとして直

接的に取 り込まれるのではなく､そのすべてがシステム自身を通 して自ら作 り

出されることを意味 していた｡たとえば法システムについてオー トポイエシス

を考えるならば､法システムを構成する法規範や法的行為､法手続き等は､法

的か非法的か とい う法システムに固有の論理に基づいてそのシステム内部に作

り出されることになる｡ したがって､法が変更される場合､新たな法が外部か

ら直接的にインプッ トされるのではなく､あくまでも既存の法体系に準拠 して

設定されることになるのであった｡

こうした観点か らすれば､オー トポイエシス ･システムは､規範的に高度に

閉鎖 したシステムと認識 されることになるが､ここには､同時にそのシステム

の開放性をも見て取ることができた｡すなわち､たとえば法システムが自己に

固有の論理を用いて環境世界を内的に再現する場合､つま り外的な事象を法的

問題へ と変換する場合､いわば内部スクリーンに環境世界を投影す るとい う点

において､それは認知的に開放 したシステムを意味することになる｡ もちろん

これは､法システムが､たとえば政策的意図 といった環境世界からの要求によ

って直接的に操縦 され ることを意味 しているのではなく､あくまでもそのシス

テム自身によって環境世界が自己学習されるに過ぎないとい うことを表 してい

る｡

このように､オー トポイエシス ･システムとは､規範的閉鎖性 と認知的開放

性を共存 させているところにその特徴を持ってお り､ルーマンの観点からすれ

ば､このような考え方は会計のような情報システムにも当てはまることになる｡
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すなわち､一般に､｢経済的事象を主 として貨幣単位で測定 ･記録 ･伝達する一

連の行為｣ と定義 され る会計において､こうした一連の行為を通 じて得 られる

会計情報は､環境世界か ら直接的に取 り入れ られたものではなく､会計に固有

の論理(た とえば､借方か貸方か)によって内部的に構成 され るものであると見

ることができるのである29｡ここで､会計に対するこうした見方は､1990年代

に議論 されていた､｢会計による可視性の創造｣の問題､｢会計による現実の築

像｣の問題 と重なると考えられ る30｡すなわち､会計行為を通 じて得 られる利

益や コス トとい う会計情報は､そのものとして会計システムの外部に存在 して

いるものを内部に取 り入れたものではなく､会計に固有の論理に従って内的に

創出され形成 されたもの と見ることができるのである｡

しか し､パ ワー(Power,1994b)によれば､会計をオー トポイエシス ･システ

ムとして捉える場合､事態はそれほど単純ではない｡とい うのも､会計を ｢『ビ

ジネスの言語』 とする場合､その計算的合理性は経済に属す ることになる｡ し

たがって､この観点か らすれば､会計は経済システムの公式的 コー ドであ り､

さらに言えば､支払 う/支払わない とい う二項 コー ドが複式簿記に具現化 され

ることになる｡ しか し､社会統治のテクノロジー とす る場合､会計は法律の延

長線上に現われ､規制の 目標 となる｡そ して､この場合､合法/非合法 とい う

二項 コー ドが､少な くとも理論上監査人によって制御 され る､情報開示の方法

を決定す ることになるのである｣(p.371)｡つま り､本来共約不可能であるはず

の 2つの二項 コー ドが､会計 とい う 1つのシステムの中に共存することにな り､

矛盾が生 じることになるのである｡

パワーは､こ うした矛盾 を克服すべ く､まずルーマンのシステム理論におけ

る ｢『窓のないモナ ド』に対する私たちの理解を組み替えなければな らず､---

これ らの [法､経済､政治､科学 といった]壮大なシステムのカテ ゴリーを､

29 青柳(1998)によるオー トポイエシス ･システムとしての会計の研究は､特に
この点に焦点が置かれていると思われる｡すなわち､会計 とは､経済的な出来

事を､会計に固有の構造によって可視化する装置であると見 られているのであ

る｡ これに対 してパ ワーの研究は､そ うした特徴を持つ会計を､同様にオー ト

ポイエシス化 した社会の中に位置付けるところにその意義があると考えられ､

本章では特にこちらに焦点を置いている｡

30 築像論の詳細については園部(1999)を参照 されたい｡
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専門技術の制度的コンフィギュレーションとい う､より微妙な概念に置き換え

る必要がある｣(p.372)とした上で､ルーマンの理論ではアプ リオ リに想定され

ていた､特定の二項コー ドか ら成るシステムの境界が制度的分化を表 している

とい う前提を否定 し､制度間における二項コー ドの移植可能性を認識する｡そ

して､移植可能なさまざまな二項コー ドが交わるところに専門的実践が構成 さ

れるとし､そ うした複数の二項 コー ドが競合する場 としての専門技術を中心に､

オー トポイエシスを捉え直すことを試みているのである｡ したがって､パワー

によれば､た とえば ｢会計 とい う専門技術は､資源/請求権(借方/貸方)とい

うコー ドの中で､異なる公式的二項 コー ドが同時に作動する 『混成的サブシス

テム』として理解 され うる｣(p.374)ことになるのである｡すなわち､借方/貸

方とい う二項 コー ドの裏側では､支払 う/支払わない､合法/非合法､真/偽､

善/悪 といった二項コー ドが混成的に競合 してお り､それ らのコー ドのどれに

重点を置 くかによって､会計がさまざまな形で制度化 され､またその概念の解

釈がコン トロール され ることになるのである｡

このように､パ ワーは､｢二項 コー ドとは単に既成的な専門技術のコンフィギ

ュレーションを描写 しているのではなく､その制度化可能性によって流動する

ものである｣(p.374)と､二項 コー ドの移植可能性､流動性を認めた上で､さま

ざまな二項 コー ドが競合する場 としての専門技術を中心にオー トポイエシスを

定式化 し直す ことにより､ トイブナ-が言 う ｢構造的カ ップ リング｣の問題に

ついて詳細な分析を試みているのである｡言い換えれば､さまざまなコミュニ

ケーションを促進 した り抑制 した りすることができる専門家によってさまざま

な二項コー ドが制度的に具現化 されるとい う観点から､｢構造的カ ップ リング｣

の問題が捉えられ ることになるのである｡すなわち､オー トポイエシスとい う

考え方に基づいて､会計 とい う専門技術を社会の中に位置付けることにより､

会計 と他の社会的諸領域 との関係を明らかにしようとしているのである｡ した

がって､以下では､パワーに従いながら､社会､特に組織的コンテクス トにお

ける会計の位置付けを見ていくことにしたい｡

自律的単位における自己再生産を強調するオー トポイエシス ･システム論を

展開 している トイブナ-(1994)によれば､組織 とは､｢経済システム内部におけ

るシステム形成の原理的に別個の形態である｡組織は､それ 自身オー トポイエ
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シス ･システムであ り､その要素は支払いではなく決定(decisions)である｡組

織は決定によって成 り立ち､その決定が成 り立っ決定を､決定によってみずか

ら作成するシステムである｣(217･218頁)｡すなわち､オー トポイエシス ･シ

ステムの観点からすれば､組織は､経済的意思決定 とい う基本的要素を自己言

及的に再生産する自律的なシステムとして経済システムを内部分化 したもので

ある｡

このように､組織をオー トポイエシス ･システムと見るならば､組織に対す

る外部か らの規制は､原則 としてあ りえないことになる｡つま り､意思決定を

継続的に自己再生産す るプロセスとして組織を見るならば､そ うした意思決定

は､けっして外部か ら取 り入れ られるものではなく､あくまでも自己言及的に

決定され るものと理解 されることになる｡ したがって､組織を何 らかの形で統

治 しようとするならば､その自律性を前提 としなが ら､その自己再生産プロセ

スを促進することによって､より内側から影響を与えるとい う規制手段が求め

られることにな り､そ うした期待に応えられる新 しいテクノロジーが会計なの

である｡

こうした観点か ら会計を見るならば､会計 とは ｢経済的環境世界 と組織の間

の媒体である｣(Power,1994b,p.375)と言 うことができる｡すなわち､自律的に

閉 じた組織内部のスクリーンに経済環境世界を映 し出すための媒体 と見ること

ができるのである｡したがって､｢会計 とは､環境世界におけるさまざまな形態

の不確実性のフィルターであ り､『自然発生的な』外乱を､意思決定に際 して『管

理可能な』もの- と翻訳する｣(p.375)役割を果た してお り､そのフィルターを

通 じることによって､組織内部に会計情報や会計的現実が構成 されることにな

るのである｡つま り､｢会計 とは､-･-規制対象領域にとって外部的なものでは

なく､-- しば しば内部的なものであり､対象領域の情報的現実性 を構成する

もの｣(p.375)であ り､パ ワーは､｢このことが､会計に､規制装置 としての特

別な潜在能力を授けている｣(p.375)と主張 している｡

このように､パワーは､組織を意思決定を構成要素 とするオー トポイエシス ･

システムと理解 し､そ うした組織 と経済的環境世界の媒体 として会計を位置付

けているのである｡そ して､そのような会計は､対象組織についての経済的現

実を構成する特徴を持ってお り､これを規制手段 とい う観点か ら見た場合､会
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計とは､規制対象組織にとってより内部化 されやすいもの と捉えられ､新 しい

規制的役割が授けられることになるのである｡しか し､パワーは､｢このことが

会計にその特徴的な規制的潜在能力を与える一方で､『規制の トリレンマ』の亡

霊が消えることはない｣(p.376)と､法社会学者 トイブナ-が指摘 していた規制

立法の問題を､同 じく規制手段 として登場 してきた会計についても､警鐘を鳴

らしているのである｡すなわち､経済的世界を構成することができる､媒体 と

しての会計は､組織の経済的意思決定に影響を与えるとい う点でその自己再生

産プロセスを促進することよって､規制対象組織に介入することができるため､

法律に比べ､容易に規制対象組織に内部化 され うると考えられるが､ しかしこ

の場合においても､｢規制の トリレンマ｣ とい う問題が付きまとうことになる｡

つまり､｢会計による介入は､---常に､特定の組織環境において､効果的でな

くなるか(デ ィカ ップル ド:decoupled)､過剰帝国主義化す るか(コロナイジン

グ:colonizing)､取 り込まれ る(コロナイズ ド:colonized)とい う､危険を冒す こ

とになる｣(p.376)のである｡

ここで､まず ｢ディカ ップル ド｣ とは､ トイブナ-が言った ｢相互無視｣に

対応 してお り､たとえば､政府 と会計の境界を見れば､オー トポイエシス ･シ

ステムとしての会計が､政府からの要請を自己に固有の論理に基づいて学習す

るが､そ うした学習には限界があり､その限界に達 したときに会計がその政策

方針を無視す るようになる現象を言 う｡また､こうした関係は会計 と組織 との

間にも見ることができ､会計が組織的意思決定から切 り離 されるような現象を

_==ニー~
岩 つ.

次に ｢コロナイジング｣ とは､ トイブナ-の ｢法による社会の不統合｣に対

応 してお り､会計 と組織の間において､組織内部の意思決定をゆがめて しまう

ほどに､会計技術が拡大 しているような現象を言 う｡

そして最後に ｢コロナイズ ド｣とは､トイブナ-の ｢社会による法の不統合｣

に対応する概念であり､取得原価主義会計に対する将来予測事象の導入など､

オー トポイエシス ･システムとしての会計に対 してその固有の論理を維持する

ことができないほど過度の要求が出された場合に､システムとしての会計自身

が崩壊 して しま う現象を意味 している｡

パワーは､ トイブナ-が主張 した ｢規制の トリレンマ｣ とい う考え方を同様
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に会計に導入 し､会計専門技術が構造的に孝む問題を明 らかにしようとしたの

であった｡1994年のパ ワーの論文では､その具体的な例が明確に述べ られてい

るわけではないが､1997年の著書 『監査社会』(Power,1997)において､同様の

観点から､｢ディカップ リング｣と ｢コロナイゼ-シ ョン｣(｢コロナイジング｣

に相当する概念) とい う分析結果を導き出してお り､次章で詳 しく見ることに

したい｡

第 6節 おわ りに

本章では､反実在思考 とい う哲学的前提から､広 く社会を分析する枠組みを

提示するために､オー トポイエシス ･システムとい う理論を紹介 してきた｡そ

こでは､法 とい う専門技術が､他の社会領域 との間で構造的な問題 を引き起こ

す仕組みが示 された｡すなわち､｢規制の トリレンマ｣とい う考え方であ り､そ

れは､｢相互無視｣｢法による社会の不統合｣｢社会による法の不統合｣とい う3

つの側面か ら､社会における法技術の問題性を明らかにしている｡ こうした考

え方は､会計にも援用 されてお り､パワーは､会計専門技術を中心に､ディカ

ップル ド､コロナイジング､コロナイズ ドとい う3つの構造的問題の可能性を

提示 していた｡

これまで､反実在思考 とい う哲学的 ･社会学的前提(第 2章)､専門知識を分

析するための枠組み(第 3章)､そ して社会全体を分析するための枠組み(本章)

について順に説明 してきたが､これ らの議論を通 じて､アカウンタビリティ社

会を分析するための視角､すなわち会計専門知識に対する新 しい見方が明らか

になったであろ う｡では､こうした分析視角からアカウンタビリティ社会を眺

めれば､そこにはどのような問題が見えるのであろ うか｡第 5章では､こうし

た観点から､アカウンタビリティ社会において､どのような構造的問題が起こ

りうるのかについて､具体的に見ていくことにしたい｡
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第 5章 会計専門知識の文化的側面

第 1節 は じめに

会計専門知識は､社会の再生産にいかに関わっているのであろ うか｡アカウ

ンタビリティ社会における､会計の文化的な側面とは､会計専門知識が新 しい

社会関係を創造する可能性を持っているとい うことである｡つま り､特定の思

考スタイルや行動パターンの再生産に大きく関与 しているのである｡反実在性

や構築主義で明らかにされたことは､常識 と思われていることや､当然のこと

として定義 されていることの相対性を認めることであり､それ らがいかに特定

の思考スタイル と結びついているか､特定の社会の再生産に関わっているかを

明らかにすることにその意義がある｡つま り､特定の思考スタイルに絶対性を

認めないアプローチなのである｡

したがって､客観性の問題にしても､そもそも客観的なるものが存在するか

ら客観的なのではない｡そのような実在的前提に立つ限 り､その客観性は絶対

的であり､客観的であるか否かは､その実体をいかに忠実に捉えているか､つ

まり何 らかの絶対性が前提にされているのである｡ しか し､相対主義的な世界

観からすれば､そ うした客観化を可能にする状況､制度空間､コンテクス トに

こそ注 目し､客観性の提示を特権的に掌握 している専門知識や制度空間の位置

を見極めようとすることになる｡

こうした観点からアカ ウンタビリティ社会を見るならば､それは問題なく｢公

開性｣ といった理想 と結びつけることができないことが理解 されるであろう｡

つまり､それは何 らかの ｢会計｣とい う専門知識に対 して､ある種の客観性を

提示する特権的な地位 を与えてしま うとい う問題性を有 しているとも見ること

ができるのである｡そ して､このような視点こそ､反実在性や構築主義を採用

した場合に明 らかになる思考であり､これは､既存の実在性 といった伝統的な

価値観を抱 く限 り見えてこない思考である｡

本来､絶対化 と相対化､絶対的なものと相対的なもの､何が制度化 され何が

制度化 されていないか､どのような知識がすでに実在 し何が知識 として実在 し

ていないかは､それぞれの文化的状況によって異なるはずである｡また､本来
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的に文化 として成立 していなければならないものが存在す るわけでもなく､ど

のような文化を選択するかは自由に開かれている必要があるだろ う｡それにも

かかわらず､アカウンタビリティ社会が問題化 しようとしている状況では､会

計専門知識が特定の思考スタイルを再生産するような特権的な地位 を与えられ

るほどに拡張 している｡つま り､そこでは､会計専門知識によって､次々と新

しい思考スタイルや行動パターンが規定されていくような社会が想定されてい

るのであ り､そのような社会こそアカウンタビリティ社会､つま り会計専門知

識を通 じた ｢説明可能(アカウンタブル)｣な社会に他ならない｡

アカ ウンタ ビ リテ ィ社会 とは ｢対象(object)｣｢目的(objective)｣｢客観性

(objectivity)｣ とい う思考の的を構築する地位 を､会計専門知識に対 して特権

的に認めることを正統化 されているような社会である｡そこでは､特定の知識

の生産が許容 され､特定の思考スタイルや行動パターンが再生産 されているた

め､そのよう思考スタイルや行動パターンからの被支配感や被統治感から免れ

ることができない｡構造的問題 としての ｢統治性｣や ｢儀式性｣も､こうした

思考スタイルや行動パターンの特定化 と関係 している｡会計専門知識の性質を

このように見た場合､すなわち会計技術の専門性をこのような分析視角 とした

場合､そこにはどのよ うな社会(アカウンタビリティ社会)が知覚 され るのであ

ろうか｡以下では､会計専門知識が何 らかのカテゴリーを生み出 しているとい

う現象を記述 している研究を見ることによって､アカウンタビリティ社会の特

徴を明らかにすることに したい｡

第 2節 アカウンタビリティ社会試論

アカウンタビリティ概念が拡充 している社会を､会計専門知識が特定の思考

スタイルや行動パターンを再生産する社会 として捉える場合､そこにアカウン

タビリティ社会の特徴的な問題性を可視化することができる｡そ して､会計専

門知識が思考スタイルや行動パターンを再生産するとい うことは､会計が何 ら

かのカテゴリーを生み出す中心的な存在にな りつつあることを意味する｡パワ

ーはこの点を次のように説明 している｡

90



｢会計には重要なカテゴリーを創造するとい う重大な意義がある｡思考ス

タイルや行動パターンを構成する際の分類システムの役割は､決 して新 し

い考え方ではない｡ これは特に人類学者にとってそ うである｡ しか し､会

計実践が社会生活の再生産の中でますます中心的な役割を引き受けるよう

になるにつれて､この点は､学術的関心以上に重大な問題である｡経済的

活動がそれ らを用いて行われるとき､会計的表象はその固定性を強化する

傾向にある｡評価のような本来主観的な会計の実践が､その妥当性を広 く

認められるようにするために､制度化 された客観性を要求する可能性があ

るのである｡｣(Power,1996a,p21)

このような､会計専門知識による創造性が､反実在性や構築主義 といった哲学

的 ･社会学的前提から会計を見た場合の最も大きな意義であると思われるが､

パワー自身が 1996年に編集 した 『会計 と科学』 とい う論文集の中に､この点

を特徴的に論 じている論文がいくつか見 られる｡

たとえば､∫.ロウニM.アクリッチは､イギリス科学技術研究評議会(Science

andEngineeringResearchCouncil:SERC)31のダーズベ リー(Daresbury)研究

所におけるフィール ドワーク調査を通 じて､｢顧客(customer)｣とい う経営管理

上の言説が､｢利用者(user)｣とい う言葉にとって代わるプロセスを分析 してい

る｡彼 らによれば､ダーズベ リー研究所において､1980年代には ｢顧客｣とい

う言葉は存在 しなかったが､1990年頃までには重要な位置づけがなされるよう

になってきた｡そ うした背景には､同研究所が資金不足に直面 していたことや､

どのような学術研究機関であれ市場を開拓 し､民間部門の顧客 と取引すること

を奨励する政府の政策の影響があった｡ ロウニアクリッチは､顧客ニーズを特

定することや､｢良い顧客(goodcustomer)｣を獲得するために研究所 自身が ｢良

い販売業者(goodseller)｣ になる必要があったこと､そ して ｢良い販売業者｣

になるために､研究所は特定の活動にどれほどのコス トがかかっているのかを

31科学技術研究評議会(SERC)とは､物理学､化学､工学を中心とした研究を

支援する政府機関である｡現在は､科学技術委員会(CouncilforScienceand

Technology:CST)と素粒子物理学研究評議会(ParticlePhysicsandAstronomy
ResearchCouncil:PPARC)に分かれている｡
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知る必要があったことなどを示 し､それ らが原価計算 とい う管理会計システム

の形成 と同時に起 こっていたことを明らかにしている(LawandAkrich,1996)0

次にB.シャーマンは､学術的創造性 とその応用性や商業性 との間の溝が取 り

払われた り､基礎研究に比べ応用研究が志向された りなど､研究がますます産

業に近づいてい く大きな傾 向の中で､特許(patent)がより重要な役割 を果たす

ようになってきたことを明らかにしている｡シャーマンによれば､技術の一形

態である特許は､科学的知識の管理を促進するとい う重要な役割を果た し始め

ているだけでなく､それは何 らかの統治技術が具体化 したものでもある｡そこ

では､研究の特許化が､研究者同士の関係に変化をもた らした り､研究の測定

方法のベースになった りなど､研究そのもの-影響が及んでいる｡すなわち､

研究者は商業エージェン トとして働 くことがはっきりと求められるようにな り､

特許化可能な製品を中心に新 しい経済計算文化が生まれてきたのである｡ こう

した変化は､成果を決定する方法にも影響を与えてお り､それに伴い情報開示

の形態も変化 してきた｡シャーマンは､｢特許が､研究を商業的 ･経営管理的言

説によって思考可能かつ知覚可能にするメカニズムを提供 してお り､これ らを

通 じて知識が統治 されるようになる｣(Sherman,1996,pp.172･173)と論 じてい

る｡つま り､特許の影響は中立的なものではなく､たとえばバイオテクノロジ

ーのように応用製品として知覚 されるようになると､それに伴 う科学活動の視

界が変化することになる｡そ して､その結果 として特許が科学者の業績指標 と

な る よ うな と こ ろ で は ､ 新 しい 統 治 ス タイ ル が確 立 され る の で あ る

(Sherman,1996)｡

また P.ミラー-T.オ リア リーは､ラ トクー リアン会計研究のところで見たよ

うな､実験器具や種々のアイデアやインスクリブション､また多様なアクター

から複雑に構成 され る ｢実験室｣が､世界を変革する力を持っているとい う科

学論の知見を､｢工場｣-も適用することができることを示 している｡つま り､

｢工場｣を ｢実験室｣ と同 じような方法で理解可能にするために､活動関係の

空間的な再秩序化を説明 しているのである｡具体的には､彼 らは､アメリカ中

西部にあるキャタピラー社の工場が､その作業現場を再設計 していくプロセス

に注 目している｡キャタピラー社 とは､土木作業車や建設機器､ディーゼルエ

ンジンなどを扱 う世界最大規模の製造業社であるが､同社は 1980年代の半ば､
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構造的かつ半永久的な需要減少に伴 う業績の悪化を理由とする､全社的な組織

再編に着手 した｡そこでは､同社がプラン ト･ウイズ ･ア ･フューチャー(Plant

WithAFuture)と呼ぶ､工場近代化イニシアチブが立ち上げられ､その改革に

向けて多様なアイデアや専門技術や製造器具が結び合わされた｡そのようなプ

ロセスの分析を通 じて､彼 らは次のように主張 している｡

｢伝統的な組立てラインからセル生産方式やジャス ト･イン ･タイム- と

工場作業現場を再設計 したことは､工場 とい う境界線を越えた様々な変化

と複雑に関係 している｡---特定の生産工場における作業現場の物理的な

再設計は､単に新 しい作業現場プランを導入する以上の意味がある｡

1980年代半ばのキャタピラー社の主要工場における作業現場の再設計は､

国家的な産業基盤の再編や経済市民(economiccitizenship)とい うモチー

フ と 相 互 構 成 的 に 絡 み 合 っ て い た の で あ る ｡｣ (Miller and

O'Leary,1996,p.122)

このような主張を導 くために､彼 らは､その組織再編プロセスの中に､(1)1980

年代における北アメ リカの製造業全体の問題化､(2)競合企業の分析を通 じたキ

ャタピラー社の競争優位性 とい う概念の問題化､(3)理想的な生産システムの図

式化､(4)アッセンブ リ ･ハイ ウェイ(AssemblyHighway)とい う新 しい生産シ

ステムの中に､製品概念や競争優位性概念や経済市民概念を具体化する､とい

う4つのステ ップを識別する｡そ して､これ らのプロセスを通 じて､さまざま

な言説や図式やデザインが結合 し､新 しい製造空間が秩序化 されたことを確認

している(MillerandO'Leary,1996,p.125)｡すなわち､ミラー-オ リア リーは､

｢工場｣を知識システムとして設計 し直す中で､器具の利用 と可視化の間の相

互作用を強調 しているのであ り､そのように新 しい知識を生み出すために複雑

な要素を組み合わせ る組織 として ｢工場｣を見た場合､｢工場｣と ｢実験室｣の

境界は不明瞭 となるであろ う｡

このように､会計専門知識が新 しいカテゴリーを創造 し､行為者の視界を変

化 させるとい う観点か らアカウンタビリティ社会を見るな らば､前章で見たラ

トクー リアン会計研究も､アカウンタビリティ社会を分析するための視点を提
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示 していたことがわかる｡たとえば､ロブソンが論 じていたように､国民保健

サー ビス(NHS)に民間部門の経営手法を導入 し､組織の境界や 目的が再定義 さ

れる過程の中で､予算システムが ｢効率性｣ とい う政府プログラムの媒体 とし

ての役割を果た していた｡そこでは､組織やその目的の再編成 とい うこのプロ

セスの一部 として予算 とい う会計技術が描かれてお り､それは NHSを新 しい

方法で可視化 し､政府機関の目的に従った計算を促進 し､｢効率性｣とい う名の

下に NHS内部の要素を操作可能にするために､大蔵省や保健省､地方政府､

病院､医者などの間に会計インスクリブションによるネ ッ トワークが構築 され

ていたことが分析 されていたが(Robson,1992,p.702)､それは会計専門知識によ

る創造性 と関わらせて理解することができるであろ う｡

また､オース トラリアの病院組織の中に､DRG会計が導入 される過程を分析

していたチュアの論文 も､アカウンタビリティ社会の一側面を論 じていると言

える｡チュアによれば､DRG会計が導入 された病院組織の中では､｢患者｣が

希少資源を消費する製品 とな り､｢医者｣が資源需要を決定する資源管理者 とな

り､｢病院｣が複数ライン工場 とな り､｢健康管理の提供｣が一種の生産プロセ

スとなったことが示 されていたが､こうした分析は､会計専門知識が創造する

カテゴリーを通 じて､組織再編が行われる側面を明確に表現 していると言える

だろう｡チュアがいみ じくも指摘 しているように､｢そのような会計のレンズが

無ければ､重症の心臓発作に苦 しむシ ドニーのパ ッカー氏 と､彼の料理を用意

した即席料理人 と､医療記録をつける記録係 と､多数の表を作った会計士と､

健康管理部門に財源 を配分するキャンベラの政治家を明白に結びつけることは

できなかった｣(Chua,1995,p.137)のである｡

さらに､1989年に民営化 したイギリス水道事業において､顧客概念が構築 さ

れるプロセスを分析 していたオグデンの論文も､会計専門知識が作 り出すカテ

ゴリーに注 目していたことがわかる｡オグデンによれば､競争的な市場環境の

欠如のために､民営化後 も非効率的な経営を続けていた水道事業に対 して､政

府は水道局(OfficeofWaterServices:Ofwat)とい う新 しい規制機関を設立 し､

その Ofwatが ｢サー ビス レベルの指標(levelsofserviceindicators)｣とい う一

種の会計システムを各水道会社に導入することによってこの目的を達成 したの

であった｡すなわち､この ｢サー ビスレベルの指標｣を通 じて､顧客の便益が

94



知覚可能かつ測定可能な方法で定義 され､その結果､個々の会社が顧客サー ビ

ス を 提 供 す る 能 力 を 計 算 し評 価 す る こ と が 可 能 と な っ た の で あ る

(Ogden,1997,p.552)0

以上､会計専門知識が新 しいカテゴリーを創造す る､すなわち会計専門知識

の文化的な側面か らアカ ウンタビリティ社会を分析する視角について説明 して

きたが､そこでの中心的な議論は､公的部門の民営化や､効率性 とい う目標 を

達成するための手段 としての会計技術に焦点が置かれていたことがわかる｡ し

か し､アカ ウンタビリティを満たす手段 として会計を見た場合､そこには監査

とい うもう1つの重要な実践があることに気がつ くだろ う｡パ ワーは､このア

カウンタビリティ社会における監査実践の文化的側面に注 目し､著書 『監査社

会』において､その爆発的な拡張について詳細に論 じている｡パ ワーによれば､

｢イギ リスにおける監査の爆発的な拡張は､ある問題 を解決す るための姿勢あ

るいは文化的関与を表わ してお り､｢監査社会｣とは､客観的に識別可能な状況

ではなく､む しろこれ らの関与によって明 らかにされ る傾向を意味 している｣

(Power,1997,p.4)｡以下では､ このパ ワーの 『監査社会』論 を中心に､監査実

践の文化的な側面を明 らかに したい｡

第 3節 監査社会再論

パ ワーによる監査に関す る研究はすでに多数存在 し､先に示 した著書 『監査

社会』(Power,1997)の他にも､例えば､『監査の爆発的拡張』(Power,1994a)や､

｢監査社会｣(Power,1994C)､｢監査社会一再考-｣(power,2000a)､『監査の内

破』(Power,2000b)な どがある｡それ らの研究は､監査の技術的な側面ではな

く､その考え方や知識 に注 目しているところが特徴的である｡パ ワーは､イギ

リス社会において､監査 とい う考え方が浸透 しつつある現状､言い換えればま

すます監査に依存 しつつある現代社会の状況を批判的に捉 えているのである｡

実際､パ ワーによれ ば､近年のイギ リスには会計監査のみな らず､環境監査

(environmentalaudit)､VFM 監査(valueroymoneyaudit)､経営業務監査

(managementaudit)､犯罪捜査監査(forensicaudit)､データ監査(dataaudit)､

知的所有権監査(intellectualpropertyaudit)､医療監査(medicalaudit)､教育

95



監査(teachingaudit)､技術監査(technologyaudit)といった種類の監査が､具

体 的 な レベ ル に お い て 程 度 の 差 は あ る に せ よ 制 度 化 され つ つ あ る

(Power,1997,p.3).パ ワーは､このように会計監査以外の分野-､監査 とい う

考え方が浸透 していく現象を ｢監査の爆発的拡張｣ と呼び､その前提条件､原

因､方法および結果を分析 し､｢監査社会｣特有の病理を明らかに しているので

ある｡以下では､『監査社会』(Power,1997)に従いながら､その議論を詳細に見

てみる｡

(1)前提条件一監査の本質的なあいまいさ

パワーは､監査の爆発的拡張は単に監査の量的な増大を意味するものではな

く､監査 とい う考え方が成長 し広ま りつつあることを言い表 したものであると

主張するが､その前提条件 として､監査の本質的なあいまいさを挙げている｡

それは､監査にかかるコス トとそのアウ トプットである保証の関係､すなわち

コス ト･保証関数が､究極的には計測不可能であることをその理由としている｡

つまり､｢実務家 自身の定性的な評価プロセスとは独立に保証提供関数を特定す

ることはできないのである｡会計監査は絶えずその付加価値を主張 してお り､

それは大雑把な観点で言えば真実かもしれないが､そのアウ トプッ トは本質的

には特定できないのである｡要するに､監査人は自分たちが提供するものにつ

いて信頼 されなければならないのである｣(Power,1997,p.28)｡パ ワーはこのよ

うな点か ら､｢『良い』監査 とは何かに関する頑健が概念は存在 しない｣(p.29)

と指摘 し､その会計監査プロセスの知識基礎が根本的にあいまいであることが､

監査概念の爆発的拡張につながる前提条件であると主張 している｡すなわち､

部外者が監査の成否を容易に判断することは不可能 とな り､結局そのプロセス

自体を信頼せ ざるをえないとい う状況が､その前提条件なのである｡

(2)原因-NPM､規制スタイル､品質保証プログラム

パワーは､監査が爆発的に拡張する原因として､組織にガバナンスが内部化

されるとい う観点から､ニュー ･パブ リック ･マネジメン ト(NPM)､規制スタ

イルの変化､品質保証 とい う 3つの相互関連的なプログラムを挙げる｡NPM

とは､民営化や市場化テス トなど､民間部門の経営手法の導入による公共部門
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の管理スタイルの変化を意味 してお り､そこでは VFM 監査が重要な役割を果

たす としている(pp.43-52)0

次にここでの規制スタイルの変化 とは､いわゆる規制緩和を意味 されてお り､

これは福祉国家体制の行き詰ま りによる政府の失敗をその直接的な原因として

いる｡ したがって､政府は直接的な手段からより間接的な影響力をもつ手段に

移行することになるが､そこでは自己規制メカニズムが奨励 され､手続きの価

値が強調 され､政府 自体は全体的な監視役を引き受け始めるようになる｡パワ

ーは､こうした状況の中で､｢統制システムに対する内部監査および外部監査が､

これ らの意図を操作可能 にす る うえでの中心的な役割 を引き受 け始 めた｣

(p.42)と指摘 し､その具体例 として､コーポ レー ト･ガバナンスに関するキヤ

ドベ リー規程を挙げている(pp.52･57)｡すなわち､そ うした個々の自己規制組

織のアカウンタビリティや透明性を確保するために､監査が不可欠な手段 とな

ってきたのである｡なぜなら､監査は ｢いつでも標的組織の内面的インセンテ

ィブに効力を及ぼす ことができ---内部統制構造 と密接な関係がある一方で､

遠 く離れた規制当局の期待をも満た している｣(p.54)か らである｡

最後に､品質保証については､｢品質は生産プロセスの特殊性から分離 され､

抽象的かつ一般化可能な用語で表現 されてきた.要するに晶質はエンジニア リ

ングからマネジメン トの概念- と転換 されてきたのである｣ と述べ､これをパ

ワーは､｢次の世代の品質専門家に対する助言の機会や､そ うした専門家の配置

を作業現場か ら上位および他の場所- と移動 させるといった組織的な転換を引

き起こす 『管理主義的転回』(managerialturn)｣(p.57)､と呼んでいる｡そ し

て､その具体例 として､ トータル ･クオ リティ ･マネジメン ト(TQM)や環境監

査を挙げている(pp.57･66)｡すなわち､パ ワーは､監査が爆発的に拡張 した背

景には､NPM や規制緩和や品質保証プログラムとい う､ 3つの原因があった

と見ているのである｡

(3)方法-サンプル､専門家､システム

監査概念が拡張 したその具体的かつ技術的な方法 として､パ ワーは､サンプ

リング､他の専門家に対する信頼､内部統制システム､の 3つを挙げる｡サン

プ リングとは､限られた調査対象から一般的な結論を導 くための統計学的手法
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であり､これが､より少ないインプッ トからより大きな保証を引き出す とい う

経済的圧力を受けた現在の監査実務を支えている｡その具体例 としては､ リス

ク ･アプローチが挙げられている(pp.70･78)0

他の専門家-の信頼 とは､例えば不動産鑑定士や保険計理人などの専門家の

意見を監査人が用いることによって､監査不可能であったものが監査可能にな

ることを意味 している｡すなわち､｢検証プロセスは信頼 された専門家によるま

すます大きくなるネ ッ トワークにおいて生 じるので､信頼の鎖を構築すること

によって物事が監査可能にされる｣(p.82)のである｡ しか し､このような方法

に依存することは､必然的に ｢監査人はその専門家の第一段階の判断か ら離れ

ることになる｣(p.16)ことは言 うまでもないだろ う｡

そ して､パ ワーは､内部統制システムについて､｢長年にわたって監査人は大

量の取引を直接的に調べることよりもコン トロールシステムのほ うに焦点を置

いてきた｡つま り､彼 らは直接的な検査をしているとされ るシステムを検査 し

てきたのである｣(p.12)と述べ､その具体例 として､品質保証システムや環境

マネジメン トシステムを挙げている｡パワーは､このような統制構造を ｢コン

トロールのコン トロール｣と呼び､その間按的な統制を強調 している｡つま り､

パワーによれば､マネジメン トシステムとい う考え方 とその統制構造は､直接

的な検査の放棄 と､被監査組織の実務の正統化を両立させる､監査の知識構造

の根本的な構成要素なのである(pp.82･87)0

(4)結果一監査社会の構造的問題

このように､監査概念が爆発的に拡張 した場合､その結果 としてどのような

状況が起こるのであろ うか｡本質的にあいまいである監査概念が､それぞれの

原因や方法によって監査が拡張 してきたとい うパワーの議論は､その基底に反

本質主義的な思考､あるいは構築主義的な思考が流れていることは明 らかであ

り､その拡張 された結果に関する描写にもそのようの思考が貫かれている｡そ

のような思考を前提にすれば､｢会計情報システムは､単純に経済的領域に存在

していたものを写像 しているのではなく､さまざまな程度で実像を構成 し､経

済単位によって行為世界を可視化 し､そ してそれゆえに統制可能にする｣(p.94)

のである｡そ して､その結果 として､｢達成不可能な統制を必然的に約束する表
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象的な会計実務を通 じて､経済的現実が姿を現わ し､交渉 されることになる｡

会計は拡張 し自己保存する構造にな り､監視や監査を可能にする事実のネ ット

ワークを確立する｣(p.94)ことになるのである｡つま り､｢監視や監査を可能に

する事実のネ ッ トワークを確立する｣ とい う最後の指摘にも明 らかなように､

監査概念の爆発的拡張 とは､結局は監査 とい う専門知識体系の中に特定の世界

が構築 されること､言い換えれば監査 とい う考え方によって､私たちの思考ス

タイルや行動パターンが規定される関係を言い表そ うとしたものなのである｡

｢監査社会｣ とい うモチーフは､まさにこの点に置かれていると言っても良い

だろう｡

しか し､パ ワーの議論がここで終わっているわけではない｡パワーは､｢もし

このような広い意味での構築主義者のテーマを受け入れるならば､単純な疑問

に直面するに違いない｡すなわち､こうした会計やそれに関連する監査形態の

世界は､他の世界 とどのように結びついているのであろうかとい う疑問である｡

つまり､製造パフォーマンスだけでなく､子供たちの教育や､病気の治療､デ

リバティブ市場での取引､路上の治安､犯罪の起訴､持続的成長の実現 といっ

たものとどのように結びついているのであろ うか｣(p.95)とい う疑問を持ち出

すことによって､監査社会が畢む構造的な問題の可能性を明 らかにしようとし

ているのである｡

パワーはこのような監査社会の構造的問題を特定するために､ディカップ リ

ング(decoupling)とコロナイゼ-ション(colonization)とい う2つの概念を用い

ている｡ ここで､ディカ ップ リングとは､パフォーマンスが監査可能であると

い うイメージが自己言及的に作 り出されることによって監査プロセスそれ 自体

が 1つの世界にな り､その監査実践の存在基盤である組織プロセスから距離を

置くとい う形で分離 され区分 されることを意味 している｡たとえば､組織内部

に監査委員会や監査役など､外部監査プロセスを管理する下位単位が創設 され

た り､また管理者が具体的な活動ではなく抽象的な統制関係を管理することに

多くの時間を費や し始めた りした場合に､そのような問題が起こる可能性が高

くなる｡そこでは､た とえ監査調書が作成 され､チェック リス トが完成 され､

より一層精密かつ詳細にパフォーマンスが測定されたとしても､そ うした監査

実践は実質よりもむ しろ監査可能な形式に関係 していると見ることができる｡
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パワーは､｢こうした観点か らすれば､監査は ｢合理化 された検査の儀式｣であ

り､それは､形式的な統制構造や監査可能なパフォーマンス測定尺度に注意を

向けることによって､安心を生み出 し､そ してそれゆえに組織の正統性を作 り

出すのである｣(p.96)と主張 し､会計実践や監査実践の ｢儀式性｣ とい う構造

的問題を指摘するのである｡すなわち､このディカップ リングとい う監査の失

敗の可能性は､実践の ｢儀式性｣ とい う構造的問題 と密接に関係する概念なの

である｡

次に､コロナイゼ-シ ョンとは､監査を可能にする価値観や実務が組織行動

の核心- と深 く浸透 していくことが意味されている｡そこでは､構築 された監

査世界が組織内部に広ま り､組織活動に対する支配的な判断基準を提供するよ

うになる｡つま り､そのような組織の内部では､何が重要かについての新 しい

インセンティブ構造や認知構造が時間をかけて創造 されていくことにな り､事

実上､組織は監査プロセスによって植民地化 されるのである｡たとえば､｢専門

職業家にとって成果つま り有効性があいまいであ り常に議論 されるような分野

(精神分析学や ソーシャル ワークなど)では､コス ト規範やアウ トプ ッ トとい う

測定尺度が評価のための言語を支配する傾向にある｣(p.117)が､このような評

価言語の支配は､｢統治性｣とい う構造的問題の一側面 と見ることができるであ

ろう｡

このように､パ ワーは､構築主義的な視点か ら監査を捉え直すことにより､

監査 とい う概念が爆発的に拡張 していく状況を説明 してお り､その結果 として､

監査が 1つの世界 となる､つま り監査 とい う考え方によって私たちの思考スタ

イルや行動パターンが規定 されて しま うような社会を､監査社会 として提示 し

たのである｡そこでは､監査の世界 と他の世界 との関係か ら､ディカップ リン

グやコロナイゼ-ションといった､監査が失敗する可能性が見 られ､多かれ少

なかれ私たちの思考スタイルや行動パターンが監査 とい う専門知識によって規

定されるとい う構造的問題が意識 されていることがわかるだろ う｡すなわち､

｢公式的な物語 とは対照的に､会計は､ある特定のコミュニケーシ ョン様式を

構成 してお り､それは合理化 された社会 とい う架空の構造の重要な要素となっ

ている｡--監査 もまた組織生活の形成に関係 してお り､組織を正統で､安全

で､効率的で､コス ト効果的にするための評価スタイルに貢献 している｡｣(p.8)
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のである｡

このようなパ ワーの分析が正 しいものであるとすれば､本来アカウンタビリ

ティを履行す るための重要な手段である会計や監査のイメージと大きく異なっ

ていることに気がつ く｡すなわち､専門知識 とい う分析視角からアカウンタビ

リティを見た場合､そこには開かれたコミュニケーションを達成するとい う｢公

開性｣や ｢透明性｣など公式的なイメージとは相容れない､｢統治性｣や ｢儀式

性｣ とい う構造的な問題が見えてくるのである｡では､この構造的な問題 とは

いかなる性質の問題であ り､私たちはそれをいかに克服することができるので

あろうか｡アカウンタビリティがめざす ｢公開性｣や ｢透明性｣は､決 して達

成することのできない架空のものなのであろうか｡以下では､いわば ｢閉 じた

社会｣をいかに開くことができるのかについて考えてみたい｡

第 4節 会計専門知識 と公共性

アカウンタビリティを字義通 り行為の説明可能性 と理解するならば､会計や

監査はその説明可能性 を成 り立たせるための専門知識 と言 うことができる｡す

なわち､その知識体系の中に世界を構築することによって､何 らかの説明を可

能にするのである｡それは､対象の実在化 とも言 うことができ､こうした考え

方の前提にあるのが反実在論や構築主義 とい う思考であった｡現にこうした思

考に基づいてさまざまな会計研究が行われてお り､これまでのアカウンタビリ

ティ社会試論や監査社会再論の節において､そのような研究の具体例を見てき

た｡そこでは会計や監査 とい う専門知識が特定の世界を構築する様子が詳細に

描かれ､また監査社会を論 じているパワーは､その専門知識が作 り出す世界 と

他の世界 との関係か ら､思考スタイルや行動パターンが規定 されるとい う､構

造的な問題を指摘 していた｡つまり､そこでは､会計専門知識による ｢統治性｣

や ｢儀式性｣が明らかにされたのである｡では､このような問題に対 して､い

かに取 り組む ことができるであろうか｡

本論文でも参照 している科学論においては､同 じく科学的知識 とい う専門知

識を中心に､すでにこのような構造的な問題に対する克服策が検討 されは じめ

ている｡そこでは､｢専門知 と公共性｣とい う観点から､専門知によって構築 さ
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れている世界をいかに切 り開くことができるかについて取 り組まれている｡た

とえば､科学社会学者である平川(2001)は､ハーバーマスの ｢合意形成の場 と

しての公共空間｣ と､ア レン トの ｢アゴーン(抗争)の場 としての公共空間｣を

対比 しながら､その両者の公共空間の差を明 らかにしている｡少 し長 くなるが､

その中に非常に重要な点があるため引用 してみよう｡

｢ハーバーマスにとって公共空間の範型は近代ブルジ ョワ的な市民社会で

あ り､私的領域 としての家族､意思決定が行われる政治的領域 としての国

家､経済的領域 としての市民社会(-市場社会)のいずれか らも独立 した自

律的な領域 として構成 されている｡その中で諸個人は､互いに対等な存在

として各 自の意見を表明 し､｢より良い論拠を求める妥当性要求に基づいた

｢討議(ディスクルス)｣によって公論の形成､合意形成を行 う｡

これに対 してア レン トが構想 した公共空間は､古代ギ リシアのポ リスを範

型 としたものであ り､合意形成が合意する ｢同一性｣ではなく､彼女が ｢人

間の条件｣の一つに数えた ｢複数性(plurality)｣が､行為や言論による ｢始

ま り｣を通 じて表現 される場である｡--- ｢始ま り｣ とは､あらゆる同一

化や決定の動きに ｢裂け目｣をもた らし､決定 され ざる/ されえない存在

としての ｢他者｣を開示する出来事なのであ り､それが達成 される限 りに

おいて､その都度､行為遂行的に開示 され維持 されるのが､ア レン ト的な

モデルにおける公共空間なのであるO｣(平川,2001,196-197頁)

すなわち､ハーバーマスが想定する合意形成的な公共空間において可視化 され

るのは､あくまでも同一化-の動きである｡それに対 して､ア レン トが想定す

る公共空間では､｢始ま り｣であ り､そこでは何 らかの違和感を覚えるところに

抗争 し､始ま りとしての開かれを許容することが前提 とされている｡平川(2001)

は､｢同一化が常に何某かの形の他者の排除や抑圧の可能性をはらんでいる以上､

他者が ｢他者｣ として現われ うるアゴーンの契機に積極的に注 目することには

大きな意義がある｣(197頁)として､これまでの科学が公共空間に対 して閉 じ

ていることを次のように批判する｡

102



｢形成途上にある科学知識- ｢活動中の科学｣-の状態では､科学的言明

は(少なくとも潜在的には)論争状態にあ り､真偽を競 うさまざまな見解の

言明と並存 している｡そこではいずれの言明も確固とした事実 としての地

位を認められず､｢意見｣としての様相が強 く､さまざまな批判､異議申し

立ての可能性に開かれている｡この意味で専門的空間はす ぐれて公共空間

的であるといえる｡ しか しながらこの空間では､意見が ｢科学的意見｣ と

して認められ､その真理性をともに争い､評価 しあえるためには､参加者

は､ 当該分野 の十分 な専門知識 を所有 してい なけれ ばな らない｣(平

川,2001,198頁)

ここで､活動中の科学 とは､本論文でも論及 しているラ トウールが提唱 した概

念であり､その基盤には反実在思考がある｡つま り､事実 とはそれがもともと

そこに存在 していたか ら事実 となるのではなく､あくまでも論争の結果 として

事実が構築 されるとい う見解の下では､このように専門的空間のみが公共性に

開かれているとい う問題が理解できるであろ う｡

ここでは対象を構築す る専門知識 として科学が想定 されているが､このよう

な議論は会計にも援用することができると考えられる｡すなわち､会計専門知

識を中心 とす るアカウンタビリティ(説明可能性)とは､会計専門知識による可

視化､つま り対象の実在化を意味 しているのである｡本節で見てきたアカウン

タビリティ社会や監査社会は､このような視点から見た世界である｡ しか し､

特定の専門知識が構造的な問題を引き起こすまでに拡張すれば､これは結局､

特定の専門知識によって思考スタイルが､つま り実在化 される対象が固定化 さ

れること､つま り文化の硬直化につながるだろ う｡ これは何 も専門知識そのも

のが矛盾を抱えてお り､あるいはそれ 自体に誤 りがあるとい うことを言ってい

るのではない｡それ 自体は､学問としてしっか りと論理的に体系化 されている

はずである｡む しろ､ここで問題にしているのは､特定の専門知識以外の知を

開く可能性を排除する現代社会の傾向である｡

これに対 し､先に見た ｢専門知 と公共性｣や ｢公共空間｣議論は､このよう

な認識が前提 となっている｡つまり ｢公共性｣ とはア レン トが示 したように､

矛盾や違和感を覚えるところに､｢始ま りとしての開かれ｣を許容する社会であ
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る｡こうした認識を ｢専門家-素人｣ と捉えるならば､現在､このような理解

を背景に､さまざまな試みが行われ始めている｡たとえば､｢科学技術 と公共性｣

の観点のもとに ｢サイエンスショップ｣を､｢司法制度 と公共性｣とい う観点か

ら ｢裁判員制度｣ を､また､たとえば企業環境経営 と公共性 とい う観点からは

｢ステークホルダー ･エンゲージメン ト｣を､そのような認識の下に位置づけ

ることができるであろ う｡

しか し､ここで大事なことは､こうした新たなプロセス自体が､専門知識体

系の中に留まること､つま り､こうしたプロセス自体を構築することが目的と

なり､このプロセスの構築によって､満足 ･安心 して しま うことである｡ もち

ろんこれは､既存の知識体系からの逸脱を意味 し､多少の不安を覚える冒険か

もしれないが､少 しはこうした不安 と戦 う覚悟がいるのではないだろうか｡

第 5節 おわりに

以上､本章では､前章までの議論を前提に､アカウンタビリティ社会 と監査

社会を分析 し､その構造的な問題点を明らかにしてきた｡会計以外の世界 との

関係から可視化すると､そこには､パワーが指摘 したようなディカ ップ リング

やコロナイゼ-ションといった問題が姿を現す ことになった｡そ して､それは

アカウンタビリティが理想 とする ｢公開性｣や ｢透明性｣ とは程遠い現象を明

らかにしている｡ こうした構造的問題についてはいまだその明確な克服策があ

るわけではなく､ただその間題 となっている状況を可視化できるのみである｡

もちろん､可視化できなければ､その間題の意味もわか らないため､反実在性

とい う哲学的前提か ら会計学を組み立てる意味もそこにあると思われる｡つま

り､そのような問題は視点を変える限 り､現実に起こっているのである｡

しか し､明確な克服策がないからといって､何の取組み もなされていないと

い うわけではなく､た とえば､科学的知識が抱える問題-の対応策が､会計研

究にも援用できると思われる｡本章ではそ うした視点か ら､公共性概念を検討

し､アカウンタビリティ社会における ｢公開性｣や ｢透明性｣を改めて考える

足場を提示 しようと試みた｡それが有効であるかいなかは､さらなる研究が必

要である｡
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結章3233

企業のアカウンタビリティをはじめ､政府のアカウンタビリティ､地方 自治

体のアカウンタビリティ､非営利組織のアカウンタビリティ､学校のアカウン

タビリティ､病院のアカウンタビリティ｡近年､ますます多 くの組織的活動が

アカウンタブルであることを求められている｡ こうした社会を､アカウンタビ

リティ社会 と呼ぶならば､そこでは一体何が起こっているのであろ うか｡ます

ます多くのアカウンタビリティは､より良い社会をもたらすのであろうか｡

本論文では､こうした背景から､アカウンタビリティ概念が拡充 していると

い う現代社会において､会計専門知識がどのような役割を果た しているのかに

ついて論 じてきた｡具体的には､まず第 1章において､分析対象であるアカウ

ンタビリティ社会 と会計専門知識の関係について整理 した｡そこでは､会計技

術がアカウンタビリティ関係によって規定されるのではなく､む しろ会計専門

知識によってアカウンタビリティが規定される関係を示す ことにより､アカウ

ンタビリティ社会を分析するためには､会計専門知識 を視角 とする必要がある

ことを提示 した｡そのような分析視角を確立するためには､反実在思考 とい う

哲学的 ･社会学的前提､専門知識そのものを分析する枠組み､そ して社会全体

を分析するための枠組みを理解する必要があ り､第 2章､第 3章､第 4章の各

章を通 じてその説明を行ってきた｡

32本論文の論理は､主 として 日本語文化圏を念頭に置きながら展開 されている

が､それは､このような論理が 日本に限定されるとい うことを意味 しているの

ではない｡ これは､他の国においても等 しく当てはまるであろ う理論的研究で

ある｡そもそも､国境 とい う地理学的 ･政治学的 ･法学的境界線は､哲学的 ･

社会学的思考の前では決定的ではないことに注意 されたい｡

33本論文で展開 された論理は､アカウンタビリティ社会の問題性を思考可能に

する目的で､いくつかの論文の中から分析視角 としての会計専門知識構造を抽

出したものであ り､その論理は事実 との整合性が検証 されていないとい う意味
において､試論の域を出るものではない｡ しか し､本論文の理論的立場からす

れば､事実との整合性 を検証すると

反映された思考あるいは行為である

は

注

と

も
こ

に

ーnノ
と
い

こ

そ れ 自体がある種の価値観が

意 されなければならない｡すな

わち､検証 とは合意の産物なのである｡したがって､本論文の概念を用いれば､

インスクリブションとしての主張は､それが事実を言い表 しているから客観的

となるのではなく､それがある程度共感 され うるか ら客観的事実 となるのであ

る｡本論文の論理の重要性は､事実との厳密な整合性の度合にではなく､む し

ろどの程度共感 され､ どの程度受け入れ られるかに依存 している
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このようにして確立された分析視角からアカウンタビリティ社会を見るなら

ば､そこには､本来アカウンタビリティが理想 としているはずの ｢公開性｣や

｢透明性｣ といった状況 とは異な り､む しろ特定の会計専門知識によって思考

スタイルや行動パターンが規定されるような､構造的な問題が描かれることに

なる｡アカウンタビリティ社会 とは､本来のステイクホルダー とのコミュニケ

ーションに開かれた社会 とい うよりも､会計専門知識そのものによって､無意

識の うちに統治 されているような社会なのである｡そこでは､その専門知識の

内に架空のステイクホルダーが想定され､ただそ うしたステイクホルダー-の

情報開示が行われるだけである｡たとえば､監査 とい う会計専門知識について

説明すれば､次のように言えるだろ う｡

｢株式会社の会計監査は､会社の重役会議室の活動を遠 くにいる資金提供

者の意思決定の計算方法に結びつけることによって､株主による統制 とい

う目標を達成することを形式的に意図 している｡学問-の監査は､従来権

限のなかった学生-の権限委譲をその目標の 1つ としてもっている｡医療

監査は患者の名 目で実施 されている｡ このように､監査はこれ らのステイ

クホルダーに対するアカウンタビリティおよび可視性 を約束することを示

している｡ しか し､これ らの約束はよくてもあいまいである｡つま り､監

査 されているとい う事実が公的な関心や調査を阻止 し､監査の利用者はし

ばしば専門家の言説内での架空の参照者でしかない｣(Power,1997,127)

こうした観点からすれば､現在のように､より多 くのアカウンタビリティを

求める社会が必ず しも良い社会につながるとは思えない｡む しろ､｢私たちは､

あらゆる種類のステイクホルダーが､『プ リンシパル』として自らの要求を主張

で き る よ うな新 しい制度 空 間 を､慎 重 に確保 す る必 要 が あ るだ ろ う｡｣

(power,1994a,pp.43･44)

106



【参考文献】

Bromwich,M.and Hopwood,A.G.(eds.)(1992),AccouDtl'Dg and theLaw,

London:PrenticeHall/ICAEW.

Baxter,a.and Chua,W.F.(2003),"Alternative Management Accounting

Research'･WhenceandWhither",AccouDtL'Dg,Oz･gaDL'zatl'oLZSand

SocL'ety,Vol.28,No.2/3,pp.97･126.

Callon,M.(1986), "Some Elements of a Sociology of Translation:

DomesticationoftheScallopsandtheFishermenofStBrieucBay'',

inLaw,♂.(ed.)(1986),pp.196-233.

Chua,W.F.(1995),"Experts,NetworksandlnscriptionsintheFabricationof

AccountingImages:AstoryoftheRepresentationofThreePublic

Hospitals",AccouDtl'Dg,OL･gaDL'zatl'oDSandSocI'ety,Vol.20,No.2/3,

pp.111･145.

FinancialAccounting Standards Board(1980),StatementOfFl'DaDCL'al

AccouDtl'Dg Concepts No.2, "Qualitative Characteristics of

AccountingInformation.''

Hopwood,A.G.(1987),"TheArchaeologyofAccountingSystem",AccouDtl'Dg,

Oz･gaD)'zatl'oDSandSocL'ety,Vol.12,No.3,pp.207･234.

Hopwood,A.G. and Miller,P.(eds.)(1994), Accountl'Dg aS Socl'al and

ZDStJ'tutl'oDalPz･actl'ce,CambridgeUniversityPress.[A.G.ホップウ

ッ ド･P.ミラー(2003)『社会 ･組織 を構築す る会計一 欧州 にお ける学

際的研 究』岡野浩 ･園部克彦 ･柴健次監訳､中央経済社｡1

Latour,B.(1987),ScleDCeL'DActl'oDIHowtoFollowScL'eDtjstsandEDgl'DeeZ･S

Thl･ougASocL'ety,HarvardUniversityPresss.【B.ラ トウール(1999)

『科学が作 られ てい る とき-人類学的考察- 』川崎勝 ･高 田紀代志訳､

産業図書｡】

Laもour,B.andWoolgar,S.(1979),Laboz･atoz･yLL'le,Sage.[(1986),LaboL･atOL･y

LJ'fe/The CoDStmCtJ'oD OlScJ'eDtl'JrcFacts(2nd ed.),Princeton

UniversityPress.】

Law,a.(ed.)(1986),Power,ActL'ODandBell'ef･'ANewSocL'ologyofhDOWledge?,

107



Routledge&KeganPaul.

Law,∫.andAkrich,M.(1996),̀̀OnCustomersandCost:aStoryfrom Public

SectorScience",inPower,M.(ed.)(1996b),pp.1951218.

Luhmann,N.(1985),"TheSelf･Reproduction ofLaw anditsLimits",in

Teubner,G.(ed.)(1985),pp.111･127.

Luhmann,N.(1987),"ClosureandOpenness:OnRealityintheWorldof

Law",inTeubner,G.(ed.)(1987),pp.335･348.

Luhmann,N.(1989),"Law asaSocialSystem",Noz･thwestem UDl'vez･sL'ty

LawRevl'ew,Vol.83,No.1/2,pp.136･150.[N.ルーマ ン(1991)｢社会

システムとしての法｣河上倫逸訳､河上倫逸編(1991)所収､387･412

京｡]

Miller,P.(1991), "Accounting Innovation beyond the Enterprise:

ProblematizingInvestmentDecisionsandProgrammingEconomic

GrowthintheU.K.inthe19608",AccouDtL'Dg,Oz･gaDl'zatl'oDSand

Soc)'ety,Vol.16,No.8,pp.733･762.

Miller,P.andO'Leary,T.(1987),"AccountingandtheConstructionofthe

GovernablePerson",AccouDtL'Dg,OrgaDl'zatL'oDSandSocJ'ety,Vol.12,

No.3,pp.235･265.

Miller,P.andO'Leary,T.(1996),"TheFactoryasLaboratory",inPower,M.

(ed.) (1996),AccouDtL'Dg and Scl'eDCeINatuz･al ZDqujz･y and

Commercl'alReason,CambridgeUniversityPress,pp.120･150.

Miller,P.andPower,M.(1992),"Accounting,LawandEconomicCalculation",

inBromwich,M.andHopwood,A.G.(eds.)(1992),pp.230-253.

Mouritsen,∫.,Larsen,H.T.andBukh,P.N.D.(2001),"IntellectualCapitaland

the C̀apableFirm':Narrating,Visualisingand Numberingfor

Managing Knowledge",AccouDtl'Dg,Oz･gaDL'zatl'oDSandSoC1'ety,

Vol.26,No.7/8,pp.735･762.

Ogden,S.G.(1997), "Accounting for Organizational Performance: The

ConstructionoftheCustomerinthePrivatizedWaterlndustry",

AccouDtl'Dg,Oz･gaDl'zatl'oDSandSocl'ety,Vol.22,No.6,pp.529-556.

108



Power,M.(1991),"AuditingandEnvironmentalExpertise:BetweenProtest

andProfeSSionalisation",AccozLDtL'Dg,Audj'tl'DgandAccouDtabl'll'ty

Jouz･Dal,Vol.4,No.3,pp.30･42.

Power,M.(1994a),TLeAudl'tExplos1-oD,London:Demos.

Power,M.(1994b),"ConstructingtheResponsibleOrganization'･Accounting

andEnvironmentalRepresentation",inTeubner,G.,Farmer,L

andMurphy,D.(eds.)(1994),pp.369-392.

Power,M.(1994C),"The Audit Society'', in Hopwood,A. and

Miller,P.(eds.)(1994),pp.299･316.

Power,M.(1996a),"Introduction:From the Science ofAccounts to the

FinancialAccountabilityofScience",inPower,M.(ed.)(1996b),

pp.1-35.

Power,M.(ed.)(1996b),AccouDtl'Dg and Sc)'eDCeINaturalZDqUjz･y and

Commez･cjalReason,CambridgeUniversityPress

Power,M.(1997), TLe AudL't SocL'ety/ Rl'tuals of Vez･)'lJ'catl'oD, 0Ⅹford

UniversityPress.【M.パワー(2003)『監査社会-検証の儀式化-』園

部克彦 ･堀 口真司訳､東洋経済新報社｡】

Power,M.(2000a),̀̀The Audit Society:Second Thought", IDteL･DatL'oDal

JoumalofAudL'tL'Dg,Vol.4,No.1,pp.111･119.

Power,M.(2000b),TLeAudL'tZmplosL'oD:Regulatl'DgRL'skfrom theZDSL'de,

London:ICAEW.

Preston,A.M.,Cooper,D.a.andCoombs,R.W.(1992),"FabricatingBudgets:A

StudyoftheProductionofManagementBudgetingintheNational

HealthService",AccouDtL'Dg,Organ)'zatlloDSandSocl'ety,Vol.17,

No.6,pp.561･593.

Robson,K.(1991),"OntheArenasofAccountingChange:TheProcessof

TranSlation", AccouDtl'Dg, Oz･gaDl'zatL'oDS and SocL'ety, Vol.16,

No.5/6,pp,547･570.

Robson,K.(1992), "Accounting Numbers as Ìnscription':Action at a
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